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M E S S A G E

異邦人トップと
コミュニケーション

2014年度も異邦人トップの就任が話題になっ
ている。代表的なのは武田薬品工業で、次期社
長として元グラクソ・スミスクラインのクリス
トフ・ウェバー氏を迎えた。武田薬品工業は、
社長だけでなく財務、研究開発などいくつもの
部門でトップを外国人としており、外国人トッ
プとのコミュニケーションが必須になってい
る。これまでも、日本企業トップに異邦人が就
任した例に、日産自動車のカルロス・ゴーン
氏、ソニーのハワード・ストリンガー氏などが
あり、部門トップはもっと多い。さらには同じ
日本人であっても、全く別の会社から異邦人ト
ップを迎える例もある。2014年度は資生堂の社
長に、元日本コカ・コーラ会長の魚谷雅彦氏が
就任した。異邦人トップを迎えて日本企業を大
きく変革させようというこのようなチャレンジ
はぜひ成功してほしいが、それぞれの企業では
コミュニケーションに大きな問題を抱えること
になる。

筆者はこの３年ほど、ISO（国際標準化機構）
の場で、日本が提案する新たなデータセンター
の省エネ指標の国際標準化を進めており、10数
カ国の代表と国際交渉を重ねてきた。提案の趣
旨や方式などをなかなか理解してもらえない
が、全員の賛同を得るべく説得・譲歩を続けて
いる。ここで再認識したのは、コミュニケーシ
ョンは共通の知識の上にしか成り立たないとい
うことだ。

この共通の知識の上でのコミュニケーション
ということに気づいたのは、約30年前の米国留
学中に米国人を自宅に招待した時だった。自宅
までの地図を描いて手渡したところ、「わから
ないので文字で書いてくれ」と言われた。そこ

理事

椎野孝雄
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で文字で「ウォールナット通りと８番街の交差
点を右、３本目のパイン通りを左」などと書く
と納得してもらえた。相手が日本人であればこ
のような説明は簡単な地図で済む。ところが米
国人には、地図を描いて行き先を示すやり方は
これまでの知識にないことで、日本人と共通の
知識基盤にないため理解できないのだった。

国際標準化会議では、プレゼンテーション資
料の表現に対する理解が国により違うことがわ
かってきた。日本人は、わかりやすいプレゼン
テーションのために「パワーポイント」を使っ
てフロー図を作成する。論理の流れを円や楕円
などを組み合わせたフロー図に示して説明し、
結論を強調する。一方、米国代表やイタリア代
表の作成する資料は文字ばかりだ。最近は変化
をつけるために写真や絵が添えられているが、
説明の流れは上から下に文字を読むだけである。
グラフについても単純な棒グラフや円グラフ程
度だ。多くの欧米人は、論理の流れをフロー図
で表すという方法があまり知識になく、文字に
よる表現が身についているようである。ただ、
韓国と中国の代表は日本人の描くフロー図を理
解するし、彼らも同様のフロー図を作成する。

さらに、国際標準化交渉の本論であるデータ
センターの省エネ指標の議論になると、各国代
表の背景にある知識の違いから一層理解されに
くくなる。データセンターの技術でも、各国代
表には空調に詳しい人もいればサーバーに詳し
い人もいる。あるいは、技術の専門家ではなく
いろいろな分野の国際標準にかかわってきた標
準化作業の専門家もいる。こちらは、それぞれ
が持つ知識を推測しながら、日本案の説明や説
得をすることになる。もちろん、各国の代表者

が所属する企業や団体の特性から、これら標準
が彼らにとって有利か不利かを推察できる場合
もある。そうした観点から反対された時は、議
論の背景がわかりやすく対処策も考えやすい。
ただし、それぞれの国の学校教育や社会から学
んできた知識に基づく反対については、なかな
か推察できない。この、相手が「何を知ってい
て何を知らないか」をいかに早く把握するか
が、異邦人と仕事を進めるうえで重要であると
わかってきた。

異邦人トップに話を戻すと、欧米でよく聞か
れるのは、彼らが就任と同時にMBA（経営学
修士）卒の経営コンサルタントを多く雇用して
事業推進を指示するということである。これに
は、自分と同じ知識レベルの人材で周りを固め
て、就任時のコミュニケーションを良くしよう
という意図がある。欧米のビジネススクールの
効果は、各人のこれまでの知識の上に、コミュ
ニケーションのための共通の知識をかぶせてく
れるということだったのだ。

MBA卒の経営コンサルタントのような同質
の人で周りを固めることができない場合に異邦
人トップがすべきことは、周りの人が「何を知
っていて何を知らないか」という知識の違いを
すぐに把握することである。同時に異邦人トッ
プは周りの人に対して、自分が「何を知ってい
て何を知らないか」を伝えなくてはならない。
そうでないと、自分にわかるようにものごとを
伝えてもらえない。
「あなたは何を知らないですか？」

この質問に向き合い伝えるところから、コミ
ュニケーションは始まる。

 （しいのたかお）
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外部成長と内部成長の
二兎を追う日本企業

譲原雅一 和田充弘

特集  業務統合と企業変革をITで推進する

変貌する世界と日本
世界は様変わりしつつある。世界の人口は

2010年ごろに約70億人に達し、2020年ごろに
は約80億人に達する。中国やインドなどアジ
ア地域の人口が増加し、世界人口に占める割
合が高まる。2020～30年には、中間所得者層
の購買力比較で中国とインドが米国に並び追
い越し、世界で都市化が進んでいく。

そうした中で日本は、大きな転換点を迎え
つつある。1984年に１億2000万人を突破した
日本の人口は、2010年以降は減少に転じ、
2050年を前に１億人を下回ると推測されてい
る。この結果、2000年時点では４人で１人の
高齢者を支えていたが、2010年は３人で１
人、2020年には２人で１人になる。世帯数も
2020年に頭打ちとなり、1990年に35%を超え
ていた夫婦と子どもを中心にした家族形態は
減少し続け、2020年にはおよそ25%になる。
一方、「一人暮らし」「夫婦のみ」「一人親と
子ども」の世帯は増加し、それぞれ、およそ
35%、20%、10%になると推定される。地方
の人口は減少し、東京と地方の格差は広がる。

外部成長のためのグローバル業務改革
日本企業にとって、グローバル化は持続的

成長のための選択肢の一つである。しかし海

外進出は後手に回り、挽回には海外企業への
積極的なM&A（企業合併・買収）が避けら
れない。異なる業務プロセスや異なる文化を
持つ被買収企業をいかにして統合し、競争力
を高めていくかが自社の成長を左右する。

加速度的な外部成長を期待するには、被買
収企業の事業・業務・人材を適切に統合した
グローバル企業としての自社をイメージし、
そこに向けた戦略的なアプローチを採る必要
がある。被買収企業のデータを共有する、業
務プロセスを標準化する、その両方に取り組
む──などアプローチはさまざまであるが、
自社の進むべき方向を見定め、自社や被買収
企業に関するさまざまな事情を考慮しなが
ら、適切な改革を着実に進めていく。

M&A先進企業のアンハイザー・ブッシュ・
インベブやユニリーバは、日本企業のグロー
バル業務改革の手本となるが、実際のアプロ
ーチには工夫が必要である。欧米企業の場
合、経営・本社・IT部門が業務プロセスを
定め、現場はそれに従う。一方、日本企業は
現場が状況に鑑み主体的に定める。日本企業
の強みは現場にあり、日本企業がグローバル
業務改革を進める場合は、現場の強みを損ね
ず推進できる方法を見つけ出さねばならない。

その１つは「業務の棚卸し」である。自社
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業務を、グローバルでの競争優位の源泉、
国・地域固有での競争優位の源泉、国・地域
固有の規制や商習慣対応に分類する。こうし
た検討には時間と人手を要するが、企業固有
のいわゆる「DNA」を、グローバル化によ
って薄めることなく広めるのに役立つに違い
ない。

内部成長のための顧客価値創造
日本企業の持続的成長のためのもう１つの

選択肢は、顧客価値創造、すなわち内部成長
を目指すことである。日本企業が、特に国内
市場において内部成長を続けていくには、従
来よりも顧客の声に一層耳を傾け、顧客価値
を創造していく必要がある。

その顧客の声は２つに大別される。「選ぶ
瞬間」と「使う瞬間」である。近年のIT（情
報技術）の進化と低廉化によって、より多く
の声をより正確に聞くことができるようにな
り、その声を分析するための方法論も整備さ
れつつある。これらによって、企業はマーケ
ティング・販売戦略を機動的に見直して商品
やパッケージを改善し、成長を持続できる。

米国P&G（プロクター・アンド・ギャン
ブル）やGE（ゼネラル・エレクトリック）
は近年、ITを活用した顧客価値創造に力を
入れており、日本企業が顧客価値創造を考え
る時の一つの「鑑」となろう。両社の戦略や
方針策定、ITの活用方法、変革アプローチ
などが参考になる。ただし、企業内でのリー
ダーシップの発揮の仕方、センサーやスマー
トデバイス活用のための組織能力の強化、組
織風土の醸成の方法など、日本企業に適した
方法を見つけなければ変革は推進できない。

日本には「おもてなし」の文化・風土があ
ると言われる。顧客価値創造のために、製品
自体の価値やそれを使用することで得られる

価値を、おもてなしの精神に立ち返って再考
するのが有効である。その時に思い描くべき
は、「現在・将来・日本・世界の顧客」である。

経営や現場主体のIT活用
日本企業におけるIT活用はひととおり終

わったと言われる。社内の業務効率化に限れ
ば正しいが、IT活用の余地はまだまだある。
グローバル業務改革や顧客価値創造の道具と
して活用するのである。適切にITを活用す
れば、変革は迅速に進めることができる。

しかし、今後求められる新たなIT活用は、
日本企業にとっては挑戦である。目的は外部
成長と内部成長を実現する競争優位を築くこ
とにある。グローバル業務改革では、グロー
バル展開の進度や地域特性に応じて柔軟な構
造を持つ情報システムの整備が必須となる。
顧客価値創造では、急激に進化するITに対
応し、必要なデータを収集、蓄積、分析でき
る環境を用意し、企業変革とIT活用を並行
して推進していくことが重要となる。

それには経営も現場も自らが主体となって
変革に取り組み、IT活用力を獲得し向上さ
せていかなければならない。経営のど真ん中
にITを据え、外部成長と内部成長を加速さ
せる挑戦は始まったばかりである。変容しつ
つある世界、日本、顧客に対してどのように
企業を変革し、ITを活用するかは、経営・
現場が主体的に取り組むべき課題である。

著 者

譲原雅一（ゆずりはらまさかず）
戦略IT研究室長
専門は情報、IT組織戦略

和田充弘（わだみつひろ）
システムコンサルティング事業本部事業企画室上級
研究員
専門はIT戦略、事業戦略
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Ⅰ　本研究の目的
Ⅱ　先行研究
Ⅲ　仮説設定
Ⅳ　研究方法

C O N T E N T S

Ⅴ　仮説の確認
Ⅵ　考察
Ⅶ　結論と限界

淀川高喜

1	 変化が激しい競争環境の中で、企業が、改善だけによる変革の限界や計画的変革の困難
さ、既存システムの硬直性を打破して、競争優位を獲得できるように価値連鎖の変革を
進めるには、「変革の駆動力になるもの」が必要である。

2	 ITを活用した価値連鎖の変革を実行するうえで参照すべき、国際的なITマネジメント
のフレームワーク「COBIT」の最新版であるCOBIT5が、2012年に公開された。
COBIT5は、事業価値を生むIT活用を可能とするもの（イネーブラー：Enabler）とし
て、「情報システム」と、価値観、組織、人材、プロセスといった「人間系システム」
（人間にかかわる仕組みの意味）を挙げた。これらは、事業価値を生むIT活用のための
イネーブラーであると同時に、変革のためのイネーブラーにもなりうる。

3	 本研究では、COBIT5のイネーブラーを変革のためのイネーブラーに拡張して、ITを活
用した変革による効果創出に関する次のモデルを構成する。「変革の効果は、創発的変
革と計画的変革の実行によって生み出され、効果を生む創発的変革と計画的変革のイネ
ーブラーは、人間系システムと情報システムである。事業戦略は、人間系システムの整
備と情報システムの整備を促すことによって、変革の実行に間接的に影響を与える」

4	 さらに、競争環境の違いや企業にとってITが果たす役割の違いに応じて、企業の変革
行動に対してこのモデルをどのように適用できるかを確認し、競争環境のいかんにかか
わらず、ITを競争優位につながるコア技術と考えて、情報システムだけでなく人間系
システムも整備して変革に取り組めば、効果が生み出せることを示す。

要　約

人間力とITによる変革の駆動
変革のイネーブラーとしての人間系システムと情報システム

特集  業務統合と企業変革をITで推進する
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Ⅰ 本研究の目的

これまで日本企業は、改善を絶えず繰り返
す現場の「創発的変革力が強み」である一方
で、大胆な活動をグローバルに展開する世界
の企業に比べて、事業戦略に基づく「計画的
変革の実行力が弱み」であると言われてき
た。しかし、競争環境が激変する中では、こ
のいずれの変革にも限界があるように思われ
る。既存事業の枠の中で改善を繰り返すだけ
では、競争力の抜本的な強化を速やかに実現
できないのではないか。また、将来を見通し
て戦略を策定し、それに基づいて計画的に変
革を実行すること自体が、変化する環境のも
とでは困難になってきているのではないか。

それに加えて多くの企業では、情報システ
ムが事業を行ううえでなくてはならない事業
基盤の一つになっており、蓄積された膨大な
既存システムを事業の変革に合わせて改変し
なければならないことも、変革を難しくして
いる一因である。

変化が激しい競争環境の中で、改善だけに
よる変革の限界や計画的変革の困難さ、そし
て既存システムの硬直性を打破して、競争優
位を獲得できるように価値連鎖の変革を進め
るには、企業にとって「変革の駆動力になる
もの」が必要なのではないか。これが本研究
における問題意識である。

ITを活用した価値連鎖の変革を実行する
うえで参照すべき国際的フレームワークとし
て、「COBIT5」がある。ISACA（米国情報
システムコントロール協会）が策定した
COBITは、事業価値を生み出すIT活用のた
めのITマネジメントのフレームワークである。

その最新版であるCOBIT5は、ITに軸足を

置いているものの、ITに閉じた視点でITマ
ネジメントを捉えるのではなく、企業の事業
価値創出全体のマネジメントの一環としてIT
をマネジメントすることを目的に、前の版か
ら大きく改訂され、2012年に公開された。

COBIT5の柱となる考え方は、以下のとお
りである文献1。

● IT活用の目的は、企業の利害関係者に
とっての利益を実現し、リスクを最適化
し、リソース配分を最適化して、価値を
生み出すことである

● そのために、企業としてのビジネスの目
標（事業戦略）を定め、その実現のため
のITに関連した目標（IT戦略）を定め、
さらにその実現のためのイネーブラー

（実現を可能にするもの）の目標を定める
● イネーブラーには、①原則・ポリシー・

フレームワーク、②（ITマネジメント
の）プロセス、 ③組織構造、④カルチャ
ー・倫理観・行動原理、⑤情報、⑥IT
サービス・ITインフラ・アプリケーシ
ョン、⑦人材・スキル・コンピテンシー
がある

COBIT5のこのようなイネーブラーの中
で、 ⑥ITサービス・ITインフラ・アプリケ
ーションは「情報システム」に関するものだ
が、それ以外はすべて「人間系システム」

（人間にかかわる仕組みの意味）に関するも
のである。そしてこれらは、事業価値を生む
IT活用のためのイネーブラーであると同時
に、ITを活用した変革を駆動する力となる
もの、すなわち「変革のためのイネーブラ
ー」にもなりうると考えられる。

こうしたことから本研究のテーマを次のよ
うに設定する。
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「変化が激しい競争環境のもとで企業の価値
連鎖を変革するために、COBIT5が提示して
いる『IT活用のためのイネーブラー』を、

『変革のためのイネーブラー』としてどのよ
うに利用することができるか」

COBIT5では、事業戦略を策定し、それと
整合したIT戦略を明確にして人間系システ
ムと情報システム（IT）を整備し、そのう
えで変革を計画的に実行するという基本的な
考え方が示されている。しかし、環境変化を
事前に正確に見通して戦略や計画を立てるこ
とが困難な状況にある企業も多いのではない
か。このため当初の計画を、変革の途上で、
試行錯誤によって柔軟に変更する計画的かつ
創発的変革に対応できるように、COBIT5に
おける「事業戦略」「イネーブラー」「変革」
の関係を見直す必要がある。

また、COBIT5が提示している人間系シス
テムと情報システム（IT）を、変革のため
のイネーブラーにふさわしい内容に拡張する
必要もある。このためには、人間系システム
を構成する組織、人材、カルチャー、変革プ
ロセス等とIT活用に関する先行研究の成果
を活用するべきである。

さらに、人間系システムと情報システム
（IT）が、計画的変革や創発的変革の実行に
対してどのように影響するかという過程を明
らかにして、変革のイネーブラーとしての活
用方法を示す必要がある。

本研究の目的は、変革に関する先行研究か
ら、「COBIT5のイネーブラーを変革のため
のイネーブラーに拡張し、ITを活用した変
革による効果創出のためのモデルを構成でき
る」ことを示し、このモデルによって、企業
の実際の変革行動が事業の特性に応じてどの

ように説明できるかを確認することである。

Ⅱ 先行研究

1	 変革の枠組みに関する先行研究
（1）	 変革の定義

大月は、変革という組織の行動を環境への
適応と関係づけて、次のように定義してい
る文献2。
「組織は成功体験を組織内に埋め込むため、
行動をルーティン化し、慣性力を形成する。
環境が変化すると、それまでの成功体験が通
用しなくなるが、いったん構築したルーティ
ンや勢いがついた慣性力の方向転換は容易に
できない。組織の慣性力の修正を含む環境適
応のことを変革という。変革は、特定化した
環境を前提に変革を行う計画的変革と、変化
する環境の中で変革を行う創発的変革に分け
られる」

（2）	 価値連鎖（バリューチェーン）の変革

Porter文献3は、価値連鎖（バリューチェー
ン）を次のように定義している。「価値連鎖
とは、製品やサービスを顧客に提供するため
の企業活動において、調達・開発・製造・販
売・サービスといった業務プロセスが、一連
の流れの中で順次、価値とコストを付加・蓄
積していき、この連鎖的活動によって顧客に
向けた最終的な『価値』が生み出されること
である」

企業が事業価値を創出するには、価値連鎖
を、競争優位が生まれるようにつくり直す必
要がある。本研究では、価値連鎖の変革を変
革の対象別と種類別に次のように分類する。

● 変革の対象
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価値連鎖の変革には、価値連鎖のアウトプ
ットである「製品・サービスの変革」、価値
連鎖を構成する「業務プロセスの変革」、価
値連鎖の構造そのものである「ビジネスモデ
ルの変革」がある。

● 変革の種類
上述の製品・サービス、業務プロセス、ビ

ジネスモデルのいずれについても、「改善」
「再設計」「創造」の３種類の変革がある。

① 「改善」：
 既存の機能や実現方法を基本的には変え

ずに、環境変化への適応を漸進的に行う
変革

② 「再設計」：
 既存の機能や実現方法を抜本的に見直

し、断続的に再設計を行う変革
③ 「創造」：
 これまでにない新たな機能を、新たな方

法で実現する変革

（3）	 変革の効果の指標

多くの先行研究において、変革による事業
価値の創出の総合的な指標として、Kaplan
＆Norton 文献4 が 提 唱 し た BSC（Balanced 
Scorecard）が用いられている。BSCは、「社
員の学習と成長」の視点での成果が「業務」
の視点での成果を引き出し、「業務」の視点
が「顧客」、「顧客」の視点が「財務」へと、
それぞれ４つの視点の成果が順序を持って関
係していくことを想定している。

本研究でも、BSCの４つの視点をもとに変
革の効果創出を考える。４つの視点のうち、

「社員の学習と成長」は、組織や人材といっ
た人間系システムの整備の実現目標となる指
標であり、「業務」は、価値連鎖の変革の実

現目標となる指標である。そして、人間系シ
ステムの整備が価値連鎖の変革を可能にし、
価値連鎖の変革が、結果的に「顧客」と「財
務」の指標の向上につながる。したがって、
本研究では変革の最終的な成果である「顧
客」の指標と「財務」の指標で、変革の効果
を捉える。

（4）	 変革の方法に関する２つの理論

BeerとNohriaは、変革に関する論文集の
巻頭で、変革の目的、リーダーシップ、方法
などについての研究者と実務家の間での論議
を、中立の立場から「Ｅ理論」および「Ｏ理
論」の２つに大別して整理している文献5。

Ｅ理論は、「Economic Value（経済的価
値）」を最重視する変革論であり、株主価値
の最大化を目的に、CEO（最高経営責任者）
のトップダウンによるリーダーシップのもと、
Structure（組織構造）とSystem（組織運営
システム）の設計に焦点を置いて、計画的変
革を実行する。

一方Ｏ理論は、「Organizational Capability
（組織能力）」を最重視する変革論であり、組
織能力の開発を目的として、経営トップのチ
ームと従業員の参画によって、Culture（組
織文化）の醸成に焦点を置いて創発的変革を
実行する。

それぞれの理論には利点も欠点もある。計
画的変革は、断続的な再設計や創造のための
方法であり、創発的変革は、継続的な改善を
進めるための方法である。したがって、両方
の良いところを組み合わせて、Ｅ理論による
計画的変革とＯ理論による創発的変革を同時
並行的に実行するのが良いというのがBeer
らの結論である。



10 知的資産創造／2014年6月号

当レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法および国際条約により保護されています。
CopyrightⒸ2014 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. No reproduction or republication without written permission.

（5）	 変革の７つのマネジメント要素

Beerは、変革を進めるうえで焦点となる
要素として、前述のように、Ｅ理論では
Structure（組織構造）とSystem（組織運営
システム）を、Ｏ理論ではCulture（組織文
化）を挙げている。これらの要素は、Peters
が優良企業を成功に導くマネジメントに挙げ
た７つの要素（7S）に由来している。

Petersは、企業が成功するには、共有され
た価値観（Shared Value）を中心に据えて、
戦略（Strategy）、組織構造（Structure）、
システム（System）、スキル（Skill）、スタ
ッフ（Staff）、スタイル（Style）という組織
の７つの要素を調和させてマネジする必要が
あるとした文献6。

Petersは、優良企業であるための要素は、
米 国 企 業 が 従 来 重 視 し て き たStrategy、
Structure、Systemというハードの3Sに加え
て、Staff、Skill、Styleというソフトの3Sと、
価値観という人的な側面のマネジメントであ
ると主張している。そして、優良企業が持つ
特質として、「分析よりも行動の重視」「自主
性と企業家精神の尊重」「人を通じた生産性
の向上」「価値観に基づく実践などの人間重
視の経営」を挙げた。Peters自身はＥ理論や
Ｏ理論という用語は用いていないが、従来Ｅ
理論に偏りがちだった米国企業のマネジメン
トに対して、Ｏ理論の重要性を強調したもの
と解釈できる。

Beerは、この7Sが変革の実行においても
重要なマネジメントの要素であると考え、Ｅ
理論によるトップダウンの計画的変革ではハ
ードの3Sが、Ｏ理論による従業員参画型の
創発的変革ではソフトの3Sと価値観（これ
らを合わせてCultureと表現している）が、

それぞれ特に焦点となるとしている。そし
て、計画的変革と創発的変革を同時に実行す
るには、ハードとソフト両面の施策を駆使し
て組織を設計し、組織文化を変革することが
必要になる。

（6）	 成功する変革のための「８ステップ」

では、計画的かつ創発的変革はどのように
実行すればよいだろうか。その一つの答え
は、Kotterの成功する変革のための８ステッ
プに求めることができる文献7。

８ステップは以下のとおりである。
①危機意識を高める
②変革推進チームを築く
③ビジョンと戦略を生み出す
④ビジョンを周知徹底する
⑤従業員の自発を促す
⑥短期的成果を実現する
⑦さらなる変革を推進する（多数の変革の

同時進行）
⑧組織文化に定着させる
Kotterは、企業全体にわたるような大がか

りな変革を成功させるには、この８つのステ
ップを着実に踏んでいく必要があるとしてい
る。目指すべきビジョンと実現に向けた戦略
を初めに明確に示し、それを組織内で共有し
たうえで、変革プログラムを実行していくと
いうステップは、基本的には計画的変革の立
場に立つものである。

しかし同時に、経営者による変革推進チー
ムの編成、ビジョンの共有、従業員の巻き込
みと自発性の尊重など、Ｏ理論による創発的
変革の要素も随所に取り入れており、変革実
行の最終段階を組織文化への定着とする点で
も、Ｏ理論の利点を重視している。一方、危



11人間力とITによる変革の駆動

当レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法および国際条約により保護されています。
CopyrightⒸ2014 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. No reproduction or republication without written permission.

機意識を高め、短期的成果の実現を重視し
て、変革が腰折れしないようにする点では、
Ｅ理論の利点も取り入れている。

このように、Kotterの８ステップは、計画
的かつ創発的変革の具体的な実行手順を示し
たものと言える。

2	 変革のイネーブラー（変革を
	 可能にするもの）の抽出
（1）	「Petersの７S」と「COBIT5の	
	 イネーブラー」の対応関係

計画的かつ創発的な変革を成功させるに
は、８つのステップからなる変革の実行手順

（プロセス）を踏むことと、７つのマネジメ
ント（7S）の要素を組み合わせて実施する
必要がある。このような変革を成功させる要
素を、「イネーブラー（Enabler）」と呼ぶ。

PetersやKotterはイネーブラーという用語
を用いていない。イネーブラーという概念を
明確に打ち出しているフレームワークとして
は、前述のCOBIT5が挙げられる。COBIT5
は、ITを活用した変革による事業価値創出
のためのマネジメントを意識して策定されて
いるため、Petersの7SとCOBIT5のイネーブ
ラーはほぼ対応させることができる（表１）。
具体的には、

● 7Sの「共有された価値観」を表現する
方法の一つが、COBIT5の「原則・ポリ
シー・フレームワーク」である

● 「スタイル」には、「カルチャー・倫理
観・行動原理」が相当する。これを本研
究では「組織文化」と呼び、上述の「共
有された価値観」とひとくくりにして

「価値観」のイネーブラーとして扱う
● 「組織構造」は両者で共通する

● 「システム」には、「情報」「ITサービ
ス・ITインフラ・アプリケーション」「プ
ロセス」が相当する。本研究ではこの

「システム」を、「組織運営システム」
「情報」「IT（のシステム）」「（変革を実
行する）プロセス」の４つのイネーブラ
ーに分けて考える。そして、「組織構
造」「組織運営システム」「情報」をひと
くくりにして「組織」のイネーブラーと
する。また、「プロセス」と「IT」はそ
れぞれ独立したイネーブラーとして扱う

● 「スタッフ」と「スキル」には、「人材・
スキル・コンピテンシー」が相当する。
本研究では、これを「（変革を推進す
る）人材」のイネーブラーとする

● 「戦略」は、変革のイネーブラーではな
く、変革の達成目標として変革と整合す
べきものである

（2）	 変革のマネジメントのフレームワーク	
	 は未整備

このようにCOBIT5は、ITを活用した変革
を可能にするイネーブラーの概念を示してい

表1　変革のイネーブラーの対応関係

Petersの7S COBIT5のイネーブラー 変革のイネーブラー
（本研究における）

共有された価値観
（Shared Value）

原則・ポリシー・フレー
ムワーク

価値観（価値観と組織
文化）

スタイル（Style） カルチャー・倫理観・
行動原理

組織構造（Structure） 組織構造 組織（組織構造と組織
運営システム・情報）システム（System） 情報

プロセス プロセス（変革を実行
する）

ITサービス・ITインフラ・
アプリケーション

IT

スタッフ（Staff）
スキル（Skill）

人材・スキル・コンピ
テンシー

人材（変革を推進する）

戦略（Strategy） ─ （変革と整合化）

注）COBIT5：ISACA（米国情報システムコントロール協会）が策定した事業価値を生
み出すIT活用のための、ITマネジメントフレームワーク
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る点で有用であるが、変革のマネジメントの
フレームワークとして用いるには、現時点で
は不十分な点がある。

COBIT5では、IT運営の全体マネジメント
プロセスである「APO（整合化・計画・組
織化）」、ITのプログラム・プロジェクトマ
ネジメント・プロセスである「BAI（構築・
調達・導入）」、ITサービスの提供プロセス
である「DSS（デリバリー・サービス・サポ
ート）」といった、ITのマネジメントに関す
る標準的プロセスを定義している。

そして、COBIT5が規定するプログラム・
プロジェクトマネジメントは、ITに関する
ものではあるが、変革のプログラムやプロジ
ェクトにも拡張して適用できる可能性があ
る。しかし現時点では、これらは変革のマネ
ジメントのプロセスにはなっていない。

COBIT5では、BAIの中にITプロジェクト
のマネジメントの一部分として「組織の変革
実現性の管理」が定義され、Kotterの８ステ
ップをサブプロセスとして取り込んだ形にな
っている。しかし、本来は、変革を実行する
プログラムの一部分として、それに必要な情
報システムの構築・調達・導入が行われると
考えるほうが自然であり、COBIT5のBAIプ
ロセスとサブプロセスとしての８ステップの
関係は、あくまでITを提供する立場から見
たものにとどまっている。

また、COBIT5では、「プロセス」と「情
報」は詳細に定義されているが、それ以外の
イネーブラーについての具体的な記述はない。
COBIT5も含めて、変革のマネジメントプロ
セスや変革のイネーブラーを明確に定義して
いるフレームワークは、まだ整備されていな
いと言えよう。

3	 変革のイネーブラーの具体化
変革のイネーブラーとして「価値観」「組

織」「人材」「プロセス」「IT」があるという
整理をしたが、関連する先行研究によってそ
れぞれの内容を補完する。

（1）	 価値観

Petersのように「価値観」や「組織文化」
をマネジメントの対象とする考え方だけが、
これまでの研究の主流ではない。解釈主義的
組織文化論では、「組織文化は成員の認識と
独立に存在する客観的な実在物ではなく、成
員間の相互作用を通じて社会的に構成された
間主観的な意味世界である。したがって、組
織文化はマネジできない」文献8と主張する。

しかし、解釈主義的組織文化論に立ちなが
らも、「経営者が、言語やシンボリズム、儀
礼・儀式といったシンボルを操作して成員の
意味解釈過程や意味構成過程に影響を与え、
価値観や信念、パラダイムといった意味の体
系が成員に共有されるようにする」ことは可
能という考え方もある文献9。本研究では、「組
織文化」について解釈主義的な立場に共感す
るものの、それでも経営者は組織成員の意味
体系の構成過程に働きかけて、「組織文化」
を成員とともに変えることができると考え
る。その際に用いられるシンボルの一形態
が、「原則」や「ビジョン」といった明示さ
れた言語による表現である。それに加えて、
経営者の言動や環境づくりも、「組織文化」
を変えるためのシンボルとして機能する。

（2）	 組織

変革のイネーブラーとして組織が持つべき
特性を示したものに「組織IQ」がある。組
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織IQは、ベンチャー企業の企業価値評価を
目的としてMendelson & Ziegler文献10によっ
て考案され、その後、ベンチャー企業のみな
らず、事業変化の速い産業を中心にさまざま
な企業で、組織IQと企業業績との間に正の
相関があることが実証された。
「外部の情報を認識し、内部で知識を発信し
合い、効率的な意思決定ができるようにし、
組織の焦点を明確にし、継続的革新を促す」
という組織IQに示された５つの組織原則は、
環境変化に対して素早く的確に価値連鎖を適
応させ続けるための組織の共通の能力と考え
られる。企業は、「組織構造」や「組織運営
システム」を適切に設計して、組織IQに示
されている組織の変革実行能力を、価値連鎖
の変革に向けて向上させる必要がある。

（3）	 人材

本研究で取り上げる変革に必要な人材と
は、「ITを活用して変革を実行できる能力や
スキルを持つ者」と、一般的に規定できる。
COBIT5は英国のIT人材スキル標準を参照モ
デルに挙げているが、本研究では、IPA（情
報処理推進機構）文献11のUISS（情報システ
ムユーザースキル標準）をもとに、ITを活
用した変革に必要な人材を定義する。

UISSは、ITユーザー企業にとって必要な
IT人材を次のように分類している。なお、
UISSの人材定義では、情報システムのこと
を「IS」と表現している。

● ビジネスストラテジスト、ISストラテジ
スト

● プログラムマネージャー、プロジェクト
マネージャー、ISアナリスト

● アプリケーションデザイナー、システム

デザイナー、ISオペレーション
● ISアドミニストレーター
● ISアーキテクト
本研究ではこのうち、ビジネスストラテジ

ストとISストラテジストを「ストラテジス
ト」としてくくる。これは、事業戦略発の
IT戦略とIT発の事業戦略は相互補完的であ
るためで、この２つの人材の境界をあえて明
確に分けずに、業際的な戦略立案人材を想定
すべきと考えるからである。

プログラムマネージャーは、ITを活用し
た業務変革を牽引する人材として「ビジネス
リーダー」と呼ぶ。プロジェクトマネージャ
ーは、情報システムの構築プロジェクトを牽
引する人材として、同じく「プロジェクトマ
ネージャー」と呼ぶ。情報システムは、何ら
かの変革プログラムの一部分として構築され
るケースが多く、変革全体をリードするビジ
ネスリーダーと情報システムの構築に責任を
持つプロジェクトマネージャーの連携が不可
欠である。なお、変革を牽引するのはマネー
ジャーではなく、変革の方向を示し参加者を
それに向けて鼓舞するリーダーでなければな
らないと考え、あえてビジネスリーダーと呼
ぶ。

ISアナリストは、ITを活用した業務変革
を企画・立案する人材として「アナリスト」
と呼ぶ。ISアーキテクトは、自社のITにと
って最適なアーキテクチャーを選別し設計で
きる人材として「アーキテクト」と呼ぶ。

以上の人材を、ITを活用した変革の企画・
計画・推進にかかわるIT上流人材と考える。

（4）	 プロセス

計画的変革における実行プロセスの一例が
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Kotterの８ステップである。創発的変革にお
いても、問題定義、測定、分析、改善、コン
トロールからなるシックスシグマ文献12の
DMAICサイクルのようなプロセスが重視さ
れる。

COBIT5では、IT運営の全体マネジメント
プロセスであるAPO、変革プログラムとそ
れに対応したITプロジェクトのマネジメン
トプロセスであるBAIといった、ITのマネジ
メントの標準的プロセスを定義している。こ
れらを変革のためのマネジメントプロセスに
拡張して活用することができる。

（5）	 IT（情報システム）

①事業戦略とITの整合性
ITについては、事業戦略に基づいてそれを支

援するIT活用方針を策定するという、「戦略主導
型」のIT戦略が唱えられてきた。このIT戦略
の 代 表 は、HendersonとVenkatraman文献13

が唱えた「ビジネスとITの整合化モデル」
である。

このモデルでは、事業戦略、IT戦略、組
織インフラ、情報システムインフラの４つの
領域を、適合させ統合してマネジメントする
ことが重要であるとする。これは事業戦略が
主導し、組織の変革とIT活用はそれに従う
という考え方である。IT戦略は、その後い
くつかの批判を経て発展してきた。

②ITの戦略性否定論
批判の一つは、ITにはもはや競争優位を

生むような戦略性はない、というCarr文献14

の主張である。これは、「ITはすでに誰もが
利用できるインフラとなり、生産要素の一種
でしかなくなっている」という考え方であ

る。したがって、企業は、新たなITを積極
的に導入しても競争優位にはつながらないの
で、コスト効率化（Efficient）につながる範
囲内で必要最低限の投資をして、単純で標準
的なITのみを持てばよいと主張した。

③ITの戦略性重視論
一方、これと反対の立場から、ITをもっ

と重視すべきであるという戦略主導型のIT
戦略への批判もある。これは、「ITは事業戦
略の実現をオペレーショナルに支援するだけ
でなく、ビジネスそのものの形成と一体化し
ている。ITを駆動力にして、環境変化に対
応できる競争優位を築くべきである」という
考え方である文献15。

環境変化に対応できる競争優位にITが役
立つ一つの方法は、ITを使って創発的変革
のための試行錯誤を高速化、低コスト化、多
頻度化して、時間がかかりすぎるという創発
的変革の弱点を補強することである文献16。
ITが企業の能力を向上させ（Competent）、
創発的変革を加速するのである。

また、ITによって環境変化への企業の対
応をより柔軟にする（Flexible）こともあ
る。これは、業務機能や情報システムをモジ
ュールに分割し、互いに独立した自律的なモ
ジュールの組み合わせで全体を構成すること
によって実現される。こうしたモジュール化
によって、将来のデザインの追加や変更に対
する適応をしやすくする文献17。

このように、ITは変革を加速するイネー
ブラーであると考えられる文献18。ITは、製
品・サービスを構成する一要素としてその中
に組み込まれている。企業の中の大半の業務
プロセスは情報システムによって実行され
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る。企業の内外の組織間の価値連鎖は、IT
ネットワークによって連結されており、ビジ
ネスモデルを構成するうえでITは欠かせな
い土台となっている。

ただし、ITは財務的効果を直接的に生む
ものではないという主張もある。Brynjolfsson
他文献19は、IT投資だけで経済的リターン（財
務的効果）が得られるわけではないが、ITの
効果を引き出す能力や取り組みなど無形の資
産（人間系システムに相当）へ投資すること
により、企業価値が高められることを示した。

④ITが果たす役割は企業により異なる
このように、ITの戦略性についてさまざ

まな主張がなされている。しかし、事業戦略
や変革にITがどのように影響を与えるかは、
企業ごとに異なるはずである。

McFarlan文献20は、ITによって企業は競争
上どれだけ差がつけられるかという軸と、仕
事や業務がどの程度ITに依存するかという
軸から、企業にとってITが果たす役割を４
つに分類した。この考え方をもとにして、本
研究では、「ITが競争優位につながるコア技
術であるか」「ITが基幹設備の一つである
か」という問いかけによって、企業を４タイ
プに分けて考える。

1ITがコア技術かつ基幹設備である企業
では、ITは「戦略的」な役割を果たす

2ITがコア技術かつ非基幹設備である企
業では、ITは事業や業務の「変革手段」
として用いられる

3ITが非コア技術かつ基幹設備である企
業では、ITはアウトプットをつくり出
す「工場」の役割を持つ

4ITが非コア技術かつ非基幹設備である

企業では、ITは管理や業務遂行を「支
援」する道具である

1の「戦略的」や、2「変革手段」の企業
には、「IT戦略〜変革〜事業戦略」の「IT駆
動型」が適合するが、3の「工場」の企業に
とっては、「事業戦略〜変革〜IT戦略」の

「戦略主導型」がなじみやすいだろう。そし
て、4の「支援」の企業においてITは、事
業戦略や変革にとって重要ではないと考えら
れる。

（6）	 事業戦略

①戦略に関する２つの考え方
「戦略」は、「組織のミッションおよび目標
に沿って成果を達成するためのトップマネジ
メントによるプラン」文献21の意味で用いら
れる。この定義で事業戦略は、経営者が策定
し、社員を成員とする組織が実行する方針、
あるいは計画であることが前提になってい
る。経営者が策定した事業戦略を実現できる
ように、組織や人材を計画的に整え、組織が
価値連鎖を計画的に変革する。

一方、事業戦略は組織によって創発的に生
み出されるという主張もある。「事業戦略の
形成は単に戦略策定者に意図されたものでは
なく、行為の中から創発的に生み出されてく
る側面もあり、その観点から事業戦略は『一
連の行為のパターン』である」文献22という
考え方である。組織や人材が創発的・継続的
に行う変革の中から、パターンとして戦略が
生成される。

②持続可能な競争優位を前提とした計画的
事業戦略

計画的事業戦略の代表は、Porterの「ポジ
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ショニング」の考え方文献23である。これは、
外的状況である市場構造や業界構造に基づい
て事業戦略を決める方法である。そのため
に、新規参入者の脅威、売り手の交渉力、買
い手の交渉力、代替品の脅威、競争業者間の
敵対関係という５つの競争要因を評価する。
そして、業界における競争の構造に基づい
て、持続可能な競争優位を獲得できるよう
に、「コストリーダーシップ」「差別化」「集
中」のポジショニングのいずれかを選択す
る。

● コストリーダーシップ：
 自社の属する業界で、同業者よりも低コ

ストの地位を占めようとするものであ
る。この戦略は、経験の累積、大規模な
生産設備への投資、規模の経済性の追
求、総体的なオペレーティングコストの
低減などによって実現される。

● 差別化：
 ユニークな製品やサービスを開発し、ブ

ランド・顧客ロイヤルティを獲得しよう
とするものである。企業は、他社よりも
品質やパフォーマンスが高いか、あるい
は著しくユニークな特徴を持っているこ
とによって、価格の高さを正当化するこ
とができる。

● 集中：
 狭く絞られた市場セグメントを扱おうと

するものである。企業は、特定の顧客グ
ループ、製品ライン、あるいは特定の地
域市場に集中できる。

③自社の資源に基づく創発的事業戦略
一方、創発的事業戦略の代表はBarneyの

資源ベースの考え方文献24である。これは、

自社の強みとする内的資源に基づいて、効果
的な事業戦略を決める方法である。企業の資
源には、物理的なもの、人的なもの、組織的
なものが含まれ、企業文化によってこれらを
一つにまとめ上げることで、自社の強みを活
かした事業戦略が形成される。それに当た
り、自社資源が競争優位になるかどうかを、

「Value：経済的価値があるか」「Rarity：希
少性があるか」「Inimitability：まねしにくい
か」「Organization：組織が整っているか」
──という４点から評価する。これを４つの
頭文字をとって「VRIO」と呼ぶ。

④持続的競争優位への批判
計画的事業戦略に対して、D'Aveniは、「ハ

イパーコンペティション」という概念を唱え
て批判している文献25。「競争環境が急速に変
化する状況においては、もはや持続可能な競
争優位などありえず、一時的な競争優位の繰
り返しによって事業戦略を継続的に見直して
いく能力が必要である」という主張である。
これは、変化する環境には、創発的事業戦略
と変革でしか適応できないとするものであ
る。

⑤事業環境による「計画」と「創発」の使
い分け

「計画」と「創発」の対立は、事業環境が持
続可能な競争優位を許すものか否かという認
識の違いによるものである。しかし、この状
況は企業によって異なるはずである。本研究
では、企業が行う事業のライフサイクルの違
いが、事業戦略の見直しや変革に影響を与え
ると考える。

企業の提供する製品・サービスには、「導



17人間力とITによる変革の駆動

当レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法および国際条約により保護されています。
CopyrightⒸ2014 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. No reproduction or republication without written permission.

入」「成長」「成熟」「衰退」からなるライフ
サイクルが見られる文献26。このライフサイ
クルは、単体の製品・サービスだけでなく、
製品・サービスの集合体である事業でも同様
に考えられる。ただし、事業と単体の製品・
サービスとの違いを反映させて本研究では、
事業のライフサイクルには以下のような変更
を加える。

● 「導入」を「起業」に置き換える
● 「成熟」を３つの段階に分解する。
　「成熟」を迎えた事業は、Porterの３つ

のポジショニングのいずれを選択するか
によって進む段階が異なる。①業界の中
で企業がそれぞれの分野に「集中」して
共存し「成熟」段階を維持する場合、
②「コストリーダーシップ」を獲得する
ために社内外の事業機能を「統合」する
場合、③自社の得意分野に特化し、「差
別化」を実現して「分化」していく場合
──である

● 「衰退」は、そこからの再生に向けた
「模索」の段階と考える

以上のように、事業を「起業」してから
「成長」を遂げ「成熟」を迎えていくつかの
選択を迫られ、存続の危機を「模索」によっ
て耐え忍んで「再生」に至るという、循環構
造のライフサイクルを想定する。

こうしたライフサイクルの中で、「成熟」
や「模索」段階の企業は、業種内の競争環境
が比較的安定していて、いったん策定した計
画的事業戦略を維持していくことができる
が、「起業」「成長」「統合」「分化」の段階の
企業は、激しい環境変化に適応するために、
計画的事業戦略の見直しに伴う断続的な変革

や、創発的変革を反映した計画的事業戦略の
変更も必要になると考えられる。

⑥事業戦略を見直す視点
事業戦略を立てるに当たっては、企業の外

的状況の評価と内的状況の評価をもとに戦略
の選択肢を決定するのが一般的である文献27。
外的状況には顧客と競争の分析があり、内的
状況には自社の強み弱みの分析がある。こう
して決定した戦略を実行する方針として、企
業はマーケティングミックスを決定する文献26。

本研究では、ⓐ市場と顧客（Customer）、 
ⓑ業界と競合（Competitor）、ⓒ自社の強み

（Company）、 ⓓマーケティングミックス──
を、企業に変革を迫る事業戦略の見直しの４
つの軸と考える。

Ⅲ 仮説設定

変化が激しい環境のもとで価値連鎖を変え
るには、計画的かつ創発的変革を進め、実行
途上で計画の見直しが繰り返されることを想
定するべきである。また今日では、事業の変
革と同時に情報システムを改変しなければな
らない企業が多くなっている。

こうした変革を実行するためにも先行研究
が役立つ。

● 価値連鎖を変革することによって、財務
的効果や顧客の評価で表現される変革の
効果が生み出される

● 変革の方法には、計画的変革と創発的変
革がある。創発的変革は価値連鎖の継続
的な改善のための方法であり、計画的変
革は価値連鎖の再設計や創造のための方
法である
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● それぞれは相互補完的であり、変化の激
しい環境下では計画的かつ創発的な変革
が求められる

● Kotterの変革の８ステップは、計画的か
つ創発的変革を成功させる実行手順の一
つである

● Petersのマネジメントの７つの要素（7S）
は、計画的かつ創発的変革のためのイネ
ーブラーでもある

● COBIT5は、価値を生むIT活用のための
イネーブラーを提示している

● Petersの7SとCOBIT5のイネーブラーを
相互に対応させて、ITを活用した価値
連鎖の変革のためのイネーブラーを抽出
することができる

● 価値連鎖の変革を可能にするイネーブラ
ーは、人間系システムと情報システム

（IT）である。人間系システムは、価値
観、組織、人材、（変革実行の）プロセ
スから構成される。事業戦略はイネーブ
ラーではなく、変革によって実現すべき
目標を示すものである

先行研究をもとに、ITを活用した変革に
よる効果創出のモデルに関して仮定を設ける。

● 仮定１：
 価値連鎖の計画的変革と創発的変革を実

行することによって、顧客評価の向上や
財務的効果で表現される変革の効果が生
み出される

● 仮定２：
 人間系システム（価値観、組織、人材、

プロセス）と情報システム（IT）は、
価値連鎖の変革による効果創出を可能に
するイネーブラーである

● 仮定３：
 情報システム（IT）は、人間系システ

ムの整備に役立つことによって、変革の
実行に間接的につながる

● 仮定４：
 事業戦略は、人間系システムの整備と情

報システム（IT）の整備を促すことによ
って、変革の実行に間接的に影響を与え
る

以上の仮定をまとめると、ITを活用した
変革による価値創出のモデルができ上がる。
「変革の効果は、創発的変革と計画的変革の
実行によって生み出され、効果を生む創発的
変革と計画的変革のイネーブラーは、人間系
システムと情報システムである。事業戦略
は、人間系システムの整備と情報システムの
整備を促すことによって、変革の実行に間接
的に影響を与える」

そして、ITを活用した変革による効果創
出のモデルを構成する各要素の関係には、事
業のライフサイクルとITの役割によって違い
があると考えて、さらに以下の仮定を設ける。

● 仮定５：
 企業における事業戦略の見直し、価値連

鎖の変革、人間系システムの整備、情報
システム（IT）の整備と、結果として
の効果の創出度合いは、自社の事業のラ
イフサイクルによって異なる

● 仮定６：
 企業における事業戦略の見直し、価値連

鎖の変革、人間系システムの整備、情報
システム（IT）の整備と、結果として
の効果の創出度合いは、ITの役割に対
する認識の違いによって異なる
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これらの仮定をもとにした、企業の事業特
性に応じた人間系システムと情報システムに
よる変革の駆動に関する仮説は次のとおりで
ある。

● 仮説：
 競争環境の変化が激しい「起業」「成

長」「統合」「分化」の段階においても、
持続可能な競争環境にある「成熟」「模
索」の段階においても、ITを競争優位
につながるコア技術と考える企業は、そ
うでない企業と比べて、人間系システム
と情報システムの整備を進め、それらを
イネーブラーとして価値連鎖の変革によ
る効果を創出している

Ⅳ 研究方法

1	「実態調査」の方法
野村総合研究所（NRI）は2013年12月、日

本企業の変革とIT活用に関する「ユーザー
企業のIT活用実態調査」（以下、「実態調
査」）を実施した。日本の売上高上位企業約
3000社の情報システム担当役員や情報システ
ム部門長に調査票を郵送し、そのうち599社
から回答を得た（回答率約20％）。回答企業
は、ほぼ全業種をカバーしており、日本の大
手企業を代表するサンプルと考えることがで
きる。

仮説を検討するために、「実態調査」では、
企業が行っている主要な事業について事業戦
略の見直し、変革の実行、人間系システムの
整備、変革のためのIT活用（情報システム
の整備の意）、変革の効果創出に関して、そ
れぞれ複数の質問項目を用意した。そして、
各質問項目の実施度合いや創出度合いについ

て、「肯定」５点、「ある程度肯定」４点、
「どちらともいえない」３点、「どちらかとい
えば否定」２点、「否定」１点──という５
段階の選択肢を設けた。それらの質問項目を
集約して、分析のための変数を作成した。

2	 分析する変数の定義
（1）		事業戦略見直し度合い

「実態調査」では、①市場と顧客（Customer）、 
②業界と競合（Competitor）、 ③自社の強み

（Company）、 ④マーケティングミックス──
という、４つの事業戦略について、各々見直
しの実施度合いを聞いた。そして、この４つ
の平均値を取って、「事業戦略見直し度合
い」という変数とした。

（2）		変革の実行度合い

価値連鎖の変革には、「製品・サービスの
変革」「業務プロセスの変革」「ビジネスモデ
ルの変革」の３つの対象がある。また、これ
ら３つの対象のいずれについても、「改善」

「再設計」「創造」の３種類の変革がある。
「実態調査」では、変革の３つの対象と３つ
の種類を組み合わせて、９つの変革の実行度
合いを聞いた。それらの実行度合いの値を見
ると、３つの「改善」（相関係数0.47以上）、
３つの「再設計」（相関係数0.56以上）、３つ
の「創造」（相関係数0.62以上）は、それぞ
れ実行度合いの相関が高い。また、「再設
計」と「創造」も相関が高い（相関係数0.43
以上）。そこで、３つの「再設計」と３つの

「創造」の実行度合いを合わせ、平均値を取
って「計画的変革実行度合い」とし、また、
３つの「改善」の平均値を取って「創発的変
革実行度合い」という変数とした。
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（3）		人間系システム整備度合い

「実態調査」では、「価値観」「組織」「人材」
「プロセス」に関するマネジメントの実施度
合いを聞いた。そして、その４つの平均値を
取って、「人間系システム整備度合い」とい
う変数とした。

（4）		変革のためのIT活用度合い

「実態調査」では、変革のためのIT活用に
ついて以下の３つを聞いた。そしてその３つ
の平均値を取って「変革のためのIT活用度
合い」という変数とした。

①製品・サービスの変革へのIT活用
②業務プロセスの変革へのIT活用
③ビジネスモデルの変革へのIT活用

（5）		変革の効果創出度合い

「実態調査」では、変革の効果についてBSC
の結果指標である「顧客の評価」と「財務的
効果」を挙げ、それぞれ効果創出度合いを聞
いた。この２つを、効果を見るための変数と
した。

3	 仮定の確認
（1）	 ITを活用した変革による効果創出	
	 モデルの確認

財務的効果と顧客の評価を従属変数とし、
事業戦略見直し度合い、創発的変革実行度合
い、計画的変革実行度合い、人間系システム
整備度合い、変革のためのIT活用度合いを
独立変数として、ステップワイズ法で回帰分
析を行った。

● 財務的効果＝
創発的変革実行度合い×0.549＋
計画的変革実行度合い×0.265＋

変革のためのIT活用度合い×0.128＋
人間系システム整備度合い×0.111＋
0.226

（R2＝0.391）
● 顧客の評価＝

創発的変革実行度合い×0.426＋
計画的変革実行度合い×0.265＋
変革のためのIT活用度合い×0.248＋
人間系システム整備度合い×0.103＋
0.130

（R2＝0.439）
財務的効果、顧客の評価のいずれについて

も、創発的変革実行度合いが大きく影響し、
計画的変革実行度合いも影響する。加えて、
人間系システム整備度合いや変革のためのIT
活用度合いも影響がある。事業戦略見直し度
合いは、いずれの効果にも直接影響を与えな
い。これによって、「仮定１」は支持された。

次に、創発的変革実行度合いと計画的変革
実行度合いを従属変数とし、人間系システム
整備度合い、変革のためのIT活用度合い、
事業戦略見直し度合いを独立変数として、ス
テップワイズ法で回帰分析を行った。

● 創発的変革実行度合い＝
人間系システム整備度合い×0.225＋
変革のためのIT活用度合い×0.155＋
事業戦略見直し度合い×0.171＋1.561

（R2＝0.233）
● 計画的変革実行度合い＝

人間系システム整備度合い×0.300＋
変革のためのIT活用度合い×0.277＋
事業戦略見直し度合い×0.097＋0.450

（R2＝0.288）
創発的変革実行度合いにも計画的変革実行

度合いにも、人間系システムの整備が影響す
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る。変革のためのIT活用度合いも影響があ
るが、創発的変革に対してはやや影響が小さ
い。事業戦略の見直しも変革の実行にある程
度影響がある。これによって、「仮定２」は
支持された。

さらに、人間系システム整備度合いを従属
変数として、変革のためのIT活用度合い、
事業戦略見直し度合いを独立変数として、ス
テップワイズ法で回帰分析を行った。

● 人間系システム整備度合い＝
事業戦略見直し度合い×0.359＋
変革のためのIT活用度合い×0.242＋
1.344（R2＝0.258）

変革のためのIT活用度合いは、事業戦略
見直し度合いとともに、人間系システム整備
度合いに影響がある。以上によって、「仮定
３」は支持された。

また、人間系システム整備度合いと変革の
ためのIT活用度合いを従属変数として、事
業戦略見直し度合いを独立変数として回帰分
析を行った。

● 人間系システム整備度合い＝
事業戦略見直し度合い×0.445＋
1.821（R2＝0.189）

● 変革のためのIT活用度合い＝
事業戦略見直し度合い×0.426＋1.710

（R2＝0.130）
事業戦略見直し度合いは、人間系システム

の整備や変革のためのIT活用度合いに影響
があり、それを通じて創発的変革や計画的変
革の実行に影響を与えるが、説明力はあまり
高くない。これによって「仮定４」はある程
度支持された。

以上の分析により、ITを活用した変革に
よる効果創出に関するモデルの全体構造が確

認された。

（2）	 事業のライフサイクルによる変革内容	
	 の違いの確認

「実態調査」では、自社事業（複数の事業が
ある場合はそのうちの主要な事業）のライフ
サイクルがどの段階にあるかを聞いた。

回答が得られた企業のうち、「起業段階」
が４社、「成長段階」が41社、「成熟段階」が
259社、「統合段階」が88社、「分化段階」が
129社、「模索段階」が69社であった。

事業戦略見直し度合い、創発的変革実行度
合い、計画的変革実行度合い、人間系システ
ム整備度合い、変革のためのIT活用度合い、
顧客の評価、財務的効果──のライフサイク
ルの段階ごとの値を比較した（次ページの
図１）。その結果、人間系システムの整備度
合いと変革のためのIT活用度合い以外のす
べての変数について、ライフサイクルの段階
の間で、５％水準で有意差があることが分散
分析によって確認された。そして各変数につ
いて、「成長段階」「統合段階」「分化段階」
＞「成熟段階」「模索段階」──というライ
フサイクルの段階の間の関係が見られた。他
のグループと比べて起業段階の社数は少ない
が、起業した時点で事業戦略や価値連鎖の構
造を構築したばかりなので、事業戦略の見直
し、再設計のような計画的変革の実行、変革
のためのIT活用度合いが低いという特徴が
ある。これによって「仮定５」は支持された。

（3）	 ITの役割による変革内容の違いの確認

「実態調査」では、自社におけるITが果た
す役割について、「ITはコア技術でありかつ
基幹設備である」と答えた企業が202社あ
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分類ごとに値を比較した（図２）。その結
果、すべての変数について、ITの役割の分
類の間で、５％水準で有意差があることが、
分散分析によって確認された。そして各変数
について、「コア・基幹」「コア・非基幹」＞

「非コア・基幹」「非コア・非基幹」──とい
うITの役割の間での関係が見られた。これ
によって「仮定６」は支持された。

（4）	「競争駆動」変革と「IT駆動」変革の	
	 軸の設定

仮定の確認の結果から、事業のライフサイ
クルは、競争環境の変化が事業戦略の見直し
や変革の実行を迫る度合いを示す「競争駆
動」変革軸になっており、ITが果たす役割
の分類は、ITを駆動力にした変革実行の度
合いを示す「IT駆動」変革軸になっている
ことがわかる。

事業のライフサイクルを「競争駆動」変革
軸として使うに当たって、さらに２つに集約
する。「起業段階」「成長段階」「統合段階」

「分化段階」にある企業は、変化が激しい競
争環境のもとで事業戦略を見直し、それと整
合した計画的変革および創発的変革を併せて
実行する時期である。それに比べて、「成熟
段階」と「模索段階」にある企業は、持続可

る。これを「コア・基幹」と呼ぶ。一方「IT
はコア技術であるが基幹設備ではない」と答
えた企業が119社あり、これを「コア・非基
幹」と呼ぶ。また「ITはコア技術ではない
が基幹設備である」と答えた企業が227社あ
る。これを「非コア・基幹」と呼ぶ。さらに

「ITはコア技術ではないし基幹設備でもな
い」と答えた企業は45社あり、これを「非コ
ア・非基幹」と呼ぶ。

事業戦略見直し度合い、創発的変革実行度
合い、計画的変革実行度合い、人間系システ
ム整備度合い、変革のためのIT活用度合い、
顧客の評価、財務的効果──のITの役割の

出所）野村総合研究所「ユーザー企業のIT活用実態調査」2013年12月
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図1　事業のライフサイクルによる変革内容の違い

事業のライフサイクル 事業戦略見直し 創発型変革 計画型変革 人間系システム
整備

変革へのIT活用 顧客の評価 財務的効果

起業段階 2.813 3.833 2.583 3.438 3.000 4.000 3.500 

成長段階 3.596 3.693 2.815 3.594 3.447 3.600 3.450 

成熟段階 3.547 3.382 2.637 3.397 3.206 3.167 3.120 

統合段階 3.712 3.539 2.766 3.452 3.260 3.296 3.370 

分化段階 3.813 3.568 2.922 3.527 3.373 3.353 3.273 

模索段階 3.523 3.328 2.608 3.265 3.082 2.984 2.940 

分散分析の有意確率 0.001 0.009 0.032 0.154 0.165 0.005 0.024 
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能な競争優位が維持される環境のもとで、事
業戦略はそれほど見直さずに創発的変革を継
続する時期である。

また、ITが果たす役割の分類を「IT駆動」
変革軸として使うに当たって、ITが競争優
位につながるコア技術と考えるか否かで２つ
に集約する。

そして２つの軸を掛け合わせて企業を、
「起業・成長・統合・分化×コア技術」159社、
「起業・成長・統合・分化×非コア技術」102
社、「成熟・模索×コア技術」158社、「成熟・
模索×非コア技術」168社──の４つのグル
ープに分類した。

Ⅴ 仮説の確認

1	 グループ間の変革内容の違い
前章で分類した４つのグループごとに、事

業戦略見直し度合い、創発的変革実行度合
い、計画的変革実行度合い、人間系システム
整備度合い、変革のためのIT活用度合い、
顧客の評価、財務的効果の変数についてそれ
ぞれ平均値を取り、グループ間の違いを分析
した（次ページの図３）。

すべての変数について、４つのグループの
間で、５％水準で有意差があることが確認さ
れた。そして、各変数については、「起業・

成長・統合・分化×コア技術」＞「起業・成
長・統合・分化×非コア技術、および成熟・
模索×コア技術」＞「成熟・模索×非コア技
術」──というグループ間の関係がある。こ
れによって、競争環境とITの役割によって、
変革の実行内容、人間系システムと情報シス
テムの整備度合い、変革の効果創出度合いに
違いがあることが確認された。

2	 グループ間のITを活用した
	 変革モデルの違い

前章で分類した４つのグループについて、
さらに人間系システムと情報システムの変革
のイネーブラーとしての影響の違いを確認す

出所）野村総合研究所「ユーザー企業のIT活用実態調査」2013年12月
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図2　ITの役割による変革内容の違い

自社にとっての
ITの役割

事業戦略見直し 創発型変革 計画型変革 人間系システム
整備

変革へのIT活用 顧客の評価 財務的効果

コア・基幹 3.780 3.582 2.841 3.496 3.668 3.396 3.332 

コア・非基幹 3.597 3.427 2.808 3.516 3.174 3.255 3.223 

非コア・基幹 3.575 3.377 2.625 3.377 3.030 3.109 3.101 

非コア・非基幹 3.238 3.377 2.396 3.185 2.468 3.077 2.927 

分散分析の有意確率 0.000 0.016 0.002 0.032 0.000 0.009 0.026 
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るために、以下の組み合わせでステップワイ
ズ法による回帰分析を行った。

● 財務的効果と顧客の評価を従属変数と
し、事業戦略見直し度合い、計画的変革
実行度合い、創発的変革実行度合い、人
間系システム整備度合い、変革のための
IT活用度合いを独立変数とする

● 計画的変革実行度合いと創発的変革実行
度合いを従属変数とし、事業戦略見直し
度合い、人間系システム整備度合い、変
革のためのIT活用度合いを独立変数と
する

● 人間系システムを従属変数とし、事業戦
略見直し度合い、変革のためのIT活用
度合いを独立変数とする

● 変革のためのIT活用度合いを従属変数
とし、事業戦略見直し度合いを独立変数
とする

結果は以下のとおりである。文章中では、
係数値によって、0.45以上を「極めて大きく
影響する」（図４〜７では太線）、0.35以上
0.45未満を「大きく影響する」（中太線）、
0.25以上0.35未満を「影響する」（中太線）、
0.25未満を「影響がある」（細線）と表現す
る。また、調整済みR2が0.2未満の場合、「説
明力が低い」（破線）と表現する。

また、説明は変数間の影響が小さいグルー
プから順に始めて、グループによって影響が
どのように大きくなっていくかがわかるよう
に記述する。

（1）	 成熟・模索×非コア技術のグループ
● 創発的変革は財務的効果に極めて大きく

影響し、顧客の評価に大きく影響する
● 計画的変革は顧客の評価に影響があるだ

けでほとんど効果につながらない
● 人間系システムは創発的変革に大きく影

響し、計画的変革にも影響する
● 情報システム（変革へのIT活用）は計

画的変革に影響がある
● 情報システムは、財務的効果と顧客の評

価に直接影響し、人間系システムにも大

出所）野村総合研究所「ユーザー企業のIT活用実態調査」2013年12月
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成熟・模索×コア

図3　事業のライフサイクルとITの役割による変革内容の違い

事業のライフサイクル
×自社にとってのITの役割

事業戦略見直し 創発型変革 計画型変革 人間系システム
整備

変革へのIT活用 顧客の評価 財務的効果

起業・成長・統合・分化×コア 3.814 3.635 2.944 3.576 3.508 3.466 3.393 

起業・成長・統合・分化×非コア 3.592 3.477 2.681 3.413 3.064 3.228 3.258 

成熟・模索×コア 3.608 3.415 2.696 3.427 3.477 3.215 3.188 

成熟・模索×非コア 3.482 3.326 2.535 3.299 2.874 3.029 2.952 

分散分析の有意確率 0.001 0.001 0.000 0.012 0.000 0.000 0.001 
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きく影響する
● 事業戦略は、人間系システムに影響し、

情報システムにも影響があるが説明力が
低い

このグループでは、「事業戦略見直し、情
報システム整備〜人間系システム整備〜創発
的変革〜財務的効果」が主な効果創出過程で
ある。情報システムは、人間系システムの整

備に影響するだけで、変革には直接つながら
ない（図４）。

（2）	 成熟・模索×コア技術のグループ
● 創発的変革は財務的効果に極めて大き

く、顧客の評価に大きく影響する
● 計画的変革は財務的効果に影響があり、

顧客の評価に大きく影響する

図4　成熟・模索×非コア技術のグループにおける効果創出過程

事業戦略
●　市場と顧客
●　業界と競合
●　自社の強み
●　マーケティング
　ミックス

人間系システム
●　価値観
●　組織
●　人材
●　プロセス

変革の効果創出事業戦略見直し 変革のイネーブラー 価値連鎖の変革

情報システム
●　変革へのIT活用

創発的変革

計画的変革

財務的効果

顧客の評価

極めて大きく影響する

大きく影響する、影響する

影響がある

影響があるも説明力低い

図5　成熟・模索×コア技術のグループにおける効果創出過程
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●　価値観
●　組織
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●　プロセス

変革の効果創出事業戦略見直し 変革のイネーブラー 価値連鎖の変革
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●　マーケティング
　ミックス
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影響があるも説明力低い
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● 人間系システムは創発的変革に影響し、
計画的変革に大きく影響する

● 情報システムは創発的変革に影響があ
り、計画的変革にも影響する

● 情報システムは、財務的効果と顧客の評
価に直接影響がある

● 事業戦略は、人間系システムに大きく影
響し、情報システムにも影響するが説明
力が低い

このグループでは、「（1）成熟・模索×非コ
ア技術のグループ」に比べて、創発的変革に
よる財務的効果創出に加えて、「事業戦略見
直し〜人間系システム整備、情報システム整
備〜計画的変革〜顧客の評価」という効果創
出過程が働く。情報システムは、計画的変革
につながり、創発的変革にも影響を与える

（前ページの図５）。

（3）	 起業・成長・統合・分化×非コア技術	
	 のグループ

● 創発的変革は財務的効果と顧客の評価に
極めて大きく影響する

● 計画的変革は財務的効果に大きく影響
し、顧客の評価にも影響する

● 人間系システムは創発的変革に影響がある
● 人間系システムと情報システムは計画的

変革に影響があるが、説明力が低い
● 人間系システムは顧客の評価にも直接影

響がある
● 情報システムは、人間系システムに影響

がある
● 事業戦略は人間系システムに大きく影響

し、創発的変革にも影響がある
このグループでは、「（1）成熟・模索×非コ

ア技術のグループ」に比べて、創発的変革に

よる財務的効果創出だけでなく顧客の評価の
向上が大きい。さらに、「事業戦略見直し〜
人間系システム整備、情報システム整備〜計
画的変革〜財務的効果」という価値創出過程
が働くが、このつながりは説明力がやや低
い。情報システムは「（1）」と同様に、人間
系システムの整備に影響するだけであり、変
革へのつながりは弱い（図６）。

（4）	 起業・成長・統合・分化×コア技術の	
	 グループ

● 創発的変革は財務的効果と顧客の評価に
極めて大きく影響する

● 計画的変革は財務的効果に大きく影響
し、顧客の評価にも影響がある

● 人間系システムは創発的変革に影響があ
り、計画的変革にも大きく影響する

● 情報システムは創発的変革に影響があ
り、計画的変革にも大きく影響する

● 人間系システムは財務的効果に直接影響
する

● 情報システムは顧客の評価に直接大きく
影響する

● 情報システムは、人間系システムに影響
する

● 事業戦略は、人間系システムに影響があ
り、創発的変革にも影響がある

このグループでは、創発的変革による財務
的効果と顧客評価の向上が強く働く。加え
て、「事業戦略見直し〜人間系システム整
備、情報システム整備〜計画的変革〜財務的
効果」という価値創出過程が強く働く。さら
に情報システムは、人間系システムの整備に
も影響し、顧客の価値にも直接大きく影響す
る点が特徴である（図７）。
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以上のように、このグループは、「（3）起
業・成長・統合・分化×非コア技術のグルー
プ」よりも、人間系システムの整備と情報シ
ステムの整備が効果を生む変革の実行に大き
く影響する。同様に「（2）成熟・模索×コア
技術のグループ」は、「（1）成熟・模索×非コ
ア技術のグループ」よりも、人間系システム
の整備と情報システムの整備が、効果を生む

変革の実行に大きく影響することが確認で
き、「仮説」は支持された。

Ⅵ 考察

1	「競争駆動」と「IT駆動」による
	 変革

変革の内容や効果の違いは、「競争駆動」

図6　起業・成長・統合・分化×非コア技術のグループにおける効果創出過程

事業戦略
●　市場と顧客
●　業界と競合
●　自社の強み
●　マーケティング
　ミックス

人間系システム
●　価値観
●　組織
●　人材
●　プロセス

変革の効果創出事業戦略見直し 変革のイネーブラー 価値連鎖の変革

情報システム
●　変革へのIT活用

財務的効果

顧客の評価

創発的変革

計画的変革

極めて大きく影響する

大きく影響する、影響する

影響がある

影響があるも説明力低い

図7　起業・成長・統合・分化×コア技術のグループにおける効果創出過程

事業戦略
●　市場と顧客
●　業界と競合
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　ミックス

人間系システム
●　価値観
●　組織
●　人材
●　プロセス

変革の効果創出事業戦略見直し 変革のイネーブラー 価値連鎖の変革

情報システム
●　変革へのIT活用

財務的効果

顧客の評価

創発的変革

計画的変革
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変革軸と「IT駆動」変革軸によって生じる。
競争環境の変化が緩やかな「成熟」「模索」
段階では、創発的変革による財務的効果の創
出が主体であるが、競争環境の変化が激しい

「起業」「成長」「統合」「分化」段階では、創
発的変革に加えて計画的変革による財務的効
果も創出される（ 「（1）成熟・模索×非コア
技術のグループ」と「（3）起業・成長・統合・
分化×非コア技術のグループ」の比較による）。

また、同じ競争環境下であっても、ITを
コア技術と考えて変革に取り組む企業では、
人間系システムの整備と情報システムの整備
が進むことによって、それまで別物であった
創発的変革と計画的変革が、一体的な計画的
かつ創発的変革へと強化される（「（1）成熟・
模索×非コア技術のグループ」と「（2）成熟・
模索×コア技術のグループ」、「（3）起業・成
長・統合・分化×非コア技術のグループ」と

「（4）起業・成長・統合・分化×コア技術のグ

ループ」の比較による）。
ITをコア技術と考える企業において、人

間系システムと情報システムが変革のイネー
ブラーとしてどのように進化するかを、先行
研究の内容から考察する。

2	 イネーブラーとしての
	 情報システム（IT）の進化

情報システム（IT）のイネーブラーとし
ての進化については、「成熟」「模索」段階で
は、ITを効率化（Efficient）の道具から試行
錯誤の手段に変えることにより、改善のため
のDMAICサイクルを高速かつ多頻度にイテ
レーション（繰り返し）し組織の基礎能力を
高める（Competent）。そして、部分的な改
善から企業全体に影響を及ぼす創発的かつ計
画的変革へと加速するのである。
「起業」「成長」「統合」「分化」段階では、
計画的変革を実行するうえで必要な情報シス

表2　事業のライフサイクルとITの役割によるイネーブラーの進化

成熟・模索 起業・成長・統合・分化
ITは非コア技術 ITはコア技術 ITは非コア技術 ITはコア技術

変革内容 創発的変革による 創発的変革による 創発的変革による財務的 創発的変革による財務的
　財務的効果が主体 　財務的効果大きい 　効果と顧客の評価大きい 　効果と顧客の評価大きい

計画的変革による 計画的変革による 計画的変革による
　顧客の評価 　財務的効果 　財務的効果

イネーブラー
価値観 暗黙的 暗黙的 明示的 明示的

価値・行動の原則や共通の意
味体系

挑戦と革新を重視する社風 変革目標と全体計画 ビジョン

3.11 3.24 3.12 3.41 
人材 全員参加 自選 組織的任命と育成 登用と組織的育成

普通の社員の活性化 起業チャンピオン 変革マネージャー 変革リーダー
3.36 3.40 3.49 3.58 

組織 既存組織の学習 自然発生的組織 変革プロジェクト主体 組織全体の変革能力
現場主体の改善活動 自発的創造チーム  

3.35 3.46 3.53 3.64 
プロセス DMAIC

（問題定義・測定・分析・改
善・コントロールのサイク
ル）

イテレーション
（高速・多頻度の繰り返し）

厳格なプログラムと
プロジェクトマネジメント
相互依存システムの同時並
行変革

変革の8ステップ
自律的モジュールのアーキ
テクチャーによる統合

3.38 3.58 3.44 3.65 
情報システム
（IT）

Efficient Competent Flexible VRIO
（効率性） （基礎能力） （柔軟性） （独自の強み）

2.87 3.48 3.06 3.51 

注）数字はそれぞれの実施度合いの平均値。値が大きいほど、実施度合いが高いことを示す
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テムの改変を遅滞なく進められるように情報
システムのモジュール化を図って柔軟性を高
め（Flexible）、さらに、イテレーションに
よる俊敏性向上の効果も取り入れて、ITを
自社の強み（VRIO）として活かす。そし
て、硬直的であった計画的変革の計画を実行
途上で機動的に見直すことができる計画的か
つ創発的変革へと加速させるのである。

3	 イネーブラーとしての
	 人間系システムの進化

このように、ITは主に「プロセス」のイ
ネーブラーとともに、変革の実行に効果的に
働く。それに加えて、その他の人間系システ
ムの整備も同時に行われている。「価値観」

「組織」「人材」「プロセス」という人間系シ
ステムのイネーブラーについて、４つのグル
ープ間の実施度合いの平均値を取ってみる
と、「成熟」「模索」段階でも「起業」「成
長」「統合」「分化」段階でも、非コアよりも
コアのグループのほうが、すべてのイネーブ
ラーについて実施度合いが高い。人間系シス
テムとITとが相まって、イネーブラーとし
て働き、計画的かつ創発的変革の実行に寄与
していることが確認できる。
「成熟」「模索」段階では、挑戦と革新を重
視する価値観を共有し、創造活動を自発的に
行うチームが社内に続々と自然発生するよう
に仕向け、自ら手を挙げて創発的行動に取り
組む起業チャンピオンを生み出す。これによ
って、従来の現場主導の改善活動をより創造
的変革にレベルアップするのである。ITに
よるイテレーションは、創造的活動を行う組
織や人材にとって強力な武器となる。
「起業」「成長」「統合」「分化」段階では、

変革のビジョンを明示的に共有して、変革の
当初の計画から変更されても、常に立ち返っ
て判断できる「価値観」の柱をつくる。計画
に基づく統制ではなく、ビジョンに基づく協
働である。

また、組織全体の変革実行能力を高めるよ
うな、組織構造と組織運営システムを用意す
る。これは、変革プロジェクトに任命された
特定の人材だけで変革を進めるのではなく、
組織全体が変革に積極的にかかわるようにす
るためである。組織の平常の変革能力と変革
意識を高めるために、変革の情報共有、変革
実行の権限委譲、挑戦を奨励する評価システ
ムなどを導入する。さらに、変革の鍵を握る

「人材」として、平常時のマネージャーに代
わって、社員の中から変革のリーダーを登用
して育成し活躍させる。

変革の「プロセス」は、硬直的なプロジェ
クトマネジメントではなく、Kotterの８ステ
ップのような柔軟なものとし、変革実行途上
での創発的な軌道修正を可能とする。変革の
リーダーがそれぞれ受け持っている変革を、
創発的変革の利点を活かして現場主体で自律
的・自己完結的に進めても、変革全体の緩や
かな統合が維持できるようにする。それは自
律的モジュールから構成されたITを活用し
た柔軟性の高いアーキテクチャーによって可
能になる（表２）。

Ⅶ 結論と限界

本研究の目的は、変革に関する先行研究に
よってCOBIT5のイネーブラーを変革のため
のイネーブラーに拡張して、ITを活用した
変革による効果創出のためのモデルを構成で
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きることを示し、企業の実際の変革行動を、
事業の特性に応じてこのモデルでどのように
説明できるかを確認することであった。

本研究が構成したITを活用した変革によ
る効果創出のモデルは次のとおりである。
「変革の効果は、創発的変革と計画的変革の
実行によって生み出され、効果を生む創発的
変革と計画的変革のイネーブラーは、人間系
システムと情報システムである。事業戦略
は、人間系システムの整備と情報システムの
整備を促すことによって、変革の実行に間接
的に影響を与える」

そして本研究では、事業の特性に応じた企
業の変革行動に対するモデルの適用方法の違
いに関して、以下の仮説が成立することを確
認した。
「競争環境の変化が激しい『起業』『成長』

『統合』『分化』の段階においても、持続可能
な競争環境にある『成熟』『模索』の段階に
おいても、ITを競争優位につながるコア技
術と考える企業は、そうでない企業と比べ
て、人間系システムと情報システムの整備を
進め、それらをイネーブラーとして価値連鎖
の変革による効果を創出している」

すなわち、競争環境のいかんにかかわら
ず、ITを競争優位につながるコア技術と考
えて、情報システムだけでなく人間系システ
ムも整備して変革に取り組めば、効果が生み
出せるということである。

変革の先行研究によってCOBIT5のイネー
ブラーを補強し、価値連鎖の変革のためのイ
ネーブラーとして再定義し、効果創出、変革
実行、イネーブラーの間の関係をモデル化
し、さらに、企業の競争環境とITの果たす
役割によるモデルの適用方法の違いを明らか

にしたことは、企業が自社事業の特性に応じ
た変革の実行方針を組み立てるうえで役立
つ。これが、本研究の実践的な貢献である。
また、ITマネジメントのフレームワークに
とどまっていたCOBIT5を、ITを活用した変
革の方法に拡張できることを示したことが、
本研究の理論的な貢献である。

ただし、本研究の結論の有効性について
は、いくつか限界がある。

まず、変革による財務的効果と顧客の評価
の向上について、本研究では、「実態調査」
の回答者の主観的評価を指標に用いている。
このうち顧客の評価は、すべての企業につい
て外部から利用できる客観的なデータが存在
しないので主観的な評価によらざるをえない
が、財務的効果は、今後の研究では売上高の
成長性や営業利益率の改善といった財務デー
タを用いて評価すべきである。また顧客の評
価についても、回答者が情報システム部門の
責任者であるために、評価が偏ってしまう可
能性がある。主観的な評価を聞くとしても、
今後の研究では回答者を経営者自身にするべ
きである。

また、事業戦略の見直し、変革のイネーブ
ラーの整備、変革の完遂、変革の効果の創出
の間には、それぞれ時間差があると考えられ
るが、本研究では、これらの要素について、
同じ時点の状態をアンケートで捉えて、その
間の関係を分析している。このため、各要素
間の因果関係が明確に示されたわけではな
い。たとえば、事業戦略がイネーブラーの整
備や変革の実行を引き起こすのか、イネーブ
ラーの整備や変革の実行が結果として事業戦
略の見直しに反映するのか、いずれの解釈も
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可能である。
これらの分析方法の不十分さを改良するに

は、特定の企業について、モデルを構成する
各要素を時間を追って追跡し、時間差を考慮
した関係の分析をする必要があろう。

本研究は、変化の激しい競争環境の中で、
改善だけの変革の限界、計画的変革の困難
さ、既存システムの硬直性を打破して、効果
を生む計画的かつ創発的変革を実行するため
に、人間系システムと情報システムが駆動力
になることを示した。今後、事例研究をさら
に積み重ねて、企業の変革実行に適用できる
方法を具体化していきたい。

参 考

ライフサイクル×ITの役割別回帰分析の詳細データ
付表1　成熟・模索×非コア技術グループ
従属変数 顧客の評価 財務的効果
独立変数
創発的変革 0.399 0.817 
計画的変革 0.224 
人間系システム
変革のためのIT活用 0.313 0.326 
事業戦略見直し
定数項 0.208 0.696 
R 2 0.426 0.455 

従属変数 創発的変革 計画的変革
独立変数
人間系システム 0.375 0.312 
変革のためのIT活用 0.248 
事業戦略見直し
定数項 2.084 0.819 
R 2 0.178 0.245 

従属変数 人間系システム
独立変数
変革のためのIT活用 0.371 
事業戦略見直し 0.294 
定数項 1.184 
R 2 0.337 

従属変数 変革のためのIT活用
独立変数
事業戦略見直し 0.452 
定数項 1.324 
R 2 0.187 

付表2　成熟・模索×コア技術グループ
従属変数 顧客の評価 財務的効果
独立変数
創発的変革 0.349 0.500 
計画的変革 0.379 0.223 
人間系システム
変革のためのIT活用 0.237 0.203 
事業戦略見直し
定数項 0.167 0.149 
R 2 0.391 0.376 

従属変数 創発的変革 計画的変革
独立変数
人間系システム 0.314 0.389 
変革のためのIT活用 0.249 0.333 
事業戦略見直し
定数項 1.459 0.202 
R 2 0.169 0.247 

従属変数 人間系システム
独立変数
変革のためのIT活用
事業戦略見直し 0.478 
定数項 1.719 
R 2 0.172 

従属変数 変革のためのIT活用
独立変数
事業戦略見直し 0.410 
定数項 2.001 
R 2 0.100 

付表3　起業・成長・統合・分化×非コア技術
　　　  グループ
従属変数 顧客の評価 財務的効果
独立変数
創発的変革 0.536 0.585
計画的変革 0.288 0.376
人間系システム 0.222 
変革のためのIT活用
事業戦略見直し
定数項 0.140 0.190 
R 2 0.406 0.317 

従属変数 創発的変革 計画的変革
独立変数
人間系システム 0.241 0.258 
変革のためのIT活用 0.198 
事業戦略見直し 0.198 
定数項 1.949 1.195 
R 2 0.214 0.188 

従属変数 人間系システム
独立変数
変革のためのIT活用 0.204 
事業戦略見直し 0.409 
定数項 1.330 
R 2 0.243 
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従属変数 変革のためのIT活用
独立変数
事業戦略見直し 0.306 
定数項 1.944 
R 2 0.087 

付表4　起業・成長・統合・分化×コア技術
　　　 グループ
従属変数 顧客の評価 財務的効果
独立変数
創発的変革 0.491 0.450 
計画的変革 0.232 0.319 
人間系システム 0.260 
変革のためのIT活用 0.405 
事業戦略見直し
定数項 0.463 0.111 
R 2 0.422 0.308 

従属変数 創発的変革 計画的変革
独立変数
人間系システム 0.188 0.349 
変革のためのIT活用 0.181 0.341 
事業戦略見直し 0.155 
定数項 1.730 0.491 
R 2 0.231 0.292 

従属変数 人間系システム
独立変数
変革のためのIT活用 0.310 
事業戦略見直し 0.203 
定数項 1.398 
R 2 0.206 

従属変数 変革のためのIT活用
独立変数
事業戦略見直し 0.297 
定数項 2.368 
R 2 0.067 
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山本英毅

Ⅰ　避けては通れないグローバル規模での業務改革
Ⅱ　日本企業が目指す改革アプローチ
Ⅲ　実践事例
Ⅳ　改革イネーブラーの整備

C O N T E N T S

1	 積極的な海外M&A（企業合併・買収）を手段として、日本企業のグローバル展開が進ん
でいる。その一方で、オペレーションレベルの統合に課題を持つ企業は多く、グローバ
ル展開の進展につれ、複数の業務プロセスが併存する状態が予想される。今後は、こうし
た業務を整理するグローバル業務改革（グローバル規模での業務改革）が不可避となる。

2	 グローバル化に関しては発展途上の段階にあり、グローバル業務改革の経験に乏しい大
半の日本企業にとっては、海外M&Aと並行して小規模な改革を繰り返しながら、大き
な改革へと向かう漸進的なアプローチが有効である。

3	 改革の１歩目は、「調整型モデル」「複製型モデル」「統合型モデル」──の３つの業務
機能モデルの中から自社の方向を定め、関係者と共有することである。次に、小規模な
改革を進める過程で、業務標準テンプレートなどにより業務統合の拠り所を確立し、改
革のスピードを速める。なお、改革を進める際には、ローカル（現地）の固有性を認
め、改革の対象外とする範囲を適切に定めることも重要となる。

4	 漸進的なアプローチによる改革の事例として、①アンハイザー・ブッシュ・インベブの
「調整型モデル」への改革、②ユニリーバのシェアードサービスとBPO（ビジネスプロ
セス・アウトソーシング：業務プロセスの外部委託）を活用した「複製型モデル」への
改革がある。なお両社とも、「統合型モデル」へとさらに歩を進めている。

5	 グローバル業務改革では、改革アプローチへの考慮だけでなく、改革の実現に向けた推
進要素（イネーブラー）である人間系システムと情報システムの整備も鍵となる。先行
事例を参考に、日本企業においてもイネーブラーを整備していくことが求められる。

要　約

海外M&A時代を見据えた
グローバル業務改革

特集  業務統合と企業変革をITで推進する

大川内幸雄
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Ⅰ 避けては通れないグローバル
 規模での業務改革

1	 常態化する海外M&A
日本経済新聞社が2014年１〜２月に国内の

主要232社のCFO（最高財務責任者）向けに
実施したアンケート調査によると、９割を超
える企業が「M&A（企業合併・買収）に関
心がある」という。M&Aの対象地域として
は、「国内」59%に続き、「米国」50%、「東
南アジア」46%と、多くの企業が海外に関心
を寄せていることがわかる。

また、M&A支援大手レコフのデータを見
ると、2010年以降、海外M&A（日本企業に
よる外国企業へのM&A）の金額は、国内の
M&A（日本企業同士のM&A）を上回る状
態が続いている（図１）。日本企業にとって
海外M&Aは、もはや一過性のものではなく
常態化しつつあると言える。

本稿では、積極的な海外M&Aにより急速
にグローバル化を進める日本企業にとって避
けられない課題である、「グローバル業務改
革（業務プロセス全体の最適化に向けたグロ
ーバル規模の改革）」に焦点を当てる。その
うえで、グローバル業務改革を先行して進め
た海外の大手食品メーカーと消費財メーカー
の事例を通じて、今後、日本企業が改革を進
めるに当たって求められる以下の２点を明ら
かにする。

● グローバル化に関して発展途上の段階に
ある日本企業がグローバル業務改革を進
める際には、小規模な改革を繰り返しな
がら目指す姿に向かう漸進的なアプロー
チが有効となる。そうしたアプローチで
は、後述する３つの点を考慮して改革を
進める

● 先行する海外のグローバル企業では、改
革へのアプローチに対する考慮だけでな

図1　日本企業がかかわるM&A（企業合併・買収）の推移（金額ベース）

出所） 『日本企業のM&Aデータブック1985-2007』レコフ、『MARR2014（M&Aレポート2014）』レコフデータ
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く、改革の推進要素（イネーブラー）の
整備も重視しており、日本企業も学ぶ点
が多い。

2	 海外M&A経験が増しても
	 根強く残るオペレーションレベル
	 の「統合の壁」

日本CFO協会が2012年10〜11月に上場企
業のCFO向けに行ったアンケートの中に興
味深い回答結果がある。同アンケートでは、

海外M&A後のPMI（合併・買収後の統合）
に際しての苦労・失敗の要因を尋ねている

（図２）。挙げられた要因の中で「買収後の現
場オペレーション・組織把握の詳細度が不十
分」に着目すると、経験が浅い層（海外
M&A経験「なし」、または「２件以下」）で
は、苦労・失敗の要因と「強い関連がある」
と回答した割合が３番目となっているが、経
験豊かな層（同「３件以上」）では順位がト
ップへと上がっている。割合としては経験が

図2　海外M&A後のPMI（合併・買収後の統合）に際しての苦労・失敗の要因（複数回答）

注）DD：デューデリジェンス
出所） 日本CFO協会「海外M&Aにおけるポスト・マージャー・インテグレーション（PMI）に係る課題抽出のためのアンケート調査」（2012年）より作成

020406080100 0 20 40 60 80 100

無回答
重要な関連はない

関連がある
強い関連がある

無回答
重要な関連はない

関連がある
強い関連がある

2 29 40 29 53 20 22 5

2 17 45 36 44 42 9 5

2 14 55 29 44 38 11 7

2 29 45 24 38 44 13 5

5 21 40 33 33 49 13 5

2 50 36 12 33 44 18 5

7 24 40 29 27 60 9 4

2 31 40 26 27 40 27 6

2 59 29 10 22 36 36 7

2 31 55 12 20 51 22 7

2 43 38 17 15 67 11 7

2 43 48 7 15 62 16 7

3 45 38 14 16 53 24 7

2 24 52 21 13 64 16 7

3 45 45 7 13 56 27 4

％％

経験豊かな層
（海外M&A経験「3件以上」）

経験浅い層
（海外M&A経験「なし」、または「2件以下」）

買収後の現場オペレーション・組
織把握の詳細度が不十分

自社戦略を浸透させるコミュニ
ケーション能力の不足

買収前の事業DDの精度が不十分
（値付けが甘い）

フォーカス領域・運営体制等を含
むPMIプラン準備不足

自社戦略を浸透させるコミュニ
ケーション機会の不足

M&A、PMIの知見を有するエー
ス級人材投入が不十分

当該M&Aの戦略上の位置づけ明
確化が不十分

買収後組織の管理・評価基準体系
の設計が不十分

対象会社の成長を促す自社リソー
ス投入方針が曖昧

人材リテンションに資するインセ
ンティブや権限責任設計が不足

キーマン退職等の非常事態に対す
る対処策検討が不十分

買収前の該当国特有の法制等への
対処が不十分

本社サイドでの意思決定の迅速性
が不十分

現地政府や財界と円滑な対話がで
きる人脈が不足

現地文化・慣習との相違への配慮
に欠ける施策導入

対象会社事業運営に対する権限移
譲が不十分

29 43 26 56 22 15 72



37海外M&A時代を見据えたグローバル業務改革

当レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法および国際条約により保護されています。
CopyrightⒸ2014 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. No reproduction or republication without written permission.

浅い層が上回るものの、海外M&A経験が増
しても、オペレーションレベルの統合が、
PMIの壁として根強く残る実態がうかがえる。

3	 グローバル業務改革に
	 向けた動き

オペレーションレベルの統合の難しさは以
前より指摘されており、実際、海外M&Aを
実施したものの、被買収企業の業務プロセス
は、よほど問題がある箇所を除き、そのまま
としている日本企業が多い。海外M&Aの頻
度が少なければ、無理に業務プロセスを変え
ずに、自社の業務プロセスと併存させる方策
も取りうる。

しかし昨今のように、短期間に複数の海外
M＆Aを重ねて急速にグローバル化を進める
状況下においては、この方式では被買収企業
ごとに多くの業務プロセスが併存する状態を
生む。こうした状態は、M&A後のシナジー

（相乗効果）創出が進まないという、M&A

個々の成否にかかわる問題にとどまらず、
● 製品・サービスの安全性やコンプライア

ンス（法令遵守）などの経営上の重要リ
スクを、統一した基準およびプロセスの
もとで管理できない

● グローバルに展開する重要顧客やサプラ
イヤーに対して、グローバル全体で一貫
した業務プロセスによる対応ができない

──という、経営全般にかかわる大きな問
題を引き起こすおそれがある。

このため、海外M&Aを重ねながら、一方
で業務プロセス全体の最適化に向けたグロー
バル業務改革を並行して進めることが求めら
れる。実際、海外M&Aに積極的ないくつか
の日本企業では、グローバル業務改革を進め
る動きが始まっている。表１は、近年におけ
る主な日本企業でのそうした業務改革の取り
組みをまとめたものである。

事例としてはまだ多くないが、海外M&A
を進める中で、あるべき姿に向けてグローバ

表1　グローバル業務改革に対する日本企業の近年の取り組み例

企業名 グローバル業務改革に対する取り組み

第一三共 ● 日米欧の3極で財務や人事、サプライチェーン管理などの業務を統一
● 今後、アジアや中南米の現地法人への展開を検討

ダイキン工業 ● 日本や中国、ベルギー、チェコ、タイ、インドにおけるグループ会社の販売・物流業務を1500種類
ほどの機能に分解

● そのうえで、3カ国以上で共通する機能をまとめた「ダイキン工業グローバル標準」を定義
武田薬品工業 ● 業務効率化プロジェクト「プロジェクト・サミット」の中で、先進的なグローバル・オペレーティング・

モデルとビジネスプロセスの実現を計画
● 製造拠点のネットワーク最適化、原材料等の集中購買、グローバル財務──などに向けた取り組み
を推進中

ファーストリテ
イリング

● グローバル・グループ業務システムの統一プロジェクト「G1プロジェクト」を通じ、一番良い業務
のやり方をグループ全体に浸透

● 対象範囲は人事やファイナンスといった管理系から店舗運営、在庫コントロール、商品企画、商品
計画まですべて

ユニ・チャーム ● 海外も含めた現場からの改善提案を精査するなど、地道な活動により、ノンコア業務の切り出しや
業務の部門間共通化・標準化を推進

● さらなる事業の海外シフトに対応できるよう、業務標準化の成果を反映させたグローバル規模での
標準システムの展開も併せて実施

出所）各社公表資料などより作成
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ル全体で業務を再整理していこうとする動き
が見て取れる。

Ⅱ 日本企業が目指す
 改革アプローチ

海外M&Aを通じたグローバル化につい
て、発展途上の段階にある日本企業では、改
革後の最終的な姿が十分に見えていないこと
が多い。また、グローバル業務改革自体の経
験に乏しい企業が大半であることから、小さ
な改革の経験を積みながら、より大きな改革
へと向かう必要がある。

こうした理由から、日本企業がグローバル
業務改革を進める際は、「ビッグバン」のよ
うに目指す姿に一足飛びに向かうのではな
く、小規模な改革を繰り返しながら前に進む
という漸進的なアプローチが有効となる。本
章では、そのようなアプローチに取り組む際
に求められる、考慮すべき３つの重要な点を
明らかにする。

1	 グローバル全体で目指す
	 業務機能モデルを定める

マサチューセッツ工科大学（MIT）の情
報システム研究センター（CISR）によると、
企業全体の業務機能は、「連携化」と「標準
化・集約化」の２軸により、大きく、

⒜ 多様化型モデル
⒝ 調整型モデル
⒞ 複製型モデル
⒟ 統合型モデル
──の４つのモデルに分類できるという

（図３）。この４つの業務機能モデルを活用す
ると、自社が目指すグローバル業務改革の方

向性を捉えることができる。オペレーション
レベルの統合が進んでいない場合には「多様
化型モデル」に位置し、中長期的には「調整
型モデル」「複製型モデル」「統合型モデル」
のいずれかのモデルへの改革が求められる。

（1）	「調整型モデル」への改革

１つ目の業務改革の方向性は、各拠点の生
産・販売・在庫などのデータを業務ごとに順
次共有し、グローバル全体で業務機能間の

「連携化」を促進する「調整型モデル」を目
指すものである（図３①）。典型的な例は、
海外M&Aにより獲得した各国市場の販売・
物流拠点を活用して、製品のクロスセル（同
一顧客に自社他部門の製品・サービスを販売
していく活動）を推進するケースである。

各国市場に根差した販売・物流業務は被買
収企業のものを現状のまま活用するが、それ
らのデータを共有することで、クロスセル製
品に関する業務連携を生産拠点と進める。各
国の販売・物流業務はばらばらなままのた
め、全体としての非効率性は残るものの、製
品のクロスセルを進め、M&A後の効果を早
期に刈り取るには有効なアプローチである。
さらに、当面はこの方向で業務改革を進め、
クロスセルの売り上げが拡大した後に、各国
の業務プロセスの標準化に向けた追加投資を
行うことによって、投資リスクを抑えながら
段階的に業務改革を前進させることも可能と
なる。

（2）	「複製型モデル」への改革

２つ目の業務改革の方向性は、各国の業務
フローや判断ルールなどのプロセスを、グロ
ーバル全体で「標準化・集約化」する「複製
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型モデル」を目指すものである（図３②）。
典型的な例は、ホテルチェーンやリテール金
融などである。ローカル（現地）に根差した
ビジネスのため、事業に必要な一連の業務機
能は各国に存在するものの、業務運営はグロ
ーバルでより優れたものに揃えておく必要の
ある場合が該当する。さらに、標準化を推進
するだけでなく、特定の拠点に物理的に集約
できる業務は、可能なかぎり集約も進める。
一般には、人事・経理処理等の間接業務およ
び生産拠点などがその対象となる。

このアプローチでは、業務の標準型となる
業務テンプレート（業務標準テンプレート）
を定め、各国の業務に適用させていく。海外
の被買収企業との業務統合を順次進める場合
などに有効なアプローチである。

（3）	「統合型モデル」への改革

３つ目の業務改革の方向性は、「連携化」
と「標準化・集約化」の双方の利点を取り入

れるものである（図３③）。各国間の連携が
発生する調達や生産などの業務では、製品や
顧客等に関するデータを共通化して「連携
化」を図り、各国に存在する販売・物流など
の業務ではグローバル全体で「標準化・集約
化」することで、顧客や取引先に対して一つ
の企業体（ワンカンパニー）として振る舞う

「統合型モデル」を目指す。　
このアプローチは、グローバル全体での業

務プロセスの最適化度合いは他のアプローチ
よりも高いが、業務改革自体の難度も高く、
企業トップの変革への強い意志とビジョンに
加えて、グローバル業務改革に精通した人
材、および改革途上の困難を乗り越えるため
の計画的な対応が必要とされる。

そのため、先進企業においても、
● 「連携化」を行って「調整型モデル」と

した後に「標準化・集約化」を進めて
「統合型モデル」に至る（図３④）

または、

図3　業務機能モデルの類型とグローバル業務改革アプローチ

⒜ 多様化型モデル

各拠点の生産・販売・在庫などのデータ
を共有し、互いの取引活動を連携

各国の制度・商慣習、顧客特性などに適
応させた独自業務（ローカル固有業務）
の集合体

各国の業務プロセスを、グローバル全体で
標準化・集約化する

多様化型 デ

業務改革前

出所）Jeanne W. Ross“Focus IT on Your Operating Model” （MIT Center for Information Systems Research） を参考に加筆
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● 「標準化・集約化」を行って「複製型モ
デル」とした後に「連携化」を進めて「統
合型モデル」に至る（前ページの図３⑤）

──といった段階的なアプローチを取る企
業が多い。

日本企業が、漸進的な改革を繰り返しなが
ら業務改革を進めるには、個々の改革が全体
として向かう方向を定めて、多国籍の関係者
の間で共通理解を深めておくことが必要とな
る。グローバル業務改革は、言語や文化的背
景が異なる関係者の間で進めることもあり、
わかりやすいモデルによる目指す姿の共通理
解はことさら重要である。グローバル全体で
目指す業務機能モデルを定める意義は、こう
した点にある。

　
2	 漸進的な改革の中で業務統合の
	 拠り所となる「標準」をつくる	

欧米のグローバル先進企業、たとえば、
GE（ゼネラル・エレクトリック）、P&G（プ
ロクター・アンド・ギャンブル）、ネスレな
どは、大規模なグローバル業務改革を経て、
グローバル規模での自社の業務機能モデルを
すでに確立している。このため、前述の業務
標準テンプレートや、業務の集約先であるシ
ェアードサービス拠点、各国間の連携のため
の共通データなどを持っており、こうした拠
り所を基準として、新たな被買収企業との業
務統合を進めている。

一方、日本企業の多くは、グローバル展開
を進めている最中にあり、こうした業務統合
の拠り所を持たない。そのため、拠り所を新
規につくることも含めて改革アプローチを考
える必要がある。

たとえば、「調整型モデル」に向けた改革

アプローチでは、効果が見込める業務改革の
テーマを順次取り上げて改革を漸進的に進
め、その過程で業務機能間の連携方法の標準
化や、連携の際のデータ共通化を進め、グロ
ーバル全体で「調整型モデル」に近づけてい
く。
「複製型モデル」に向けた改革アプローチで
は、被買収企業の優れた業務を漸進的に取り
込み、業務標準テンプレート自体を進化させ
ていく。こうした考慮をすることで、新たな
被買収企業の業務統合をしていく際の拠り所
となる「標準」が次第に構築され、改革のス
ピードを速めていくことが可能となる。

3	 ローカル固有業務として
	 改革対象外の範囲を定める

グローバルな業務改革を進める際には、改
革の進め方だけでなく、改革を進めない範
囲、すなわち改革の対象外としてローカル固
有業務を認める範囲（前ページ図３の「多様
化型モデル」に残す範囲）を適切に定めるこ
とも重要な点である。一般に、新興国市場で
は、各国の制度・商慣習、顧客特性などに適
応させたローカル固有業務を残さなければな
らないこともよくあり、グローバルな業務連
携や業務プロセス標準化に歩調を合わせず、
現状のままが最適な場合が多い。ただし、改
革対象外であっても、各国のローカル固有業
務を放置するわけではなく、製品やサービス
の安全面やコンプライアンス、経理・財務な
ど、最低限必要な業務改善は進める。

改革対象外としてローカル固有業務を認め
る範囲の切り分けに際しては、新興国市場な
どの地域性に加え、組織の独立性にも考慮す
る。たとえば、規模の大きい被買収企業や売
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上比率の高い国・地域が、自らの経営資源
（人や設備など）を維持したいと強く主張す
ることがある。そうした場合、拙速に業務改
革を進めるのではなく、経営方針や文化、価
値観の融合を優先させ、業務は一時的にロー
カル固有のままとしておくことも必要にな
る。

なお、ローカル固有業務とした範囲につい
ても、時間の経過とともに変化し、業務機能
の連携や標準化が必要となるタイミングがく
る。その際には、グローバル業務改革の対象
として、前述の「調整型モデル」「複製型モ
デル」「統合型モデル」の３つのアプローチ
のいずれかにより改革を進めていく。

以上をまとめると、日本企業がグローバル
業務改革を進めるに当たっては、

● 多国籍の関係者の間で共通理解ができ
る、グローバル規模で目指す業務機能モ
デルを定める

● そのうえで、改革を進める過程でグロー

バル業務統合の拠り所となる「標準」を
つくり、改革のスピードを速める

● 改革の際は、ローカル固有業務として改
革対象外の範囲を適切に定める

──という３つを考慮することが重要とな
る（図４）。

Ⅲ 実践事例

食品業界や消費財業界では、国・地域ごと
の気候や風土、習慣などに根差した嗜好性の
違いに対応する「ローカル適応力」が競争に
必要である。一方で、事業をグローバルに展
開している強みを活かす「グローバル統合
力」も発揮しなければならない。そのため、
グローバル化とローカル適応の両立の難しさ
が他の業界に比べて高い。

本章では、そのような業界特性を持ちなが
らも、グローバルな業務改革に成功してき
た、大手酒類メーカーのアンハイザー・ブッ
シュ・インベブ（以下、ABインベブ）と、

図4　日本企業が目指すグローバル業務改革アプローチ
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大手消費財メーカーのユニリーバの事例を取
り上げ、第Ⅱ章で述べた日本企業が目指す改
革アプローチを両社がどのように実践したか
を解説する。その要点を表２にまとめた。海
外M&Aなどにより、これから海外展開を積
極的に進めていく日本企業には、「調整型モ
デル」に改革した後に「統合型モデル」へと
進んだABインベブの実践事例が参考にな
る。一方、すでに海外展開が進んでいる日本
企業の場合は、「複製型モデル」に改革した
後に「統合型モデル」へと進んだユニリーバ
の実践事例が参考になる。

1	 アンハイザー・ブッシュ・
	 インベブ

ABインベブは、ベルギーのインターブリ
ューを母体とし、積極的なM&Aによりグロ
ーバル展開を進めた。売上高は、2001年の65
億3600万ドルから、13年には431億9500万ド
ルへと増加し、営業利益率も10.6%から32.9%
に向上するなど、飛躍的な成長を遂げた。

同社は中南米や東欧、アジアなどの新興地
域を重視してM&Aを進めてきた。代表的な

新興国の案件には、ブラジル首位のビール会
社アンベブの買収（2004年）、中国第３位の
ビール会社福建雪津 酒の買収（06年）、ま
たメキシコで６割超のビールの市場シェアを
握るグルポ・モデロの買収（12年）がある。
これらの大規模海外M&Aと併せて、ベルギ
ー国内のローカルビール会社の買収や、ハン
ガリー、ロシアなどでのJV（ジョイントベ
ンチャー）設立など、比較的小規模なM&A
も数多く手がけてきた。また、2008年には米
国のアンハイザー・ブッシュを520億ドルで
買収したように、先進国でのM&Aにも積極
的に取り組んでいる。

　
（1）	 地域間連携を図る「調整型モデル」

ABインベブは、数々のM&Aを進め、多
くの商品ブランドと生産（醸造）拠点を獲得
している。それらから生み出された商品を、
たとえばアンハイザー・ブッシュの世界有数
の商品ブランドである「バドワイザー」が世
界各地で販売されているように、地域をまた
いで流通させ、グローバルブランドとして各
国に展開する戦略を進めている。

表2　グローバル業務改革における考慮事項と、事例各社の実践事項

グローバル業務改革における
考慮事項

アンハイザー・ブッシュ・インベブにお
ける実践事項

ユニリーバにおける実践事項

グローバル全体で目指す業務機
能モデルを定める

被買収企業の商品ブランドのグローバル
流通を促進するために、「調整型モデル」
を志向（「業務共通部品」の確立後、「統
合型モデル」に移行）

間接業務に関して、地域別の業務集約と
BPOを活用した業務プロセスの標準化に
より「複製型モデル」を志向

漸進的な改革の中で業務統合の
拠り所となる「標準」をつくる

被買収企業の優れた業務を順次取り込み
ながら、業務統合の拠り所として業務共
通部品を確立

拠り所となる業務標準を、アウトソース
によりブラックボックス化させないため
の各種の工夫を実施

ローカル固有業務として改革対
象外の範囲を定める

業務共通部品をグローバル全体で一律に
適用するのではなく、各国の成熟度に合
わせて段階的に適用

「ローカルルーツ」とする業務を考慮。
当該業務はローカルに任せつつ、グロー
バル全体で業務プロセスを標準化

注）BPO：ビジネスプロセス・アウトソーシング（業務プロセスの外部委託）
出所）各種公開資料および関係者インタビューなどより作成
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商品ブランドのこうした地域間流通を実現
するには、生産（醸造）拠点と販売拠点の間
で在庫や出荷・着荷スケジュールなどの情報
を緊密に連携させることが不可欠である。ま
た、世界中に拡大する生産（醸造）拠点との
間で、グローバル本社側から製品の品質管理
面などに関し情報を連携させることも欠かせ
ない。

こうした理由からABインベブは、被買収
企業の商品ブランドやビジネスモデル、およ
びその下地となる業務プロセスは変えずに、
各地域間やグローバル本社と各国拠点間の業
務連携の仕組みを構築する「調整型モデル」
でグローバル展開を進めてきた。

　
（2）	「業務共通部品」を漸進的に確立

ABインベブでは、缶や醸造の品質管理、
財務、販売、マーケティングなどすべての業
務をカバーする業務単位ごとの「業務共通部
品」を持つ。これは、業務の基本的なフロー
や判断ルールに関する業務標準テンプレート
をグローバル本社が定義したものである。今
日では、企業の業務の大半が情報システムに
支えられているため、自社のERPシステム

（統合基幹業務システム）上に業務標準テン
プレートを整備することが多い。ABインベ
ブも同様に、ERPシステム上に業務共通部品
を整備してきた。

同社は、各国拠点で管理する生産・販売・
在庫などのデータ形式を業務共通部品上で共
通化し、業務連携のできる仕組みとして構築
してきた。

業務共通部品は、初期の段階では洗練され
ていないことも多かったが、買収した企業の
優れた業務フローを取り込む中で完成度を高

めてきた。
代表的な例が、2004年にアンベブを買収し

た際の収支管理業務の取り込みである。アン
ベブは、独自の優れたコスト管理手法を持っ
ており、これをベースに高い利益率を維持し
てきた。ABインベブはこの手法を業務共通
部品に取り入れ、被買収企業に対してはこの
手法を用いて収支管理業務の改善およびグロ
ーバル本社との連携を図っている。その結
果、前述のとおり営業利益率は32.9%に達し
ており、食品業界の中では異例の高収益企業
となっている。

このようにABインベブでは、M&Aを重
ねる中で再利用が可能な優れた業務機能を業
務共通部品に漸進的に取り込み、これを業務
統合の拠り所として確立してきた。

　

（3）	 標準化を推進してもローカル固有の	
	 環境には配慮

上述のようにABインベブは、当初は「調
整型モデル」を志向し、各国拠点間の業務連
携の仕組みの構築を優先してきたが、業務共
通部品が確立されるにつれ、それらをグロー
バルな業務標準として各国に適用することで

「統合型モデル」に移行してきた。
しかしながら、新興国、たとえばウクライ

ナやロシアなどビール事業の利益率が低い
国々では、業務共通部品のために高価なERP
システムを導入することは、費用対効果の面
から断念せざるをえなかった。また、多くの
新興国は通信環境が不十分なうえに、システ
ムのサポート人材が不足していることもあ
り、たとえERPシステムを導入したとして
も、それを十分に使いこなせる状況にはなか
った。このため同社は、業務水準やIT（情
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報技術）環境の面で成熟している先進国に提
供する完全版システムとは別に、成熟途上の
国に向けて機能を絞った廉価版システムを用
意した。さらに、ERPシステムを利用する必
要のない業務については、簡易なシステムや
マニュアルなどでの代替運用も認めている。
そして新興国の成熟度が増してきた段階で、
完全版をベースとするグローバルな業務標準
に移行するという、各国の事情に配慮した段
階的な業務改革を進めている。

　
2	 ユニリーバ

ユニリーバは、オランダと英国に本社を構
え、約190カ国に商品ブランドを展開する世
界最大級の消費財メーカーである。特に新興
国市場において積極的に展開しており、全体
の売り上げの約55%を占めている。　

ユニリーバは2005年、「ワン・ユニリーバ
戦略」を打ち出し、研究開発機能の組織再編
などと併せ、グローバル業務改革にも乗り出
した。その背景には、長らく現地密着型の経
営を続けてきたことで過度に分権化された、
典型的な「多様化型モデル」となっていた現
実があった。グローバル化の進展により組織
の複雑さや事業の非効率性が顕著となり、そ
うした体制では企業運営が徐々に難しくなり
始めたのである。

　

（1）	 地域別の業務集約とBPOを活用した	
	 業務標準化により「複製型モデル」	
	 を志向

ユニリーバは、長年の分権型の経営体制に
よりグローバル全体で重複していた人事・
ITサービス、財務、経理などの間接業務の
集約化を進めていった。

集約化の範囲はグローバル全体ではなく、
欧州や北米などの地域単位とした。これは、
業務改革を始める時点において、業務集約化
の取り組みに地域ごとで差があったことが背
景の一つと考えられる。たとえば、南米地域
では、グローバル業務改革を開始する時点
で、すでに間接業務の集約化が積極的に進め
られていた。2002〜04年には、チリやブラジ
ルでシェアードサービス・センター（以下、
SSC）が設立され、南米全体へと段階的にそ
の範囲を拡大していった。またインドでも、
2003年に大規模なSSCが設立された。一方、
欧州地域は集約化が進む南米やインドと異な
り、各拠点でそれぞれ独自の業務が展開され
るままであった。国・地域ごとのこうした取
り組みの差を踏まえて、それぞれの事情に応
じた集約化を進めた。

その後、南米やインドなどのSSCはフラン
スのキャップジェミニに売却された。欧州地
域の業務も、BPO（ビジネスプロセス・ア
ウトソーシング：業務プロセスの外部委託）
ベンダーのIBMに委託した。これらの取り組
みは、業務集約後、外部企業が持つ標準化の
推進ノウハウを活用し、業務効率化と品質向
上を迅速に進めることを狙ったものと考えら
れる。

（2）	 外部委託による業務標準のブラック	
	 ボックス化を防ぐ工夫

業務を外部委託した場合には、一般に、業
務プロセスが自社からは見えなくなりブラッ
クボックス化するケースが多い。こうした場
合、通常の業務運営では支障はないとして
も、被買収企業との業務統合などを自社主導
で進めることが難しくなるという問題があ
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る。このような事態を回避するために、日々
の業務運営はBPOベンダーに任せながらも、
業務標準のブラックボックス化を防ぐ工夫が
求められる。

ユニリーバでは、コスト削減とサービス改
善に関する長期ビジョンをBPOベンダーと
共有したうえで、定期的な会議を通じて、発
生している課題を積極的に確認し、緊密な協
調体制のもとで解決策を互いに出し合う方針
を採っている。特に、電子メールなどではな
く直接会って話すことを重視している。ま
た、業務プロセスの全体像に精通した人材を
自社内に確保し、業務プロセスを改善する際
には、こうした人材に担当させるようにして
いる。

このような地道な取り組みを続けることに
より、BPOベンダーの業務に対する理解を
深めると同時に、業務標準のブラックボック
ス化を回避するように努めている。

　

（3）	 ローカルルーツの業務と	
	 グローバル標準業務の融合

ユニリーバでは、販売する商品を、各国・
地域の消費者の生活習慣や文化に徹底的に合
わせる反面、研究開発や購買などはグローバ
ルな規模を十分に活かす「ローカルルーツ・
グローバルスケール」戦略を採用している。

そのため、たとえばマーケティングの実務
などは、各国の現状やニーズをくみ上げるた
めに現地拠点に業務運営を任せている。

その一方で、マーケティング施策の効果指
標やマーケティングの実行プロセスは、グロ
ーバルで標準化している。業務運営はローカ
ルに残しつつも、その内容や結果をグローバ
ルで管理できるよう業務の進め方を統一する

という、バランスの取れた仕組みを構築して
いるのが特徴である。

また、同社はサプライチェーン機能の地域
単位での最適化にも取り組み、拠点間の業務
連携を強化している。つまり、「複製型モデ
ル」に続いて、連携化に向けた改革を進め、

「統合型モデル」へと段階的に移行している
のである。

Ⅳ 改革イネーブラーの整備

本特集第一論考・淀川高喜「人間力とIT
による変革の駆動」では、「変革を実現する
うえで、そのイネーブラー（変革実現に向け
た推進要素）である人間系システムと情報シ
ステムの整備を進めることが大切である」と
述べている。

グローバルな業務改革においても、第Ⅱ章
で述べた改革アプローチへの考慮だけでな
く、改革の推進要素であるイネーブラーを整
備していくことが欠かせない。実際、グロー
バル業務改革を先行して進めた企業を分析す
ると、改革過程での試行錯誤を経てこうした
イネーブラーを発展させ、改革の推進力を高
めている。最後に、改革のイネーブラーとな
る人間系システムと情報システムの整備につ
いて、要点を解説する。

1	 人間系システムの整備
人間系システムの整備とは、グローバル業

務改革を複数回経験する中で、以下の４つの
変革マネジメントに関する組織知を蓄積して
いくことを指す。

●  「プロセス」：変革実行プロセスを定め、
それに沿って変革の進行を管理する
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● 「組織」：変革を促進する組織構造や組
織運営システムを設計し導入する

● 「人材」：変革を推進できる人材を育成
し活躍させる

● 「価値観」：変革に向けて共有すべき価
値観や組織文化を醸成する

たとえば、「プロセス」であれば、変革の
実行ステップやプログラム管理の実施方法、
変革全体の整合化・計画化・組織化の実行プ
ロセスなどを整備していく。

これら４つの変革マネジメントの要素の中
で、「プロセス」と「組織」については、一
連のマネジメント手法を早い段階で体系化・
形式知化し、業務改革の都度活用し、内容を
進化させていく。ABインベブでは、業務共
通部品を適用する際の実行プロセスを記した
実務書を被買収企業に早期に整備しており、
多くのM&A案件でこれを活用しながら洗練
させている。また、M&Aの頻度が高かった
時期には、経営直轄のM&A推進専門組織が
常設され、その組織に関連部署から人材が集
められ、M&A後の業務統合を、組織を挙げ
て進める体制が構築されていった。
「人材」と「価値観」に関しては、前の２つ
に比べてより長期的な取り組みが求められ
る。「人材」については、業務改革を通じた
登用・育成により、グローバルに活躍できる
人材をいかに増やすかが鍵となる。たとえ
ば、ネスレが2000年代に行ったグローバル業
務改革では、世界標準となる業務プロセスを
定義する際に、各国拠点から中核人材400人
が集められた。これらの中核人材は、各国拠
点に戻った後にグローバル標準の業務プロセ
スを自国に導入する際の「伝道師」として活
躍したと言われる。

「価値観」については、たとえば、ユニリー
バでは前述のローカルルーツ・グローバルス
ケールの考え方を、2000年代を通じて世界中
の拠点に浸透させている。もともとは商品開
発の指針であったが、グローバル業務改革を
進めるうえでの基本方針としても活用されて
いる。

2	 情報システムの整備
前述のとおり、今日では、業務の大半が情

報システムに支えられているため、グローバ
ル業務改革を進めるうえで、情報システムへ
の考慮は避けて通れない。情報システムは、
その統合の困難さから、PMIのボトルネック
と評されることも多いが、一方で、目指す業
務の姿を具体化し、強制力を持ってグローバ
ル全体に浸透させる力があるなど、効用も大
きい。つまり、グローバル業務改革の阻害要
因にもなれば、推進要因にもなりうるという
ことである。情報システムのこうした特性を
理解したうえでそれを改革のイネーブラーと
するには、

● グローバル展開の進度に応じて、業務連
携を順次進めていくことが可能

● 多様な国・地域、被買収企業の業務に適
用させていくことが可能

──といった要件が実現できる柔軟な構造
を持つ情報システムの整備が鍵となる。

たとえば、ABインベブでは、第Ⅲ章で述
べたように業務共通部品を下支えする構造化
されたERPシステムを整備している。新興国
向けの廉価版システムについても、完全版か
ら最小限の機能を抜粋する形で構成されてお
り、システム全体の構造は保たれている。こ
うした柔軟な構造を持つ情報システムをAB
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インベブは10年以上かけて整備していったと
言われる。同社は、このERPシステムを武器
に、世界中に広がる多様な被買収企業の業務
をグローバル全体で一貫性を持った形にまと
めており、まさに情報システムを改革のイネ
ーブラーとして有効に機能させている例と言
える。
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Ⅰ　変革の本質は顧客価値の創造
Ⅱ　P＆Gの「真実の瞬間」の探求
Ⅲ　GEの「インダストリアル・インターネット」
Ⅳ　IT活用による変革の推進

C O N T E N T S

1	 さまざまな企業で、IT（情報技術）を活用した顧客価値の創造に向けたビジネスの変
革が進められている。「ビッグデータ」や「アナリティクス」など、ITの利用の仕方か
ら多様な呼び名がついているが、本質は、「自社製品に対する顧客の期待や製品の使用
状況を正確に理解し、顧客価値を創造すること」にある。

2	 実際に顧客価値を創造している代表的企業であるP&G（プロクター・アンド・ギャン
ブル）は、顧客理解を深めるために、顧客が製品を「選ぶ」瞬間や、製品を「使う」瞬
間に着目し、そこにITをうまく活用している。またGE（ゼネラル・エレクトリック）
は「使う」瞬間であるメンテナンスサービスにITを活用して顧客価値を創造し、圧倒
的な競争優位を確保しようとしている。

3	 ITを活用した顧客価値の創造に向けた変革では、戦略・方針、仕組み、組織・体制、
価値観・風土など、企業変革の重要要素を調和を取りながらマネジメントし、新たな
IT活用力を確保、向上させることが必要である。

4	 ITを活用した顧客価値の創造は、さまざまな企業で取り組まれていくと思われるが、
その企業に適した変革のアプローチ、IT活用力の確保、向上策を発見することが、競
争優位をいち早く確保するための重要成功要因となる。

要　約

ITを活用した顧客価値の創造
特集  業務統合と企業変革をITで推進する

譲原雅一 和田充弘小林賢治山本英毅
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Ⅰ 変革の本質は顧客価値の創造

企業の成長は、「顧客価値の創造」によっ
てもたらされる。それは、試行錯誤を重ねな
がら顧客に対する理解を深め、製品やサービ
スを改良・改善してこれまでにない価値を顧
客に提供し、他社では得られない深い感動を
与えることで、自社の製品やサービスそのも
のの価値を高めることによって実現される。
加えて、顧客が製品を使用する場面に自社な
らではの付加価値をつくり込み、そうした自
社の製品やサービスが、顧客にとってなくて
はならない存在となることによって実現され
る。言い換えれば、企業は、製品だけでな
く、その使用やサービスによって顧客価値を
創造し向上させなければならない。

近年は、普及してきたIT（情報技術）を活
用することで顧客理解を深め、自社製品の使
用状況を把握し、そこから付加価値をつくり
込んでいく動きがある（表１）。スマートデ
バイスやセンサーを使い、これまでデジタル
化されていなかった情報をデータとして収集
し、クラウドコンピューティングを利用して
蓄積・分析する。このような動きは、蓄積さ

れた情報の膨大さから「ビッグデータ」と呼
ばれたり、高度な分析面から「アナリティク
ス」、あるいは、新たな情報のデータ化に着目
して「デジタル化」と呼ばれたりしている。
ITの利用の仕方から、さまざまな名称がつ
いているが、その本質にあるのは、「自社製品
に対する顧客の期待や製品の使用状況を正確
に理解し、顧客価値を創造すること」である。

本稿では、顧客価値の創造に真正面から取
り組み経営危機を乗り越えたP&G（プロク
ター・アンド・ギャンブル）と、製品販売後
のサービスを向上させ、さらなる飛躍を遂げ
たGE（ゼネラル・エレクトリック）を取り
上げ、劇的な成功の底流にあるIT活用と変
革のマネジメントの要件を明らかにする。

Ⅱ P＆Gの「真実の瞬間」の探求

1	「消費者がボス」
P&Gは世界最大の日用消費財メーカーで、

「ビューティケア」「ベビー・フェミニン・フ
ァミリーケア」「ファブリック＆ホームケア」

「ヘルスケア＆グルーミング」の４つの事業セ
グメントを持ち、「パンテーン」「ウエラ」「パ

表1　ITを活用した顧客価値の創造に向けた取り組み

業種 企業の取り組み概要 企業

流通 ● 顧客情報と購買履歴を徹底的に活用し、売り上げ向上につなげる ローソン、近鉄百貨店
● 顧客のスマートフォンにクーポンを送信し、実店舗へ誘導、販売を促進する ビックカメラ、東急百貨店
● 顧客をインターネットから実店舗へ誘導し、固定客化、販売を促進する イオン

金融 ● 顧客情報や取引履歴、推測されるニーズから最適な金融商品を提案する 大垣共立銀行、横浜銀行
● 自動車の走行距離や走行状況に応じて、適正な自動車保険料を設定する 東京海上日動火災保険、損保ジャパン
● 適切な保険商品を、時と場所に応じて顧客のスマートフォンを通じて販売する（ゴルフ
保険、スキー保険など）

東京海上日動火災保険

製造 ● 製品につけたセンサーからの稼働情報をもとに製品の適正な利用を提案し、保守を適正
化して稼働率の向上を図る

三菱重工業、日立製作所、コマツ、ヤン
マー、トヨタ自動車、日産自動車、ホンダ、
ブリヂストン、パナソニックなど

● 製品につけたセンサーからの情報を公開しサービスに活用する（安全情報、交通情報など） トヨタ自動車、日産自動車、ホンダ
● センサーやスマートデバイスを通じて顧客情報を収集し、適切な製品の開発、販売に活
かす

アシックス、トリンプ

●「ツイッター」「フェイスブック」などでのつぶやきや投稿を分析し、販売促進活動の効
果を検証する

花王

● 顧客をインターネットから実店舗へ誘導し、固定客化、販売を促進する 資生堂、ファンケルなど



50 知的資産創造／2014年6月号

当レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法および国際条約により保護されています。
CopyrightⒸ2014 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. No reproduction or republication without written permission.

ンパース」「アリエール」「ファブリーズ」「ジ
レット」「ブラウン」などのブランドを有する。

2000年初頭、P&Gは既存製品の売り上げ
が鈍化し、深刻な経営危機に陥っていた。当
時のダーク・ヤーガーCEO（最高経営責任
者）は、「ストレッチ、イノベーション、ス
ピード」を方針に、組織改革、経営改革を断
行した。その方針のもとでは、高い売上目標
達成のために消費者ニーズを無視したような
製品を投入したり、高い価格設定をしたり
と、強引な製品展開を行った。しかし、こう
したさまざまな施策も功を奏すことなく、決
算予測を４カ月間で３回も下方修正し、株価
は半分に下落した。ヤーガー氏は在任期間18
カ月で辞任した。

このような経営危機の中、代わって2000年
６月にCEOとなったアラン・G・ラフリー氏
は、「消費者がボス」を掲げ、「顧客理解」を
経営のすべての起点にするという「顧客中心
経営」への原点回帰を宣言した。そして、

「買い物客が棚から製品を手に取る瞬間（『選
ぶ』瞬間）」と、「消費者が製品を使用する瞬
間（『使う』瞬間）」の、２つの「真実の瞬
間」（図１）に注目し、顧客価値を最大化す
ることで競争優位を再び獲得した。

2	 ITを活用して真実の瞬間を探求
（1）	「選ぶ」瞬間

従来P&Gは、実験用店舗に並べた製品を
被験者が選ぶ行動を観察した結果や、アンケ
ート調査を分析して、そこから製品の最適な
陳列方法を検討していた。この実験は数カ月
に及び、検討すべき棚割方法も限られていた。

現在は、陳列した製品を巨大なスクリーン
上に映し出し、被験者の心拍数、発汗状態、
目や手の動きをセンサーで捉える実験を行っ
ている。要する期間は１週間、検討すべき棚
割方法は被験者に応じて変更可能になってい
る。P&Gはこの仕組みを「バーチャルスト
ア」と呼び、「バイオメトリクス」注1「キネ
クト」注2などのITを活用している。

（2）	「使う」瞬間

これも、当初は実験の場を用意して、被験
者に自社製品と競合製品を比べて使ってもら
い、その行動の観察結果、もしくはアンケー
ト調査から分析し、製品そのものやパッケー
ジデザインなどの改良に役立てていた。実験
には数カ月を要するため、年に数回しか実施
できなかった。

現在は、製品を実際に使用している現場に

図1　P&Gが行った2つの「真実の瞬間」の探求

●　巨大なスクリーン上に製品を陳列（棚割を
変更可能）

●　被験者がスクリーンで選ぶ時の心拍数、発
汗状態、目や手の動きを把握・分析

●　従来と比べ実験期間が短縮

「選ぶ」瞬間 「使う」瞬間「買う」瞬間

バーチャルストア リアルタイムサーチ

●　被験者の家庭など、製品の使用現場にビデ
オカメラを設置し、使用法や被験者の反応
を収集・分析

●　自社製品と競合製品を比べてもらうことも
可能

●　カメラに加えて、映像圧縮や画像解析でIT
を活用（実験期間を大幅に短縮）
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ビデオカメラを設置し、使い方や使用者の反
応を撮影して分析している。多くの消費者の
生の使用状況を把握できる、「リアルタイム
サーチ」と呼べる仕組みを、P&Gは小型遠
隔監視カメラ、映像圧縮、画像解析などの
ITを活用して構築した。

3	 顧客価値創造の仕組み
（1）	 顧客理解のための中枢組織CMK

前節の２つの「真実の瞬間」から収集され
る新たな情報と、POS（販売時点情報管理）
や競合他社の販売実績などの情報は、P&G
の一部門である「CMK（コンシューマー・
アンド・マーケット・ナレッジ）」が分析す
る。CMKは1924年にマーケットリサーチを
目的に設立され、現在は、グローバルで1400
人が在籍している。心理学、文化人類学、経
済学などの専門家のほかに、分析すべき情報
が膨大、多様、かつ複雑なため、データ解析
や統計分析の専門家もいる。CMKは、消費
者がP&Gブランドに抱く印象や、同社がタ
ーゲットにすべき消費者を明確化し、パッケ
ージデザインや棚割方法を策定する。また、
販売量や利益の予測、消費者の満足度の推
定、期待が満たされなかった場合の対応方法
の策定までも行う。

P&Gは、ブランド別（パンパース、アリ
エール、ダウニーなど）に責任者がおり、そ
の下に各ブランドのマーケティングや販売、
R&D（研究開発）の各担当者が配されてい
る。CMKは、各ブランドのこうした担当者
とさまざまに協働しつつも、各ブランドから
独立して客観的な分析に努めることで、顧客
理解を深め、各ブランドの成長と競争優位を
確立するための施策を提案する。ブランドに

所属するマーケティング担当者は、ブランド
責任者の意向に即してマーケットデータを加
工してしまうおそれがある。すなわち、ブラ
ンド責任者の「ガッツ」（日本流に言うと

「経験と勘と度胸」）に受け入れられやすい販
売計画をつくってしまう傾向がある。CMK
は、このような恣意性が含まれないようにす
るために、ブランドに所属せず、IT経由で
直接入手したデータに基づき、「インサイト

（洞察）」を提供する。

（2）	 顧客理解をIT面から支えるGBS

P&Gの顧客理解をIT面から支えるのは、
「GBS（グローバル・ビジネス・サービス）」
である。GBSは1990年代後半に、当時肥大化
していたP&Gの本社および各国現地法人の
人事、経理、購買、設備管理、ITなど一般
的にはコーポレート機能が提供するサービス
業務を分社化して設立された、グローバルな
シェアードサービス会社である。2000年代
に、ITのサービス業務の中でシステムの維
持・保守等の定常的な業務はアウトソーシン
グされ、GBSは経営やブランド責任者の意思
決定とその実行、ITの実装と利用、業務改
革を支援する「インフォメーション・アンド・
デシジョン・ソリューション」部門となった。

GBSは、①P&Gが顧客理解を深めるには
どのような顧客接点でどのような情報のやり
取りをすべきか、②そこで利用できるITに
はどのようなものがあるか、を検討し実現し
てきた。これには、「カスタマー・ジャーニ
ーマップ」注3や「サービス・ブルー・プリ
ント」注4のような手法が活用されている。ま
た、各ブランドの担当者やCMKは、利用可
能なITについての評価を四半期ごとに実施
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している。こうした検討の成果が、「選ぶ」
瞬間を捉えるためのバーチャルストアや、

「使う」瞬間を捉えるためのリアルタイムサ
ーチとなった。IT活用によって集められた
こうした情報やPOS情報を、各ブランドの担
当者、CMK、GBSが共有し、一体となって
解決策を検討する。

4	 顧客価値創造の推進
（1）	 顧客重視の風土に合った方向づけ

P&Gは、ヤーガーCEO時代の技術偏重の
製品開発や、無理な成長目標およびマネジメ
ントの失敗により顧客を失った。その反省か
らラフリーCEOは、顧客理解に基づく製品
開発、市場動向の客観的な分析に基づく成長
目標の設定およびマネジメントへと方向を転
換し、「消費者がボス」「真実の瞬間」という
方針を打ち出した。現在のP&Gの企業目的
は、「世界の消費者の生活を向上させる、優
れた品質と価値をもつP&Gブランドの製品
とサービスを提供します」（P&Gのウェブサ
イトより）となっている。

P&Gの顧客重視を象徴するCMKが1924年

に設立された組織であることはすでに述べ
た。顧客起点の組織風土、市場を知り顧客理
解を深めることこそが、自社の成長を促す根
本であるという同社の価値観は、約100年に
も及ぶ同社の歴史的産物と考えることができ
る。すなわち、「消費者がボス」「真実の瞬
間」とは、P&Gにもともとあった顧客重視
の組織風土に根差したものだったのである。

（2）	 挑戦と試行錯誤

P&Gは「コネクト・アンド・ディベロッ
プ」というイノベーションに取り組んでいる
ことでも有名である。これは、企業の枠を超
えて技術や知的財産を持ち寄り、製品開発、
パッケージ開発、製造技術開発、マーケティ
ング方法などのイノベーションを迅速に実施
する、P&G流の試行錯誤の仕組みである。
これによってP&Gは、さまざまな新製品を
世に送り出してきた。

たとえばP&Gは、「プリングルズ」という
ポテトチップスを扱っていた。米国では、こ
のポテトチップスにクイズなどの文字やキャ
ラクターをプリントしているが、P&Gの自

図2　P&Gの業績推移（売上高および営業利益、連結ベース）

注）Annual Reportによって、数値が異なっているケースがある
出所）P&G「Annual Report」
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社内にこうした技術がなかったため、同社は
ウェブを活用して世界中から解決策を募集し
た。その結果、イタリアのパン屋のアイデア
と技術が採用され、その後のヒット商品とな
った。

このコネクト・アンド・ディベロップは、
イノベーションを推進するP&Gのエンジン
であることに加え、社内に「挑戦と試行錯
誤」を奨励する組織風土を醸成している。

　
5	「真実の瞬間」の探求による成果

顧客価値創造の方針を打ち出し、コネク
ト・アンド・ディベロップなどの仕組みをつ
くり、CMKやGBSの組織を整備し、ブラン
ド（現場）とのクロスファンクショナルな協
業を推進した結果、ラフリー氏のCEO就任
以降、P&Gの売上高はほぼ毎年増加を続け、
2003年から13年の10年間で、売上高は約２倍
になった（図２）。

これらの施策はマーケティングコストの削
減にも寄与した。P&Gは年間約４億ドルか
けて、500万人を対象にしたマーケティング
調査を実施している。バーチャルストア、リ
アルタイムサーチにITを活用したことによっ
て、マーケティングコストや時間を大幅に削
減できた。効果を確実に刈り取りながら、顧
客理解を着実に深めていることがうかがわれ
る。

Ⅲ GEの「インダストリアル・
 インターネット」

1		「製造業回帰」とメンテナンス
	 サービスへの着目

GEは主に電気機械製品を製造・販売する

世界最大の複合企業で、航空機用エンジン等
の航空事業、発電機用タービン等の電力事
業、MRI（磁気共鳴画像）やCT（コンピュ
ーター断層撮影）装置等の医療事業、石油や
ガスの採掘機等のエネルギー・社会インフラ
関連事業および金融事業等からなる。

2008年のリーマン・ショックにより金融部
門が大きな打撃を受けたことから、その後

「製造業回帰」を掲げ、産業部門を拡大する
方向に舵を切った。世界経済が減速する中、
それまで注目されていなかった製品納入後の
修理や交換部品の販売に焦点を当てること
で、売り上げ、利益の拡大を図ろうとした。
すなわち、GE製品の付加価値を高め、顧客
との緊密な関係をより強化しようと、同社は
メンテナンスサービス、P&G流に言えば

「『使う』瞬間」に焦点を当てたのである。

2	「インダストリアル・
	 インターネット」とは

GEは2012年、自社製品をネットワークで
つなぎ製品の稼働率を最大化するサービス、

図3　GEのインダストリアル・インターネット

出所）日本GEのウェブサイトより引用
　　　（http://www.ge.com/jp/images/1355387813862_1.gif）
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「インダストリアル・インターネット（Industrial 
Internet）」を発表した。このサービスは、
GE製品の稼働状況を監視すると同時に、そ
のデータを収集・分析し、製品の資産効率・
稼働率を高めて顧客のコスト削減に寄与し、
ひいてはGEへのロイヤルティを向上させる
ことを狙いとしている（前ページの図３）。

航空事業を例に説明すると、GEは自社製品
の航空機用エンジンにセンサーを取りつけ、
その稼働状況を収集する。このデータを分析
することで、操縦方法や運行経路、メンテナ
ンスを効率化して稼働率を高め、燃料費を下
げるなどの提案をする。航空会社がこれを実
行すれば、自社資産の有効活用およびコスト
削減が図れる。GEの試算では、航空業界に
は全体で約220億ドル（約２兆2000億円、１
ドル＝100円で換算）の燃料費削減の余地が
あるという。航空会社がこうした仕組みを構
築・運営するのではなく、エンジンメーカー
であるGEが、顧客である航空機メーカーを
飛び越え、最終利用者である航空会社のため
にサービスを提供しているのである。GEは、
航空事業だけではなく、電力、医療、鉄道、
石油・ガスの各事業でも、同じ考えに基づい
た同質のサービスを展開している。

3	 顧客価値創造の仕組み
（1）	 強力で加速度的かつオープンな推進体制

インダストリアル・インターネットの実現
のために、ジェフリー・R・イメルト会長兼
CEO（以下、CEO）は各事業部門の研究開
発セクションから人材と予算を集め、事業か
ら独立した推進組織を設置した。各事業部門
に人材と予算が分散していると集中投資がで
きず、変革のスピードも遅くなるからである。

ただし、GE内だけでは経営資源が不足し、
変革はできない。そのためイメルトCEOは、
外部資源を活用することにした。たとえば、
大量のデータを処理するインダストリアル・
インターネットでは、ハードウエア環境を十
分に整えなければならない。そこでGEは、
クラウドコンピューティングの事業者でもあ
るアマゾン・ドット・コムと提携している。
また、大量のデータをより高速で分析するた
めに、インメモリ・コンピューティング技術
に強いピボタル（Pivotal）とも組んでいる。

さらに、顧客に最も優れたソリューション
（課題解決策）を提供するため、収集したデ
ータをネット上に公開し、案件によっては数
十万ドル（数千万円）の賞金を懸けてソリュ
ーションを公募しており、そのウェブサイト
を運営するカグル（kaggle）ともアライアン
スを結んだ。加えて、自社が持つ数千もの特
許や新技術をネット上に公開し、顧客価値を
創造するためのアイデアを集めている。その
アイデアに基づいて特許・新技術が製品化、
販売された場合、販売収益の10〜30％がアイ
デア提供者に還元される。これによりGEは、

「死蔵」していた特許・新技術を短期間・低
コストで収益に結びつけることができるよう
になる。そのウェブサイトを運営しているの
がクァーキー（Quirky）である。

（2）	 顧客や取引先の巻き込み

とはいえ、インダストリアル・インターネ
ットにも落とし穴がある。エンジンが故障す
れば航空機は運航できないが、空調が故障し
ても運航できない。航空会社は航空機を運航
して収益を得ることが目的であり、エンジン
だけが重要なのではない。つまり、GE一社
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で顧客の資産全体の稼働率を向上させること
はできないのである。最も重要なのは、航空
機全体、顧客の資産全体の稼働率向上である。
そこで、顧客をより深く理解し、顧客にとっ
て最適な製品・サービスを提供するには、顧
客および取引先の巻き込みが重要になる。

GEは中でも顧客の巻き込みに積極的で、
ブラジル大手の格安航空会社GOLと共に、
燃料費の削減、二酸化炭素排出量の削減を実
現した。韓国の電力会社である韓国南部発電

（Korean Southern Power）でも、発電機器
を監視し、電力需要および燃料供給状況に応
じて、発電量と発電場所をリアルタイムに調
整することでコストを適正化した。GEは、顧
客と共同で達成したこうした個別の変革を顧
客相互で共有してノウハウを積み上げ、GE
へのロイヤルティ向上を図るためのカンファ
レンス「Minds+Machines」を開催している。

また、GEは提携を促進するための仕組み
も構築した。「GEセンター・フォー・グロー
バル・イノベーション」と呼ばれる拠点を開
設し、顧客や取引先、大学、行政機関などと
協業を促進するなど、オープンかつ加速度的
な企業変革を続けている。

GEは2014年、コマツとの合弁会社設立を
発表した。コマツが、鉱山機械や建設機械の
稼働状況を遠隔監視し、顧客の資産効率を向
上させる「KOMTRAX（コムトラックス）」
で培ってきた技術と、GEの電気駆動システ
ムやバッテリーなどの技術を組み合わせ、次
世代の鉱山機械を開発することが狙いである。

4	 顧客価値創造の推進
（1）	「顧客第一」「技術重視」

イメルトCEOは就任当初から、ビジネス

を成功させるには、何よりも「顧客第一」か
らスタートすべきであり、顧客ニーズを予測
してそれに合致するような製品やサービスを
つくり上げなければならないと考えていた。
そこでGEは、自社の持つ創造力をそれまで
以上に強化し、顧客が抱える問題を解決する
ことに焦点を当てた。

また、同CEOは「技術重視」も鮮明に打
ち出した。「テクノロジーとイノベーション
はGEのイニシアチブの要です。テクニカル・
リーダーシップにより、利益率の高い製品を
生み出し、競争に打ち勝ち、新しいマーケッ
トをつくり出すことができます」と明言した

（2003年日本語版アニュアルレポート）。
そこで研究開発予算を倍増した。これは産

業部門の売上高の５〜６%に相当した。ま
た、それまで中央研究所を準収益事業と位置
づけていたことから困難だった長期的な調査
研究も奨励した。その中核を担うグローバ
ル・リサーチ・センターを、米国、ドイツ、
中国、インド、ブラジルなどに新設して特許
出願を奨励した。その結果GEは、米国特許
出願数ランキングの上位に返り咲いた。

GEは、2011年のアニュアルレポートで初
めて、インダストリアル・インターネットの
推進を掲げた。2012年の同レポートでは主要
なテーマの一つに「ソフトウエア」を取り上
げ、ソフトウエアと分析分野に大規模な投資
をし、製品、リアルタイムデータ、ソリュー
ションに関する分析を、GEの新たなコアコ
ンピテンシーにすると表明した。これを受け
てカリフォルニア州にソフトウエアおよび分
析関連のCoE（Center of Excellence）を設
立し、幅広い人材を確保し始めている。今後
は、データの抽出・分析機能を備えたよりス
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マートな機器の開発を重点的に進め、GEを、
顧客の生産性を飛躍的に向上させる「巨大エ
ンジン」へと生まれ変わらせようというので
ある。

（2）	 サービス重視の組織風土醸成

GEの変革の源流は1997年に遡ることがで
きる。同年のGEのアニュアルレポートで、
当時のジャック・ウェルチ会長兼CEOは、

「われわれは高品質な製品を販売するグロー
バル・サービス・カンパニーである」と宣言
し、サービスの重要性に言及している。ま
た、事業部門を超えた直轄のサービス事業開
発体制として「サービスカウンシル」を設立
し、研究開発費の約10%を割り当てて中央研
究所を活用した取り組みを進めた。

現場では、「シックスシグマ」の考え方に
基づくオペレーションの効率化にも努めた。
サービスオペレーションを「バーチャル生産
ライン」と捉え、業務の標準化と新しい知恵
の伝搬を図った。これが製造業の現場にサー
ビスの重要性を根づかせる契機となったと思
われる。

そして、製品とサービスをパッケージにす
ることで顧客に訴求していった。前述の航空
事業では、製品とメンテナンスサービスをパ
ッケージにして提供するビジネスを推進し
た。そのほかにも、財務力を活かしてメンテ
ナンスサービス企業などを買収し、外部のノ
ウハウや体制を吸収することで、自社製品だ
けでなく、他社製品にもメンテナンスサービ
スの範囲を拡大した。航空事業や電力事業、
医療事業では遠隔監視システムを早々に導入
し、これによって製品の故障率が低下すると
して、顧客の保険料を引き下げた。

こうした取り組みによってGEの航空事業
は、当時、航空機用エンジンで首位だったプ
ラット・アンド・ホイットニーを追い抜いた。
GEは、売り上げ、利益拡大、競争優位を確
保するために、製品のメンテナンスサービス
に着目したこと、同サービスの効率化のため
に遠隔監視システムを導入したこと、機器へ
の保険料を下げたことなど、サービス重視の
施策を積み重ねることによって、それがイン
ダストリアル・インターネットに結実した。

5	 インダストリアル・インターネット
	 による成果

イメルトCEOの強いリーダーシップが、
インダストリアル・インターネットというビ
ジョンの提示、研究開発部門の集中化などに
よる推進体制の強化、顧客や取引先を巻き込
んだ変革を可能にした。これら矢継ぎ早の施
策によって、売上高は横ばいであるものの、
GEの営業利益はリーマン・ショック前の水
準にまで回復した（図４）。また対売上高営
業利益率を向上させた。
「1960年代、パンナムには２つの路線があっ

図4　GEの業績推移（売上高および営業利益、連結ベース）

出所）GE「Annual Report」
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た。一方は東回りで世界を一周し、一方は西
回りで世界を一周する。それぞれ４日間かか
った。そのため航空機は４日ごとにメンテナ
ンスしていた。今日、すべての航空会社は４
日ごとに航空機をメンテナンスしている。と
いうのも、そうあるべきだと考えているから
だ。技術上の理由は何もない。パンナムが世
界を５日で就航する路線を組んでいたら、こ
の数は４日ではなく５日であっただろう」。
これは、元パンナムのメンテナンス責任者の
言葉である。

米国のFAA（Federal Aviation Authority：
連邦航空局）が航空機のメンテナンスに対す
る規制を制定した際、それはパンナムのルー
ルを取り入れたものだったとその元パンナム
のメンテナンス責任者は述べている。現在の
法規制が、エンジニアリング上の仕様や科学
を根拠としたものでないことを知る人は少な
い。稼働状況をセンサーで監視し、不具合の
予兆を的確に捉えて故障を未然に防ぐことが
できるようになれば、「定期点検」にかける
コストが削減でき、航空機という資産をさら
に有効に使えるようになる。ここに、コスト
削減と売上拡大の機会が潜んでいる。

技術的根拠に乏しいこのような法規制は航
空事業だけではない。電力、医療、鉄道、石
油・ガスなど、さまざまな事業に存在し、こ
れらを変えることで、ビジネス機会を拡充で
きるかもしれない。ただし、こうした規制を
変えることができるのは、大手の航空会社や
電力会社、医療機関、鉄道会社、石油会社で
あり、しかも多くは時間がかかる。インダス
トリアル・インターネットの真の力が発揮さ
れるかはこれからにかかっているのではない
だろうか。

Ⅳ IT活用による変革の推進

1	 変革の王道を行く２社
これまで論じてきた２社のITを活用した

顧客価値創造に向けた変革のアプローチは、
いわゆる企業変革の方法論の鉄則を徹底した
ものとなっている。

P&Gでは、ラフリー氏のCEO就任ととも
に変革が始まり、「消費者がボス」「真実の瞬
間」を方針として明確化した。コネクト・ア
ンド・ディベロップの仕組みを構築して「挑
戦と試行錯誤」を奨励した。P&Gにもとも
とあった顧客重視の組織風土をうまく再活用
し、それをコネクト・アンド・ディベロップ
によって変革したのである。そして、CMK
を中心にP&Gの持つマーケティングの能力
を最大限に活かし、GBSが、それまでに蓄積
してきたIT活用力をさらに伸ばしていった。

一方、GEでも、イメルト氏のCEO就任後
は、「顧客第一」「製造業回帰」「サービス重

表2　P&GとGEの変革のアプローチ

P&G GE

変革時の
リーダー

● アラン・G・ラフリー氏CEO
就任

● ジェフリー・R・イメルト氏会
長兼CEO就任

戦略・
方針

●「消費者がボス」「真実の瞬間」
→価値観に合った方向づけ

● 「顧客第一」「技術重視」
● 「製造業回帰」「メンテナンス
サービスへの着目」

● インダストリアル・インター
ネット
→顧客ニーズに合った方向づけ

仕組み ● コネクト・アンド・ディベロッ
プ
→「挑戦と試行錯誤」の奨励

● 航空、医療等の事業での成功
→一部事業での先行成功事例づ
くり

組織・
体制

● ブランドから独立したCMK
→ファクトベースの分析力

● R&D組織と予算の集中化
→推進力の確保
● 顧客、取引先の巻き込み
→抵抗勢力の抑え込み・勢い確
保

IT活用 ● 事業貢献を目指すIT組織GBS
→幅の広い技術の目利き力

● 外部とのアライアンス
→不足するIT活用力の確保

価値観・
風土

● 顧客重視 ● 技術に加えて、顧客とサービ
ス重視

注）CEO：最高経営責任者、CMK：コンシューマー・アンド・マーケット・ナレッジ、
GBS：グローバル・ビジネス・サービス、R&D：研究開発
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視」の方針が打ち出された。GEも、もとも
と同社にあった技術重視の風土はそのまま
に、シックスシグマの活動などでサービス重
視の風土を根づかせた。航空や医療事業では、
インダストリアル・インターネットに通じる
変革の胎動が先行して始まった。ここでは研
究開発組織や予算を再編成し、外部とのアラ
イアンスを推進し、インダストリアル・イン
ターネットに必要なIT活用力を素早く構築
した。そして、顧客や取引先をも巻き込んで
変革が一気に展開された（前ページの表２）。

2	 焦点は製品のサービス価値向上
２つの企業の顧客価値創造に向けた変革

は、製品そのものの価値に加えて、顧客が自
社製品を使用することでのみ獲得できる価値
やサービス価値を向上させることを目指して
いる（図５）。

P&Gは「選ぶ」瞬間と「使う」瞬間の２
つの「真実の瞬間」に着目した。使う瞬間と
は、製品の持つ使用価値、サービス価値に着
目したことにほかならない。さらに、リアル
タイムサーチを使って製品の使用価値を高め

ている。
GEは技術重視に加えて、サービス重視の

組織風土をつくり上げた。そして、製品とサ
ービスをパッケージとした航空事業での成功
をもとに、すべての事業でインダストリア
ル・インターネットを展開している。

さらにGEは、「製品を販売して報酬を受け
取る」のではなく、「製品の使用時間に応じ
て報酬を受け取る」方法に変更した。報酬が
使用時間や使用価値に基づくようになると、
GEは不測の故障を回避して使用時間を確保
することに努め、顧客も故障による時間のロ
スをなくして資産の稼働率を高め、売上拡大
できることで利害が一致する。その結果、
GEの売上高に占めるメンテナンスサービス
事業の比率は40%となり、営業利益に占める
比率は80%に近づいた。世界ナンバーワンの
製造業が「サービス」を重視しているのであ
る。

イメルトCEOは、「Minds+Machines 2013」
の基調講演で、「GEは、顧客の観点で、成果、
システム、資産の最適化、企業全体での最適
化を行っていることを、強調したい。これは
サービス・ビジネスの革新である」と述べて
いる。

3	 サービス重視の顧客価値創造の
	 流れ

顧客価値の創造が企業の使命であり、競争
優位を築く有効な手段である。その顧客価値
の一つである使用価値は、顧客理解を深める
ことで高まる。そうした顧客理解を深める仕
組みが、ITによって提供・活用できるよう
になった。具体的には、これまで企業は製品
を売るのみで、「生の使用現場」を知ること

図5　P&GとGEの変革の焦点

製品そのものの価値
（製品の交換価値）
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はできなかったが、センサーやGPS（全地球
測位システム）、スマートフォン、インター
ネットによって、多くの「生の使用現場」を
把握できるようになった。そして、そのよう
なセンサーやGPSなどと相性のよい財を扱う
業種で、サービス重視の顧客価値創造の流れ
が始まった。

ITは今後さらに進化し、安価になり、よ
り一層さまざまな生活空間に入り込んでく
る。ITを活用した顧客価値創造の取り組み
がさまざまな業種で進んでいくであろう。サ
ービス重視の顧客価値創造のために、自社に
最適な変革のアプローチをつくり出し、実行
することが重要である。

注

1 指紋や声紋など生体的特徴を利用した本人認証の
ための技術や、姿勢、脈拍を計測するための技術

2 身体の動き、ジェスチャーを認識するための技術
3 顧客が製品を購入する、あるいはサービスを利

用する時の行動や思考、感情などを視覚化し、
企業が顧客に提供するサービスのタイミングや
方法を検討するための図

4 カスタマー・ジャーニーマップに、企業内の関
連組織やシステムの動きを含めて可視化した図

参 考 文 献

1 淀川高喜『実践IT戦略論──肥大化するシステ
ムを超えて新たな事業価値を創造する』日経BP
社、2013年

2 野村総合研究所システムコンサルティング事業
本部『図解 CIOハンドブック 改訂４版』日経
BP社、2012年

3 日経BPビッグデータ・プロジェクト『ビッグデ
ータ総覧2013』日経BP社、2013年

4 P&G「アニュアルレポート」1999〜2013年
5 P&Gウェブサイト
6 A・G・ラフリー、ラム・チャラン著、斎藤聖美

 訳『ゲームの変革者──イノベーションで収益
を伸ばす』日本経済新聞出版社、2009年

7 http://consumergoods.edgl.com/case-studies/
P-G-Shapes-the-Store75556

8 P&G関係者へのNRIインタビュー（2013年）
9 GE「アニュアルレポート」2002〜12年
10 GEウェブサイト
11 Peter C. Evans, Marco Annunziata「インダス

トリアル・インターネット──人と機械の境界
が融合する」GE、2012年11月26日

12 Marco Annunziata, Peter C. Evans “The 
Industrial Internet@Work,”GE, 2013年

13 http://www.kaggle.com/ 
14 山崎良兵「GE、『モノ作り』シフトで日本とタ

ッグ──コマツ、ホンダに加え、中小企業から
は“ 技 術 公 募 ”」 日 経 ビ ジ ネ ス オ ン ラ イ ン

（http://business .nikkeibp.co . jp/art ic le/
topics/20140204/259309/）2014年２月５日

15 インダストリアル・インターネット関係者への
NRIインタビュー（2013年）

著 者

譲原雅一（ゆずりはらまさかず）
戦略IT研究室長
専門は情報、IT組織戦略

山本英毅（やまもとひでき）
戦略IT研究室主任コンサルタント
専門はシステムグランドデザイン、プロジェクトマ
ネジメント、ITの戦略的活用に関する調査・コンサ
ルテーションなど

小林賢治（こばやしけんじ）
IT基盤事業推進部上級ITアーキテクト
専門は先端ITの研究開発、企業への適用、基盤設計

和田充弘（わだみつひろ）
システムコンサルティング事業本部事業企画室上級
研究員
専門はIT戦略、事業戦略



60 知的資産創造／2014年6月号

当レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法および国際条約により保護されています。
CopyrightⒸ2014 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. No reproduction or republication without written permission.

価値創出のためのITガバナンス
「 I T 活 用 実 態 調 査 （ 2013年 ）」 の 結 果 か ら

有賀友紀

Ⅰ　ITへの期待と創出価値の変化
Ⅱ　国内企業のIT投資の現状
Ⅲ　価値創出に向けたIT投資
Ⅳ　今日のIT投資における課題
Ⅴ　デジタル化時代のITガバナンス

C O N T E N T S

1	 企業のIT（情報技術）活用の焦点は、従来のような個別の間接業務の効率化投資から、
全社規模での業務プロセスの標準化・統合、商品やサービスの革新といった変革投資へ
と移りつつある。

2	 野村総合研究所（NRI）で例年実施している「ユーザー企業のIT活用実態調査」の2013
年の分析結果からは、ボトムアップ型の合意形成に頼り、変革投資が思うように進まな
い日本企業の現状が垣間見える。

3	 ITによって変革を実現しようとしている企業では、ITにかかわる意思決定に経営が関
与する度合いが高い。また、IT投資の内容を可視化し、かつ予算の制約の中で変革投
資に高い割合を振り向ける努力を続けている。

4	 ただし、全社的なデータやプロセスの標準化、ITによる新しい事業モデルの創出は現
場との摩擦が生じやすいテーマであり、「現場力」の高さを武器にしてきた日本企業に
とってはハードルの高い課題である。経営のリーダーシップのもとで事業とITの双方
を連携させることが求められる。

5	 経営者は自らをITガバナンスの主体と定め、価値創出の観点からIT投資とその効果の
可視化を求めるとともに、ITによる変革が円滑に行われるよう、組織と人の配置を検
討する必要がある。

要　約

特集  業務統合と企業変革をITで推進する
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Ⅰ ITへの期待と創出価値の変化
 

IT（情報技術）への投資が生み出す価値
については、過去、さまざまな識者による議
論がある。企業にコンピュータが導入された
1960年代以降、記録や転記、集計といった作
業が自動化されたことには疑いの余地がな
い。しかし、それらが現実の価値創出につな
がるかどうかは、常に議論の対象だった注1。

たとえば、米国ゼロックス（Xerox）の
CIO（最高情報責任者）であったポール・ス
トラスマン氏は1990年の著書で、「IT投資の
額と企業の財務成績の間には相関が見られな
い」と指摘しつつ、「ITの価値は間接業務の
生産性向上に現れる」と主張した。ストラス
マン氏はまた、生産性向上の要件として肥大
化した管理組織にメスを入れる必要性がある
ことも指摘している。

2002年には米国MIT（マサチューセッツ
工科大学）のエリック・ブリニョルフソン氏
が、「IT投資とともに人材や組織風土といっ

た無形資産への投資を行うことが企業価値向
上に結びつく」という結果を、株価などの定
量分析から導き、注目された。

しかし、2003年にはニコラス・カー氏が
「IT Doesn't Matter」と題して、「ITは誰も
が使えるインフラ技術となっており、競争優
位には結びつかない」という主張を展開し論
争の的となっている。逆説的ではあるが、今
日の議論の焦点は、ITが事業そのものを革
新し、競争優位を実現できるかどうかという
点に移っていると言えるだろう。

技術の観点で見ると、当初の情報化は紙の
伝票や帳簿をEDP（電子データ処理）に置
き換えただけのものだった。しかし、1990年
代になると、業務プロセス改革や、経営情報
の可視化に焦点が当たるようになる。同時
に、企業全体の経営資源を統合管理するERP
パッケージの普及が進んだ。

さらに今日では、GE（ゼネラル・エレク
トリック）の「インダストリアル・インター
ネ ッ ト（Industrial Internet）」 構 想 等、IT

図1　ITに期待される価値の変化

注）ERP：Enterprise Resource Planning、IT：情報技術

●　ITに期待される価値は時代とともに変化
●　従来のITも残り続ける（競争優位にはつなが
らないが、コストとして残存）

●　目的ごとのバランスを考慮したポートフォリ
オが必要とされる

ビジネスの
変革

ビジネスの
維持

IT投資の配分

1970～80年代 1990年代 2000年代

製品・サービスの革新
顧客接点強化

情報、プロセスの統合
経営管理の高度化
（ERPの導入など）

効率化、間接業務の生産性向上

EDP
（電子データ処理）

一段落し、現在では
コモディティ化

（競争優位につながらない）
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を活用して商品やサービスなど事業そのもの
のあり方を革新する企業の事例も目立つよう
になってきた（前ページの図１）。

このような流れの中で、ITを管理するう
えでの考え方も変化している。かつてのよう
な事務作業の効率化は現場主導でも解決でき
る問題だが、全社にわたる最適化や、事業そ
のものの革新には、経営トップの関与による
意思決定が不可欠である。

また、目的に応じたIT投資の配分も必要
となる。企業活動の維持には必要であるが競
争優位の獲得にはつながらない従来型の情報
システムを維持していく費用と、経営管理の
スキームを変える、あるいは新しい事業スキ
ームを構築するための投資とを区別し、最適
なポートフォリオを構成する必要がある。

Ⅱ 国内企業のIT投資の現状

1	 IT投資の目的と配分
野村総合研究所（NRI）が、企業のCIOま

たはCIOに準ずる役職者を対象に毎年実施し
ている「ユーザー企業のIT活用実態調査」

（以下、「実態調査」）では、IT投資の内訳
や、IT投資に関する意思決定のあり方につ
いていくつかの設問を設定している。

IT投資の配分についてはその用途から、
「基盤関連費用」「業務効率目的のアプリケー

ション関連費用」「情報活用目的のアプリケ
ーション関連費用」「戦略的な目的のアプリ
ケーション関連費用」の４つに区分して設問
を設定している。2013年の「実態調査」の結
果注2では、投資額の全体に占める比率の平
均が、それぞれ50.2％、27.4％、12.8％、9.6％
となった（有効回答数：N＝523、以下、Nは
無回答などを除いた有効回答数）。アプリケ
ーション関連費用の中では「業務効率目的の
アプリケーション関連費用」の投資が半分以
上を占めていることがわかる（図２）。

また「戦略的な目的のアプリケーション関
連費用」については、平均値が9.6％である
ものの全体の分布は低いほうに偏っており、
４%以下の企業が全体の約３分の１を占めて
いる注3。

なお、投資目的を基準に考えると、サーバ
ーやネットワークなどの「基盤関連費用」で
あっても、その一部には競争優位の獲得や事
業構造の変革を目的とした投資が含まれる可
能性がある。このため2013年より、従来の分
類方法に加えて、「ビジネスの変革」（Change 
The Business）を目的とした投資と、「ビジ
ネスの維持」（Run The Business）を目的と
した投資の２つに分類した場合の比率を尋ね
ている。

このような分類では、全回答企業の平均値
で「ビジネスの変革」が28.7％、「ビジネス

図2　IT投資の内訳

N＝523

出所）野村総合研究所「ユーザー企業のIT活用実態調査」2013年12月
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の維持」が71.3%となった（N＝500）。その
分布を見ると、おおむね半数近くの企業が、
20％から40％の間を「ビジネスの変革」の費
用に振り向けている。
「ビジネスの変革」を目的としたこうした支
出の割合は、「戦略的な目的のアプリケーシ
ョン関連費用」に対する支出の割合と低い相
関があり注4、両者にはやや近い意味合いが
あると捉えられる。ただし「ビジネスの変
革」に関する回答は、同目的の「基盤関連費
用」や一部の情報活用アプリケーションを含
むため、その比率は「戦略的な目的のアプリ
ケーション関連費用」の比率より高くなって
いると考えられる。

2	 経営層の関心と関与
ITが全社にわたる最適化や事業スキームの

変革を担うとすれば、その活用方針の決定に
は経営層の積極的な関与が求められる。「実態
調査」の結果では、46.0％の企業で、「IT活
用方針決定」を「経営トップおよびその他の
経営会議メンバー」が行っている。一方、「IT
投資案件決定」を「経営トップおよびその他
の経営会議メンバー」が行っている企業はこ
れより多く、60.5％であった（N＝598）注5。

この結果だけで日本企業の意思決定スタイ
ルを推測することは難しいが、ITの活用方
針をトップダウンで決定する企業よりも、各
部門から上げられた投資案件を吟味して判断
することで結果的にITの位置づけが決まる
という、ボトムアップ型を採る企業が多いと
も考えられる。

2013年６月に、電子情報技術産業協会が日
米双方の経営者や事業部門の責任者を対象に
実施した調査では、ITへの関心について日

米で大きな差があることが示されている注6。
米国の役職者は多くが、IT投資を「きわめ
て重要」と考えているが、日本の役職者では

「重要」または「どちらともいえない」が多
い。またITに期待する内容も、米国では「製
品・サービス開発強化」や「ビジネスモデル
変革」を挙げる回答が多いのに対し、日本で
は「業務効率化・コスト削減」に偏っている。

これらの結果を踏まえると、ITに高い関
心を持つ経営者がリーダーシップを発揮して
その活用方針を決定し、ITによる変革を推
進するというスタイルは、日本では比較的少
数であると推測される。

　
Ⅲ 価値創出に向けたIT投資

1	 投資配分と意思決定のあり方
積極的なIT活用で事業の変革を実現しよう

としている企業にとって、ITは競争優位を
生み出すための「コア技術」だと言える注7。

たとえば金融機関はその性格上、データを
処理するシステムがなければ事業が成り立た
ない。しかしITを、事業を運営するための
単なるインフラと捉えるか、競争優位を実現
するための「武器」と捉えるかは、個々の企
業によって異なるだろう。「実態調査」で
CIOまたはCIOに準ずる役職者に、ITが自社
にとって「本業を改革して自社の強みを生み
出すコアの技術」か否かを尋ねたところ、回
答企業の54.1％がITをそのような「コア技
術」と認識していた（N＝593）。

ITによって競争優位を実現しようとする
企業とそうではない企業とでは、IT投資の
内容も自ずと異なるはずである。実際に、
ITを「コア技術」と考える企業の「ビジネ
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スの変革」に対する支出割合は平均で32.6％
であり、「コア技術」と考えない企業に比べて
平均で８％ほど高い割合を振り向けている注8。
また、ITを「コア技術」と考える企業では、
経営がIT活用方針の決定に関与している割
合が51.4％と高い。一方、「コア技術」と考
えない企業では、その割合が40.1％である注9。

さらに、財務データが公開されている上場
企業を対象として、2009年度から12年度まで
の財務成績を比較すると、ITを「コア技術」
と考える企業は、「コア技術」と考えない企業
に比べて、売上高利益率の水準（４年間の平
均）が約1.4％高いことも明らかとなった注10。

これらはあくまで統計的な関連を示すもの
で、IT活用スタイルと業績との直接の因果
関係を判断することはできない。しかし日本
企業の中にも、IT活用の目的が明確で、IT
による事業革新に積極的に投資して高い価値
を生み出している「IT巧者」注11が存在する
ことは推測できる（図３）。

2	 IT投資の「巧者」の事例
「実態調査」の結果から得られるイメージを
より具体化するうえでは、国内のIT巧者と
も言える企業の実例が参考となる注12。ここ

では特に、「新たな価値創出のためのIT投
資」を、「現行の事業を継続するためのIT投
資」から区別し、明確化している例を紹介し
たい。

日産自動車では、複雑化するシステムがコ
スト高を招き、かつ経営に対するIT投資の
妥当性の説明も不足しているとの観点から、
IT予算の管理方法を見直し、システム部門
と経営や現場とのコミュニケーションを改善
した。具体的には、「新規」と「運用・保守」
という区分であったIT投資の分類方法を変え、
新規投資の中からサーバーの増強や法制度変
更への対応といった投資を除いて、事業価値
の創出に結びつくアプリケーション開発や業
務プロセス改革への投資を、「バリュー」と
定義した。新たにシステム開発を行う場合で
も、既存事業の仕組みを変えない支出はバリ
ューに含めない。そして2005年度に比べ、そ
の後の５年間でIT支出の総額を14％削減す
る一方、投資全体に占めるバリュー（変革投
資）の比率を28％から40％へ引き上げるとい
う目標を設定した。この40％は、前述の「実
態調査」の結果と比較すると非常に高い水準
と言えるだろう。

さらに日産自動車は、個々のアプリケーシ

図3　IT活用への認識と活用スタイル

注）実線矢印は調査結果において確認された関連性、点線は仮説を表す
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ョンを事業価値とコストの高低によって４象
限で分類している。コストが低く事業価値の
高いアプリケーションを維持する一方で、低
コストでも事業価値に乏しいアプリケーショ
ンは保守を凍結、将来的に廃棄する。さら
に、コストの高いアプリケーションは、機能
と技術品質の観点から分析し、改善施策を検
討する。このようなポートフォリオ管理の仕
組みによって、投資総額を抑えつつIT投資
全体での価値の増大を図ることが可能とな
り、同社は当初の支出削減目標を３年早く達
成した。2011年度からは、製品開発の強化や
サービス品質の向上など、事業価値創出によ
り直結するIT活用を推進すべく、新しい５
カ年計画を実行している。

リコーもまた、日産自動車と同様に支出総
額を抑えつつ、ITから高い事業価値を生み
出そうとしている。同社ではIT予算を「イ
ンフラ型投資」と「プロジェクト型投資」に
分類し、インフラ型投資の総枠を連結売上高
の0.75％に固定してコスト削減を追求してい
る。一方のプロジェクト型投資は投資対効果
を重視し、①現実に人員削減などに結びつけ
ることができる「実効果」を得られる投資と、
②直接の人員削減には結びつかないものの作
業時間の短縮などが可能な「仮想値」を得ら
れる投資に分け、後者については、要員の配
置転換などで実効果を刈り取るための工夫を
している。さらに、このような定量的な効果
の追求だけでなく、バランススコアカードを
応用した評価方法を開発し、定性的な側面か
らもITの事業貢献の可視化を図っている。

なお、日産自動車もリコーも、製造業であ
りながらITを使ったサービスの革新に貪欲
な企業であることに注目すべきだろう。日産

自動車は電気自動車の製品化に先鞭をつける
と同時に、車載の情報システムから収集され
るデータをリアルタイムに分析し、バッテリ
ーの充電指示や最寄りの充電ステーションの
案内などを運転者にフィードバックする仕組
みを提供している。またこうした分析結果を
顧客の同意のもとに保険会社等に提供するこ
とで、走行距離連動型自動車保険の商品化な
どに結びつける試みにも着手している。リコ
ーもまた、オフィスで利用される複合機の稼
働データを収集し、それを故障予測やトナー
配送のタイミング判断に活用しているほか、
製品仕様の決定や消耗品在庫の最適化にも役
立てている。

IT投資の管理とITによるサービス革新は
一見異なる話題のようではあるが、これらの
事例は、従来のシステムの膨大な維持・管理
費用に足を取られることなくITによる価値
創出を目指す企業が、戦略的投資をどのよう
に実現し、かつ経営の理解を得ているのかと
いう観点で、興味深い事例である。

Ⅳ 今日の IT投資における課題

1	 情報とプロセスの標準化・統合
全社レベルでの最適化や、事業そのものの

革新につながるようなIT投資では、経営層
によるリーダーシップの発揮が欠かせない。
「実態調査」の結果からは、日本企業が直面
しているこの点についての課題を読み取るこ
とができる。その一つが全社レベルでの情報
やプロセスの標準化と統合にかかわる課題で
ある。
「実態調査」では、特に統合型基幹業務ソフ
トであるERPパッケージの導入・利用に関す
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る問題認識を複数選択方式で尋ねており、す
でにERPパッケージを導入している企業と未
導入の企業とで比較すると、興味深い結果が
明らかとなった。

たとえば、導入企業でERPの問題と認識さ
れているのは、第１に、標準機能では賄えな
い「独自機能（アドオン）の開発・維持に関
わる負荷」であり、第２に、パッケージの「バ
ージョンアップに伴う負荷」、第３に「自社
の業務プロセスの変更に関わる負荷」である

（図４）。一方で、この３点に対する未導入企
業の問題認識は相対的に低い。

ERPパッケージを利用する際は、自社の業
務プロセスをパッケージの機能に合うように
変更する必要があるが、実際にはここでつま
ずく企業が多い。すなわち、自社の業務プロ
セスを変更してERPパッケージの標準に合わ
せることができず、ERPのプラットフォーム
上に独自機能を開発するため、パッケージの
バージョンアップの際には独自機能もバージ
ョンアップに合わせてつくり変えることにな
り、さらに多くの開発が必要となる、という

悪循環が生じるのである。特に、導入時のリ
ーダーシップが明確でない場合、事務局を担
うシステム部門がパッケージを利用する各部
門からの異論に対応できず、現場の要求に従
って大量の独自機能を開発した結果、ERP本
来のメリットが失われてしまうということが
起こりやすい。ERPというグローバルスタン
ダードを導入する際に、日本企業の成長を牽
引してきた「現場力」がマイナスに働いてし
まうという皮肉な例である。

そもそもERPとは、「Enterprise Resource 
Planning」の略で、生産、物流、販売、会計
といった企業のデータを統合的に管理し、経
営資源の最適化を図るところにその意味があ
る。データとプロセスを標準化することで、
実績値を分析して計画を策定し、実行し結果
を確認するというPDCAサイクルを容易にす
るところにその主眼がある。一方で現場のオ
ペレーションを担う部門にとっては、慣れ親
しんだ業務プロセスや「かゆいところに手が
届く」これまでのシステムを捨てて、ERPの

「グローバル標準」に合わせることへの負担

図4　ERP導入における問題認識（ERP導入・未導入別）
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出所）野村総合研究所「ユーザー企業のIT活用実態調査」2013年12月
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感と抵抗がある。
したがって、ERP導入の際には、それが経

営の高度化という観点からの要求事項である
ことを明確にし、事業を担う各部門がその必
要性を認識することが絶対条件となる。導入
に伴い現場のオペレーションで発生するであ
ろう課題は、業務をよく知る現場の各部門が
自らの自主性と責任において予測し、プロセ
スを適切に変更することで解決していく必要
がある。そのための体制をつくり、現場の各
部門に責任を負わせることは、経営主導でし
かなしえない。この点でも、ITに対する経
営の理解と指導力が求められていると言える。

2	「デジタル化」への取り組み
経営レベルでのリーダーシップの発揮が求

められるもう一つの課題が、社会全体の「デ
ジタル化」への対応である。前述した日産自
動車やリコーの事例のような、ITを活用し

た新サービスの開発、あるいはスマートフォ
ンやソーシャルメディアの普及を前提とした
マーケティング、サービス現場での顧客価値
向上といったテーマがこれに当たる。
「実態調査」の結果からは、こうしたテーマ
の多くが「事業部門」によって推進されてお
り、「本社企画部門」や「情報システム部門」
が主体となるケースは少数であった（図５）。
また、これらのテーマにおける情報システム
部門の役割は、「基盤の構築や技術探索」が
主であり、「IT予算の管理や調整」を担うケ
ースは半数に満たないことも明らかとなった

（次ページの図６）。これらのIT活用領域で
は、間接部門よりも、マーケティングやサー
ビス部門の現場担当者、または顧客が受益者
となることが多く、これまで間接業務中心の
基幹系情報システムを扱ってきた情報システ
ム部門にとって「手が出しにくい領域」とな
っていることがうかがえる。

図5　新たなIT活用領域で推進主体となる部門
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対面顧客接点のデジタル化
（N＝280）
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注）各領域ごとに、該当する施策を実施している企業についてのみ集計
●  ネット上の顧客接点強化：ソーシャルメディアやブランドサイトなどにおける顧客の声や行動データの収集・分析・活用、オン

ラインでの口コミや購買行動の働きかけなど
●  ネットとリアルのチャネル連携強化：ECサイト等とリアル店舗の間でのポイントの連携や取引履歴の共有、ネットからリアル店

舗への誘導など
●  製品やサービス機器のデジタル化：製品やサービス機器に組み込んだセンサーからのデータ収集・分析と活用、ネットワーク経

由でのプログラム更新による製品の機能強化など
●  対面顧客接点のデジタル化：タブレット端末を使った店頭でのシミュレーションサービスの提供、ビデオセンサーやICカード等

を使った店舗内の顧客行動データの収集・分析など
出所）野村総合研究所「ユーザー企業のIT活用実態調査」2013年12月

ネット上の顧客接点強化
（N＝354）

ネットとリアルのチャネル連携強化
（N＝239）

製品やサービス機器のデジタル化
（N＝266）
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また、これらの「デジタル化」に対応した
事業革新は、現場の改善力を武器としてきた
日本企業にとってはハードルの高い課題の一
つである。たとえば、リアル店舗での販売か
らオンライン販売への移行など、事業の利益
構造を変えるような改革は、現場主導では難
しい。一方でシステム部門には顧客のニーズ
やウォンツを捉える「肌感覚」がない。

このため、インフラや間接業務システムを
扱うシステム部門とは別に「デジタル化」を
推進する新組織を設立し、事業部門とIT部
門の人材融合を図っている例もある。だが

「実態調査」では、このような新組織を設立
して対応している企業は、「ネット上の顧客
接点強化」と「ネットとリアルのチャネル連
携強化」のテーマでも６％から８％にすぎな
かった。

米国ではこれらの「デジタル化」領域を統

括する役職としてCDO（Chief Digital Officer：
最高デジタル化責任者）を置く企業が増えて
いる。従来のCIOが業務効率化や経営管理の
高度化といったテーマでのIT化を担う一方
で、CDOはデジタル技術を使った事業やサ
ービスの革新を担う。

たとえば米国のスターバックスコーヒー
は、CDOのもとでウェブとモバイル決済、
ポイントプログラムを連携させ、顧客ロイヤ
ルティの向上を図っている注13。2012年に
CDO職が設置されるまで、これらは異なる
組織でばらばらに推進されていた。マクドナ
ルドもEコマースへの対応や店頭での顧客体
験価値向上を目的として、2013年10月に新た
にCDO職を設置した注14。

また、米国最大の保険会社であるメットラ
イフ（MetLife）は、代理店経由での保険販
売になじまない中間所得層に幅広くアプロー
チするため、CDO主導によりオンライン販
売を拡大しようとしている注15。公共分野で
は、ニューヨーク市が2011年にCDO職を設
置した。同市はインターネットアクセスの充
実のほか、ITを使った行政のオープン化、
教育機会拡大、産業連携強化などをCDOの
ミッションとしている注16。

全社レベルの標準化・統合と「デジタル
化」の双方に共通しているのは、これらに取
り組む体制や組織づくりの難しさである。い
ずれもIT部門任せにできる課題ではないが、
一方で現場主導のIT化は企業全体の変革に
は結びつかず、部分最適である「サイロ」化
が進展するリスクをはらんでいる。経営層の
リーダーシップのもとで事業とITの双方を
連携させるためにも、ITにかかわる意思決
定のあり方を見直すことが求められている。

図6　新たなIT活用領域における情報システム部門の役割
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注）各領域ごとに、該当する施策を実施している企業についてのみ集計
出所）野村総合研究所「ユーザー企業のIT活用実態調査」2013年12月
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Ⅴ デジタル化時代のITガバナンス

1	 問い直されるITガバナンス
「ITガバナンス」とは、企業活動の中での
ITにかかわる意思決定機構のあり方を示す
言葉で、企業統治のあり方を示す「コーポレ
ートガバナンス」に対置して使われる。

従来のITガバナンスは、統制やリスク管
理という意味での「コントロール」と結びつ
けられることが多かった。たとえば、経済産
業省のウェブサイト「IT経営ポータル」の
かつての記述では、ITガバナンスを、「すべ
ての活動、成果および関係者を適正に統制し
目指すべき姿へと導く」という表現を使って
説明していた。また、日本監査役協会はIT
ガバナンスを、「企業グループ全体としての
IT利活用の適切な推進とIT利活用をめぐる
リスク対処を効果的にするための仕組みない
しは活動」と定義している注17。

これらの定義では、「統制」という日本語
の語感から受ける印象や、リスクを最小化し
てコントロールしようとする監査の観点から
抑制的な側面が強調されている感が否めな
い。しかし、経済産業省の定義にもあるよう
に、本来のITガバナンスの目的は、ITにか
かわる企業活動を経営が目指す姿へと導くこ
とにある。その「目指す姿」とは、リターン
とリスクのバランスを適正化し、ITによる
事業価値の創出を促すことにほかならない。

2	 提言：価値創出のための
	 ITガバナンス

ITガバナンスとITマネジメントのあり方
を記した国際的な標準フレームワークとし
て、米国のISACA（情報システムコントロ

ール協会）が発行している「COBIT」注18が
ある。

COBITの従来のバージョンの主眼は、IT
のコスト管理や品質管理といった個々のプロ
セスを統制することにあった。特に日本で
は、日本版SOX法（サーベンス・ オクスリ
ー法）対応にかかわる内部統制の観点から
COBITの適用が進んだ経緯がある。しかし、
2012年に発行された最新版のCOBIT5はその
方針を大きく転換し、事業目標達成の方向性
とITの方向性をいかに一致させるかにテー
マの軸足を移している。ITガバナンスの主
眼は「ITを使った事業価値の創出」であり、
リスクの適正化はあくまでその観点の一つで
ある。

ITガバナンスという概念のわかりにくさ
は、日本と米国の企業経営形態の違いにも起
因している。COBIT5では米国流の経営形態
を前提としてガバナンスとマネジメントを明
確に区別しており、「取締役会長のリーダー
シップのもと、取締役会がガバナンス全体の
実行責任を負う」「最高経営責任者（CEO）
のリーダーシップのもとに、経営幹部がマネ
ジメントの実行責任を負う」と明記してい
る。

日本では、制度上「ガバナンス」と「マネ
ジメント」の境目があいまいで、また、現場
の主体性と改善への行動力が企業競争力を培
ってきたという側面がある。しかし、経営ト
ップがITに無関心で、その活用方針の決定
が現場任せとなっている状況では、今後の国
際競争力の維持に不安が残る。少なくとも、
COBIT5で示されているような事業とITの方
向性の一致について、経営層は積極的に関与
していく必要がある。
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ITは、製造業における開発・生産設備や、
サービス業における人材と同様に、事業目標
の達成を左右する要因の一つである。それに
対して経営が無関心であることは許されな
い。本稿では「実態調査」の結果との関連か
ら、経営が取り組むべき策として以下の３つ
を提言したい。

①ITガバナンスの主体の明確化
株主への説明責任を負う経営トップ、およ

び「経営の方向性を決める実質的な機関や会
議体」をITガバナンスの主体として定める。

②IT投資の評価方法の確立
企業におけるITの価値を、可能なかぎり

経営の言葉で理解できるように可視化する。
特に、IT投資のどの程度が事業の現状維持
に使われ、また、どの程度が戦略的な事業革
新に使われているかを把握して、それぞれに
ついて異なる評価方法を定める必要がある。

③テーマに即した組織体制の確立
「経営の究極の役割は人事である」と言われ
るように、経営者でなければできない施策と
は、すなわち人と組織の配置である。ITに
よる全社最適化や事業構造の変革では、既存
組織が抵抗勢力となる場合も少なくない。現
場の業務をよく知るエキスパートを組織化し
て業務プロセスの改革を担わせる、または、
顧客ニーズを肌感覚で知る一線のマーケター
とITのエキスパートを一つに束ねてサービ
スの革新を担わせるなど、目的に応じた組織
の編成を行い、その権限と責任を明確にする
ことが求められる。

「デジタルネイティブ」と呼ばれる現在の新
入社員世代が経営を担うころには、日本でも
事業とITを一体で捉えることが当然とされ、
ITガバナンスという言葉さえ不要となる日
が来るのかもしれない。

だがその日を待つよりも前に、日本企業
は、若い経営者が舵を取るIT企業や、感度
の高いCEOがトップダウンでデジタイゼー
ションを主導する海外グローバル企業との競
争を強いられている。ITから価値を生み出
すためのガバナンスを実現することは、日本
の経営者にとって急務の課題である。

注
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シリーズ

製造業に求められる「事業開発」型
ビジネスモデルへの転換

CONTENTS Ⅰ　日本の製造業の問題点──求められる「事業開発」型ビジネスモデルへの転換

Ⅱ　ビジネスモデルの転換における課題──既存モデルへの固執を捨て、弱さを認識

Ⅲ　先進事例──外部活用やICTインフラ構築でビジネスモデルを転換

Ⅳ　本社の役割──ビジネスモデル策定機能、インフラ構築機能、アライアンス推進機能の重要性

1	 韓国・台湾メーカーの台頭などにより、日本の製造業がビジネスモデルの見直
しを求められている。製品をつくり販売する「製品開発」型モデルから、顧客
に近いところでそのニーズや課題を理解し、顧客価値起点の事業を開発する
「事業開発」型モデルへと転換しなければならない。

2	 製品開発型から事業開発型に転換するに当たっては、事業開発が可能となる仕
組みが必要となる。しかしながら、事業部門は従来型製品を製造し販売するビ
ジネスモデルを継続してきたため、既存のモデルからの脱却を自ら主導するこ
とは難しく、経営トップや本社のリーダーシップが不可欠である。

3	 既存のビジネスモデルからの脱却を図った先進事例としては、トヨタ自動車の
「トヨタフレンド」や、GE（ゼネラル・エレクトリック）の「インダストリア
ル・インターネット（Industrial	Internet）」などが挙げられる。

4	 既存のビジネスモデルを転換するに当たり、人事や経営企画部門はもちろん、
研究開発やICT（情報通信技術）部門を含めた、広義の意味での「本社」が果
たすべき重要な役割がある。それは、①市場環境の変化を捉え、目指すべきビ
ジネスモデルを策定する、②新たに必要となるICTなどのインフラを構築する、
③「事業開発」の成功上、必須となる技術やノウハウを外部から獲得するアラ
イアンス（提携）を推進する──の３つである。

グローバル戦略を実現する経営基盤構築
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Ⅰ 日本の製造業の問題点

求められる「事業開発」型ビジネス
モデルへの転換

韓国・台湾メーカーの台頭などにより、日
本の製造業はグローバルな競争でその地位を
落としていった。特に、家電・半導体メーカ
ーはその最たる例と言える。

日本の製造業各社が直面している主な問題
点としては、

①自社技術への過度のこだわりとマーケテ
ィング機能の弱さ

②顧客のニーズをくみ取る製品企画力の不足
③顧客価値起点の事業を構築する機能の弱

さ
──が挙げられる。

1│	自社技術への過度のこだわりと	
	 マーケティング機能の弱さ

家電メーカーおよびそれらを顧客とする半
導体メーカーを代表として、日本の製造業各
社では、総じて自社独自の技術にこだわり、
それをブラックボックス化することで競争に
勝っていこうとする、技術偏重の考え方が根
強かった。そのため、市場環境の大きな流れ
を読み取ること、およびそれに合わせて市場
を切り開くマーケティング力の強化を怠って
しまった。

2│	顧客のニーズをくみ取る	
	 製品企画力の不足

上述のように日本のメーカーは、自社の技
術をブラックボックス化するなど技術に固執
しすぎたことで、市場環境の大きな変化に乗
り遅れてしまうきらいがあった。技術偏重の
あまりマーケティングを軽視し、顧客ニーズ

の変化に真摯に向き合う姿勢が弱かった側面
がある。その結果、日本のメーカーの製品企
画は、自社技術を活かした機能にどうしても
傾いてしまい、技術による差別化に走りがち
となっていた。

しかし、たとえば家電では、製品の多くが
デジタル化された現在、技術のコモディティ
化が進み、技術そのものでの差別化が一層難
しくなり、そのため技術だけでは顧客への訴
求力も乏しいものになっている。顧客にとっ
て重要なニーズは、技術に基づいた機能以外
にも広がっている。しかしながら、日本のメ
ーカーの製品企画は、依然として機能面を中
心とするにとどまり、顧客ニーズをくみ取れ
ていないケースが多い。

3│	顧客価値起点の事業を構築する	
	 機能の弱さ

以上のように、デジタル化の時代となった
現在、製造業の多くの分野で製品を機能面で
差別化することは特に困難になっている。

B2B（企業間取引）市場においては、製品
そのものの価値のみではなく、顧客の問題点
を明確にし、それに対する解決策を、製品と
サービスを組み合わせて提供することが求め
られつつある。製品自体での差別化が難しい
今、顧客は、メーカー側が自社の問題点を明
らかにし、それを解決してくれるかどうか
で、採用（導入）の可否を判断するようにな
っている。

B2C（企業・消費者間取引）市場であれ
ば、製品の機能にとどまらず、消費者の「憧
れ」を創出するようなブランド構築や、革新
的なユーザーインターフェース、豊富なコン
テンツ配信などが大きな差別化要因になって

グローバル戦略を実現する経営基盤構築
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いる。そのため製品の機能に加えて、製品の
購入や使用を通じて顧客にどのような経験を
提供できるのか、どのようなライフスタイル
を提案できるのかが重要となってきている。

こうした市場環境の変化に伴い、日本の製
造業にはビジネスモデルの転換が求められて
いる。

B2B事業においては、今述べたような顧客
課題を解決するアプローチが重要となってく
る。たとえば、工作機械産業であれば、自社
製品を販売して終わりではなく、顧客の工場
に入り込んで、そのオペレーションを支援す
ることによって、顧客がより高品質な製品を
効率的につくるというニーズに応えることが
ポイントになる。その実現に向けて、工作機
械の稼働管理や資産管理、オペレーター教育
など、顧客の製造ラインの高品質化に貢献す
る事業展開が不可欠となる。複写機業界であ
れば、複写機を販売することにとどまらず、
オフィスの文書に関連する顧客の業務フロー
を効率化して、さまざまな顧客課題を解決す
ることが重要となる。

筆者らは、顧客の業務を一部代行して提供
されるこのような価値を、「プロセス価値」
と呼んでいる。プロセス価値は、

①顧客の作業を代行する「作業プロセス価値」
②エンジニアリングプロセスや資産を管理

するなど顧客の業務を代行する「業務プ
ロセス価値」

③顧客のビジネスモデル開発を代行する、
あるいは潜在的問題を発見するなど「知
のプロセス価値」

──から構成される。B2B事業では、こう
したプロセス価値を提供していかないと、製
品の販売もおぼつかない。

B2C事業においても、単に製品そのものの
みならず、一橋大学の延岡健太郎教授の提言
する「意味的価値」の提供が求められてい
る。すなわち、製品に対する顧客の主観的な
意味づけから生まれる価値や、客観的数値で
は量的評価ができない特性、あるいは顧客も
気づいていない新しい機能などを提供しなけ
ればならない。定量的に測ることのできる

「機能価値」「価格価値」「時間価値」ととも
に、意味的価値、すなわち自分だけのものを
買いたいといった欲求に応える「自己表現価
値（製品の保有・使用による高いステータス
獲得への要望）」や、安心して購買できる仕
組みを提供する「信頼価値（だまされること
なく、賢い買い物をしたという感覚の付与）」
などが必要とされている。

日本の製造業が、今後グローバル市場で競
争力を維持していくには、製品に加えて、こ
うしたプロセス価値や意味的価値を共に提供
することによって、ビジネスモデルを転換し
ていく必要がある。

本稿では、従来の製品開発型ビジネスモデ
ル（以下、「製品開発」）と明確に分けるた
め、こうした新たなビジネスモデルを事業開
発型ビジネスモデル（以下、「事業開発」）と
呼ぶ。

B2B事業であれば、製品に加えて前述の、
顧客の作業・業務・知の各プロセスを代行す
るプロセス価値を共に提供するビジネスモデ
ルを「事業開発」とする。B2C事業であれ
ば、製品に意味的価値を加えて、事業をデザ
インすることを「事業開発」とする。
「事業開発」を行うには、ターゲット市場を
明確にし、そこに向けた製品の持つ機能価値
に意味的価値も加え、事業をどのようにデザ
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インするのかを検討する必要がある。さら
に、定量化が可能な機能価値・価格価値・時
間価値にとどまらず、自己表現価値や信頼価
値など、定量化が困難な価値を含めたデザイ
ンも欠かせない。

そして今後の製造業の課題は、こうした
「事業開発」へのビジネスモデルの転換を、
才能に恵まれた一部の人材に依存した形では
なく、仕組みとしてどのように構築していく
かである。以下では、「事業開発」を構築す
るために、本社がどのような役割を担うべき
かを中心に論じる。

Ⅱ ビジネスモデルの転換における課題

既存モデルへの固執を捨て、 
弱さを認識

事業部門は、従来型製品を製造し販売する
ビジネスモデルを継続してきたため、既存の
モデルからの脱却を自らが主導することは難
しく、経営トップの主導や本社の役割が重要
となる。

製造業各社がビジネスモデルを転換する際
に直面する課題としては、

①研究開発における自社技術シーズへの偏重
②ビジネスモデル策定機能の弱さ
③ICT（情報通信技術）などのインフラ構

築の弱さ
④内部志向の強さから生じる技術リソース
（経営資源）の逼迫

──の４つが挙げられる。

1│	研究開発における	
	 自社技術シーズへの偏重

日本の製造業各社の研究開発部門が新規事
業を検討する場合、多くは自社の持つ技術シ

ーズに依存してしまう。自社技術を利用した
製品を事業化する際、その技術がどのような
顧客ニーズに対応できるのかという視点が起
点となるケースが多い。「市場環境の変化に
対応した事業をどのようにつくり上げていく
のか」ではなく、「自社内にある技術を製品
化し、それがどのような市場ニーズに応えて
いけるのか」という思考順序であるため、ど
うしても技術・製品先行になりやすい。

自社の技術・製品に、外部のリソースまで
組み合わせて、市場環境の変化に対応してい
く形にはなりにくい。したがって、製品・技
術中心のビジネスモデルからなかなか脱却で
きない。

2│	ビジネスモデル策定機能の弱さ
「製品開発」においては、良い製品を製造し
て販売すれば、その製品の機能だけで差別化
ができることが前提であった。しかしなが
ら、韓国・台湾メーカーの製品が台頭してき
た今は、それも難しくなっている。したがっ
て日本の製造業には、過去の「質の良い商品
を製造し、輸出する」という製品中心のビジ
ネスモデルから、市場を理解し、各種の価値

（B2B事業であれば製品に加えてプロセス価
値、B2C事業であれば同様に意味的価値）を
盛り込んだ「事業開発」が必要となる。

たとえば、前述したB2B事業における工作
機械産業であれば、顧客の製造ラインの質と
生産性を自社工作機械で高めるためにオペレ
ーターを教育する、あるいは納入した工作機
械を常に安定稼働させるため、遠隔監視によ
り稼働状況を最適化するための資産管理サー
ビスを提供する、といったビジネスモデルを
デザインし、顧客に提案する必要がある。ま
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た、自動車産業というB2C事業であれば、単
に自動車を製造・販売するのではなく、高級
車オーナーのライフスタイルを実感できる専
門のショールームを開設し、「憧れ」を醸成
することで、消費者の自己表現価値を満足さ
せるようなビジネスモデルをデザインする、
などの工夫が欠かせない。

しかし、既存の「製品開発」から抜け出せ
ない企業も少なくない。自社の技術や製品に
プロセス価値や意味的価値を加えてビジネス
モデルを新たにデザインし、事業として仕立
てることの必要性を多くの企業が感じている
ものの、それを実現できる人材に乏しいのが
大きな理由である。日本の製造業において
は、製品の設計・開発には優れた人材が多い
が、製品にプロセス価値や意味的価値などを
組み合わせたビジネスモデルをデザインする
ことに長けた人材は少ない。

3│	ICTなどのインフラ構築の弱さ
ビジネスモデルを大きく転換していく場

合、ICTなどのビジネスインフラが非常に重
要になる。現在では、顧客の製品の使用状況
データを収集して分析することで、技術的に
はさまざまな付加価値を提供できるようにな
っている。しかし実際にこうした付加価値を
提供できるようにするには、データを集め、
分析するインフラも必要となってくるが、そ
れが十分でない企業が多い。

一つの原因としては、技術者が事業部門の
意向による製品開発と密接にかかわっている
ために、こうしたデータ分析ができる技術者
人材が発掘されにくいことがある。ICTを活
用して製品やサービスを強化しようにも、肝
心の技術者が製品に拘泥しICT活用ができな

いのであれば、集まったデータを分析し、顧
客にどのような付加価値を提供していくか
を、検討・実現していくことは困難となる。

また、経営者のICTに対する認識の低さも
原因の一つである。

ICTはもはや、ビジネスモデルと不可分な
関係にあり、「ICTを使って何をするか」で
はなく、B2B事業であれば「顧客の業務オペ
レーションの改善にICTを具体的にどう活か
していくか」という発想で相対するべきもの
である。B2C事業においても、「顧客に意味
的価値（自己表現価値や信頼価値）を提供す
るために、ICTをどのように活かしていく
か」という発想が重要である。

このように、製造業のビジネスモデル転換
においてICTは重要なインフラであるが、そ
れを事業に戦略的に活用していこうという意
志に欠ける企業が依然として多い。

4│	内部志向の強さから生じる	
	 技術リソースの逼迫

日本の製造業各社はどうしても内部志向が
強くなる。「製品開発」においては、自社技
術を使い内部で開発し販売をするなど、自社
で完結させようとする発想が根強い。市場や
顧客の変化に対応していくには「事業開発」
への転換が必要である。

しかし、内部だけでは実現が難しいにもか
かわらず、自社技術へのこだわりが強いあま
りに内部リソースの利用を中心に考え、それ
が技術リソースを逼迫させてしまう。新たに
ビジネスモデルをつくっていくにしても、こ
のような考え方では、市場や顧客の変化に俊
敏に対応することは困難である。



グローバル戦略を実現する経営基盤構築

77製造業に求められる「事業開発」型ビジネスモデルへの転換

当レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法および国際条約により保護されています。
CopyrightⒸ2014 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. No reproduction or republication without written permission.

Ⅲ 先進事例

外部活用やICTインフラ構築で 
ビジネスモデルを転換
「事業開発」への転換で生じる課題を解決し
た先進事例として、以下では、B2C事業から
トヨタ自動車の「トヨタフレンド」を、B2B
事業からコマツの「KOMTRAX（コムトラ
ックス）」、日立製作所の「社会イノベーショ
ン事業」、GE（ゼネラル・エレクトリック）
の「インダストリアル・インターネット

（Industrial	Internet）」を取り上げる。

1│	トヨタ自動車：「トヨタフレンド」
トヨタ自動車は2012年１月から、SNS（ソ

ーシャル・ネットワーキング・サービス）の
一つである「トヨタフレンド」を展開している。

トヨタフレンドとは、EV（電気自動車）
とPHV（プラグインハイブリッド自動車）
の所有者を対象に、クラウドシステムを介し
て、携帯電話端末に「電池充電を促す」「定
期点検の時期を知らせる」など各種情報を

「ツイート」の形で提供したり、運転者の問
い合わせに応えたりするサービスである。
SNSの基盤ソフトは、セールスフォース・ド
ットコムの「Salesforce	Chatter（セールス
フォース・チャター）」である。

自動車のこれまでの価値は、「走る・曲が
る・止まる」といった機能価値の提供が中心
であり、利用者が自身で情報を探索する点で
は、1990年代から普及し始めたカーナビゲー
ションに代表される車載IT（情報技術）サ
ービスの多くも、機能価値提供の域を出てい
なかった。しかし、トヨタフレンドは、自動
車の側から運転者に情報を「プッシュ」する
点で、信頼価値の提供を追求したサービスと

なっている。
またこのサービスは、自動車の所有者に信

頼価値を提供するだけではない。クラウドシ
ステムを介して自動車と運転者の間でやりと
りされる情報は、トヨタスマートセンターに
収集・蓄積されており、これらを分析するこ
とで、顧客へのサービス改善やビジネスモデ
ル改革に向けた有効な情報となる。その点で
トヨタフレンドは、自動車と運転者だけでな
く、保守・整備業者や販売代理店、メーカー
自身をもつなぐ事業のインフラになってお
り、単純な車載ITの延長線上のサービスと
は一線を画すものとなっている。

トヨタ自動車がこのような「事業開発」を
実現できたのは、自前主義からの転換、およ
び顧客サービスのためのICTインフラ構築に
よるところが大きい。

自前主義からの転換としては、トヨタ自動
車はトヨタフレンドの展開に当たり、2011年
５月に前述のセールスフォース・ドットコム
との戦略的提携を発表したほか、その前月の
４月にはマイクロソフトとテレマティクス

（自動車情報システム）分野で提携した。ト
ヨタ自動車は、「車の基幹部品およびインタ
ーフェース以外のコンテンツサービスでは、
異業種とのアライアンス（提携）があってし
かるべき」としており、異業種との協業によ
るビジネスチャンスの創出を期待している。

ICTインフラの積極的な構築は、トヨタ自
動車が20年近くICT事業を支えてきた体制か
らも理解できる。同社がICT事業に着手した
のは1996年の販売代理店における業務改革の
時で、それから今日に至るまで、ICT関連事
業の研究開発をする「トヨタIT開発センタ
ー」の設立、顧客向けにICTサービスを提供
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する「トヨタメディアサービス」の開始、そ
して、社内横断的な組織である現在のIT・
ITS本部の構築と、顧客に向けてICTを全社
的に活用する環境を整備してきた。

トヨタ自動車の事例からの示唆としては、	
①外部リソースの活用を是とした「事業開
発」、②顧客サービスのためのICTインフラ
の構築──の２つが挙げられる。

2│	コマツ：「KOMTRAX」
1990年代末、カーナビゲーションが台頭・

普及し、GPS（全地球測位システム）技術が
発展した。GPS技術の進化を捉え、コマツ製
の建設機械（以下、建機）の遠隔情報確認シ
ステムである「KOMTRAX」が、当時の同
社開発本部建機研究所によって発案された。
当初は技術シーズベースの開発であったた
め、ニーズとマッチせず頓挫しかけたが、そ
の後、当時のビッグレンタル（現・コマツレ
ンタル）社長がその可能性を見出し活用し始
めたことが、KOMTRAXサービス発展の端
緒となった。その結果コマツは、「建機をつ
くって売る」だけのビジネスモデルから、

「販売した自社の建機をモニタリングして、
建機の位置・稼働情報に基づいた顧客への保
守サービスの強化と効率向上を図る」ビジネ
スモデルへと転換することに成功した。

サービス提供当初はその価値がわかりにく
く、顧客にとっては単なる追加コストが発生
するものでしかなかったが、コマツの坂根正
弘代表取締役社長（当時）の指示のもと、経
営企画部門を中心に検討がなされ、その結
果、「自社建機の位置と移動距離がわかるだ
けでもコマツにとって価値になる」という判
断を下し、顧客から対価を取らない形で国内

建機へのKOMTRAX標準搭載が決定された。
これを受けて国内での導入が始まったが、

当初は搭載機種が少ないこともあり、現場か
らは「データが取れない機械のほうが多く、
仕事のやり方が変わらない」といった反発も
多く、データの活用はなかなか進まなかった。

しかし、2004年に中国でKOMTRAXを搭
載した建機が導入されると、その価値は大き
く高まった。当時の中国市場は代理店体制を
整備したばかりで情報システムが全く整って
いなかった。その時、建機の稼働データがシ
ステマチックに取得・管理できるKOMTRAX
には大きな意義があることが認められ、ここ
から本格的な活用が始まったのである。その
後、中国事業においては、債務不払いの顧客
の建機を遠隔操作で止めることで代金回収に
利用したり、建機の稼働情報をモニタリング
して与信情報に利用したりするなどの新しい
活用法も追加された。

KOMTRAXは、コマツ製建機の稼働状況
を常時把握できることで、顧客に対する保守
サービスを飛躍的に向上させられるだけでな
く、顧客自身も「ビジネスの『見える化』を
支援するツール」として利用でき、コマツの
ブランド価値向上に貢献している。

また、鉱山向けのコマツ製大型機械に対し
ては、さらにきめ細かいデータが収集できる

「KOMTRAX	PLUS」を開発しているほか、
大型ダンプトラックでは無人運転を実現し、
オペレーションに対するKPI（重要業績評価
指標）を鉱山会社と共有しながら鉱山運営の
一部を担うなど、コマツはICTの活用を一層
進めている。すなわち、コマツは製品提供の
みならず、顧客（鉱山会社）のオペレーショ
ンの一部を担うことで、鉱山運営を高いレベ
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ルでサポートしている。
コマツがKOMTRAXを提供できたのに

は、坂根社長の強いリーダーシップはもちろ
ん、明確なミッションを持った本社推進組織
の存在が大きかった。

2005年、KOMTRAXをグローバル規模で
展開するために、本社に「KOMTRAX推進
室」が設置され、06年から本格的なグローバ
ル展開が進められた。同推進室はマーケティ
ング本部の一部門として設立されたが、その
後2012年に同本部から独立し、ICT事業本部
となった。KOMTRAX推進室時代の主なミ
ッションはKOMTRAXのプロモーションで
あったが、ICT事業本部になって機能が大幅
に強化された。同事業本部は、販売・サービ
ス側のみならず、開発・生産側のニーズも集
約し、さらに活用側視点による事業からさか
のぼった技術シーズの検討、それに基づくサ
ーバー開発部門への開発要件の整理など、ビ
ジネスモデル全体を設計・開発する組織へと
発展していった。こうしてICT事業本部がビ
ジネスモデルを強力に転換していったこと
は、KOMTRAXが成功するうえでの大きな
要因となっている。

同時に、コマツの持つ組織文化も大きく影
響している。コマツにはQC（品質管理）を
重視する企業風土があり、KOMTRAXから
上がってくる建機の位置情報・稼働情報など
を市場の「ファクト」として捉え、その情報
に基づいて事業に対する判断、さらには経営
の決断を行おうとする組織文化があった。

加えて、コマツが推進する「コマツウェイ」
の存在も大きい。コマツウェイには「ブラン
ドマネジメント」が謳われている。ブランド
マネジメントは、販売・マーケティングの上

位概念として、「顧客にとってコマツはなく
てはならない存在と感じてもらう」ことを、
重要な目標に掲げている。コマツはこのブラ
ンドマネジメントの考えに基づき、同社が顧
客と共に生きていく存在となるための戦略的
ツールとしてKOMTRAXを位置づけ、そし
てその提供価値を高めていくことに成功し
た。KOMTRAXにより現場の機械の稼働状
況を「見える化」したことで、市場動向に敏
感な自社の企業風土の良さをより強化するこ
とになった。さらに代理店に対しては業務の
効率化、サービス品質の向上を、顧客に対し
ては稼働の「見える化」、稼働率向上、オペ
レーションコストの削減を実現している。

コマツの事例からの示唆としては、①「事
業開発」に転換していくためにトップの意向
を強く受けたICT事業本部が存在しているこ
との重要性、②新たなビジネスモデル実現の
ためにICTを戦略的に活用することの必要性
──が挙げられる。

3│	日立製作所：	
	 社会イノベーション事業

日立製作所は2009年、「自社の事業の中心
的ドメインを、電力や情報通信、交通、環境
産業からなる社会イノベーション事業とする」
と宣言した。同事業の一つの指標となるサー
ビス売上高比率（システムソリューションの
売り上げを含む）も、「2015中期経営計画」
の中で、12年度の30%から15年度には40%超
へと拡大することを目指している。

ただしこれは、事業の単なる選択と集中の
成果というわけではない。従来的な社会イン
フラだけでなく、そのインフラにICTを融合
させ、さらに日立製作所グループの会社（組
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織）間を横断的に連携させた成果と見るべき
である。

たとえば鉄道システム事業では、2012年に
英国運輸省からIEP（都市間高速鉄道計画）
における車両リースおよび保守サービスを受
注し、ほぼ同時期に列車運行管理システムの
プロトタイプも受注している。翌2013年には
ベトナム・ホーチミン市で車両、信号・通信
システム、受変電設備などを一括受注する成
果を挙げている。

日立製作所が、顧客にプロセス価値を一括
して提供する社会イノベーション事業を推進
できるのは、複数事業間を接続する研究部門
とICT部門の存在が大きい。

日立製作所の研究部門である研究開発グル
ープには、2014年時点で3280人の研究者が在
籍する。同社は今後、その大半を社会イノベ
ーション事業関連に携わらせることで、異な
る技術を掛け合わせるハブとしての役割を担
わせようとしている。それを促進させるため
に同社では、さまざまな分野の技術者・研究
者が集まり製品を開発する「特別研究制度」
を設けており、これを活用することで開発・
実用化スピードを高め、早期に開発の目途が
つけられるようにしている。

日立製作所のICT部門を支える情報・通信
システム社も、クラウドコンピューティング
やビッグデータという先端ICTの活用面から
社会イノベーション事業に大きく貢献してい
る。特にビッグデータへの取り組みでは、
2012年に40人からなるビッグデータ分析サー
ビス組織を社内に設置し、13年には「日立イ
ノベイティブ	アナリティクス	グローバルセ
ンター」として、300人体制にまで規模を拡
大している。また今後、海外も含めた複雑な

案件の整理と要件定義に対応するために、情
報・通信システム社のコンサルティング能力
を高めていくとしている。

日立製作所の事例からの示唆としては、顧
客にプロセス価値を提供するために、事業部
門以外のグループ内リソースを積極的に活用
していることが挙げられる。

4│	GE：「インダストリアル・インター
	 ネット」

GEは航空機エンジンや発電所用ガスター
ビン、家電製品から金融、ヘルスケアまでを
展開する、世界最大級のコングロマリットで
ある。2012年11月に、ICTを活用した生産性
向上およびコスト削減を支援する産業サービ
スとして、「インダストリアル・インターネ
ット」の概念を打ち出した。

これは、「ICT」から一般的に想起される
情報システムを起点とした業務効率化のアプ
ロ ー チ で は な く、M2M（Machine	 to	
Machine：ネットワークで接続された機器同
士が相互に情報をやりとりすること）に人の
判断やアクションを組み合わせるアプローチ
によって、顧客の生産性向上およびコスト削
減に資するサービスを提供する、という考え
方である。GEはこれを全社的に展開してお
り、その効果は2025年までに82兆ドル（8200
兆円、１ドル＝100円で換算）規模の業種に
及び、30年には５兆3000億ドル（530兆円）
の付加価値をもたらすとしている。これによ
ってインダストリアル・インターネットの知
名度は一気に上がった。

たとえば航空業界では、航空機の遅延や燃
料消費率の悪さ、飛行ルートの制約により、
世界で18.2%の非効率が生じている（国際航
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空運送協会・米国連邦航空局推定）。これを
解消して目的地に遅滞なくかつ安全に到着す
るための、①飛行効率を高める予測モデルの
作成、②航空機に搭載するGEの飛行管理シ
ステムの開発──を目指している。

一方、ヘルスケア業界では、業務の非効率
性から世界で年間7500億〜１兆2000億ドル

（約75〜120兆円）の無駄が発生しているとい
う試算がある。そこでGEは、病院関係者が
より多くの時間を患者に向けられるように、
①入院・治療・退院プロセスの改善や、②業
務管理の質を高めることを目的とした、患者
が利用できるアプリケーションソフトの開発
を視野に入れている。GEのインダストリア
ル・インターネットは、上述の航空やヘルス
ケア以外にも、エネルギー、運輸、製造など
の業界向けソリューション（課題解決策）を
志向している。いずれも自社製品の効率を高
めることに加えて、顧客（企業）がベネフィ
ット（便益）を得るためのソリューションの
提供が重視されている。

GEにおけるインダストリアル・インターネ
ットの推進は、①自前主義からの脱却、②ト
ップ主導で「事業開発」を行う体制、③ICT
部門の強化──によるところが大きい。

GEは、①の自前主義からの脱却を図るに
は、「製品の開発者および収集したデータを
適切に解析できる人材（いわゆる、データサ
イエンティスト）が、新しいアイデアや観
点、分析に関するアプローチを生み出すこと
が重要である」としている。実際に同社はア
イデアを公募しており、上述した航空業界の
テーマは「Flight	Quest」としてウェブサイ
トで公開され、優れたアイデアには合計100
万ドル（１億円）の報酬と、システム開発に

おける各種支援を提供する。ヘルスケア業界
についても同様に「Hospital	Quest」として
公開され、合計10万ドル（1000万円）の報酬
と、アプリケーションソフト開発への支援が
提供される。さらにビッグデータ関連では、
同分野の解析に強いKaggle（カグル）など
と協力関係を構築することで、テーマに見合
うソリューションの実現を推進している。

②のトップ主導で「事業開発」を行う体制
として、GEはインダストリアル・インター
ネットにかかわる活動のレポートラインを、
全社CEO（最高経営責任者）に設定してい
る。インダストリアル・インターネットの実
務は、GE本体のGEグローバル・リサーチ・
センター（GRC）の研究員が主体となって、
事業部門の研究者と協力しながら検討してい
るが、その結果は部門CEOではなく、GRC
を経由して全社CEOに報告する体制が取ら
れているのである。

事業部門ごとにレポートラインをつくった
場合、短期的に成果の出ないソリューション
には予算がつかないケースが多いが、全社
CEOがレポートラインを持ち、インダスト
リアル・インターネットに強くコミット（関
与）することで、複雑かつ大規模な組織であ
ってもトップダウンを利かせることができる。

また、③のICT部門の強化として、GEは
グローバル・ソフトウエア・センターの人員
を増やしている。インダストリアル・インタ
ーネットを展開するには、蓄積されたデータ
の解析と活用が重要であり、そのためには解
析・活用ができる人員の増強が必要だからで
ある。同社は、インダストリアル・インター
ネットを打ち出す前の2011年11月に、新たな
グローバル・ソフトウエア・センターを稼働
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させ、その際、400人のソフトウエアエンジ
ニアを採用している。また、先端ICT企業か
らスカウトしたデータサイエンティストも集
結させ、独自の教育プログラムにより自社社
員を育成している。

GEの事例からの示唆としては、①「事業
開発」を促進させるための外部リソース活用
の仕組み構築、②「事業開発」に踏み出すた
めのトップダウン方式の採用とその制度の徹
底、③「事業開発」におけるICTの位置づけ
の強化と人員の増強──などが挙げられる。

Ⅳ 本社の役割

ビジネスモデル策定機能、インフラ構築
機能、アライアンス推進機能の重要性

先進事例で見たように、「製品開発」から
「事業開発」へのビジネスモデル転換を行う
に当たっては、既存の事業部門以外の本社の
影響が大きい。コマツではICT事業本部が、
日立製作所では研究開発グループが、本社と
してビジネスモデルの転換に大きく貢献して
いる。「事業開発」への転換で本社が果たす
べき重要な役割は、

①市場環境の変化を捉え、目指すべきビジ
ネスモデルを策定する機能

②新たに必要となるICTなどのインフラを
構築する機能

③「事業開発」の成功上、必須となる技術
やノウハウを外部から獲得するアライア
ンスの推進・強化機能

──の３つと考える。

1│	ビジネスモデルの策定機能
本社は、既存の事業部門が現在直面してい

る、あるいは今後発生する市場環境の変化か

ら、どのようなビジネスモデルに転換を図る
べきかを、冷静に検討しなければならない。

たとえば複写機市場であれば、保守料金の
単価が下落しており、メーカーは、現在のま
ま事業を継続すれば、確実に収益が落ちる脅
威にさらされている。その中で各社は、
BPO（業務プロセスの外部委託）のような
顧客の業務プロセスを代行する領域への進出
を加速している。

ただし、こうしたビジネスモデルへの転換
は、事業部門だけでは実現が難しいことがあ
る。事業部門は現業に向き合い、厳しい市場
環境の中で事業を展開しているため、将来の
ビジネスモデルを描くことが困難な場合も多
い。仮に必要性を感じたとしても、直面して
いる業績目標の達成を最優先に考えがちにな
るため、持続的に検討を進め、ビジネスモデ
ルを大きく転換するための投資をすることは
難しい。このような場合、本社は事業部門と
議論しながら、目指すべきはどのようなビジ
ネスモデルであるかを検討し、現在市場で起
きている変化を共有しつつ、そのビジネスモ
デルを策定していくことが求められる。

2│	インフラ構築機能
製品のみではなく、プロセス価値や意味的

価値を含めて「事業開発」に転換していく
際、ICTが重要なインフラとなることが多
い。ただしICTインフラは、目的ではなく、
あくまでもビジネスモデルを転換するための
手段であり、事業や顧客ニーズをよく理解し
たうえで、それらをICTでつなげていける体
制がなければ実現できない。

現在の日本の製造業に不足しているのは、
事業や顧客ニーズを深く理解し、それを満た
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して新しいビジネスモデルへの転換を可能と
するICTインフラを具体化できる人材であ
る。ICT部門にいる技術者が事業におけるビ
ジネス要件を理解できるとはかぎらない。そ
れを理解できる人材の多くは事業部門にい
る。それでは、事業部門にICTインフラを構
築する機能を実現するにはどうしたらよいで
あろうか。

たとえば製品は何らかの機能により制御さ
れており、その制御の多くはソフトウエアで
行っているため、製品の開発部門には制御担
当のICTの技術者がいる。この分野の技術者
はハードウエア技術と密接不可分のため、開
発部門から出て「事業開発」に携わることは
なかなかない。日本の製造業は、製品開発の
裏に隠れてしまいがちなこうしたソフトウエ
ア技術者により光を当て、彼らがビジネスモ
デルを大きく転換していくうえで重要な機能
を果たす存在と捉えるべきである。

具体的には、上述の技術者を１カ所に集
め、製品に基づいた設計だけをさせるのでは
なく、独立した一つの事業インフラにかかわ
る者として、顧客と製品の中間に位置させ、
どうすれば顧客の悩みを解決できるのか、
ICTを活用した解決法を検討させる組織を構
築するなどが考えられる。

トヨタ自動車は、前述したトヨタフレンド
の運営に、顧客向けICT事業提供会社のトヨ
タメディアサービスを充てている。日立製作
所は社会イノベーション事業実現に向けて
ICT部門を強化している。GEは、ICTを用い
てデータの解析に当たる技術者を研究所に集
結させ、Ｍ2Ｍなどで収集したインフラに関
する情報を解析し、顧客へのソリューション
提供を目指している。

3│アライアンスの推進・強化機能
「事業開発」を目指してビジネスモデルをデ
ザインしていくと、必要な技術やノウハウが
社内にはない可能性もある。また、ICTイン
フラの構築も、技術の進歩が速いため自社だ
けでの対応は難しく、すべて自前で構築しよ
うとすると、市場変化への対応にかえってマ
イナスに働くことすらある。たとえば、デー
タ解析や分析などに用いるICTは、常に進化
しているため、最先端の技術・ノウハウを外
部から獲得するほうが賢明である。

以上の２つの点からも、「事業開発」の成
功上、必須となる技術・ノウハウを外部から
獲得するアライアンス推進機能が必要とな
る。ビジネスモデルの転換は、内部だけのリ
ソースでは不可能なことも多い。その場合、
必要なソフトウエアやコンテンツなどを外部
から導入して組み合わせ、新たなビジネスモ
デルを構築するのである。

ビジネスモデルの転換においては、常に外
部と連携してオープンな形で、顧客にとって
いかに付加価値のあるビジネスモデルを実現
するかが大事なのである。
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中国における最近の資金調達難と対応策
神宮  健 　中国では、企業の資金繰りが厳しくなる中で金融リスクが顕在化

した。当局は、システマチックリスクを避ける方向で動いている。
一方、中小企業金融では、新たな融資手法も見られる。

には地方財政などによって短期的に
は問題を解決できる（より正確には
先延ばしできる）にもかかわらず、
対応遅れなど何らかのミスマネジメ
ントが生じることである。

一部には、救済策はモラルハザー
ドを助長するため、返済不能になっ
た金融商品はデフォルトさせてショ
ック療法をしたほうがよいとの考え
もある。ごく最近までデフォルトが
一件もなかったため、かえって異常
であると言われてきた債券市場を正
常化・成熟化させるという点でも、
この考え方には一理ある。

その一方で、銀行預金は全額保証
されるという暗黙の了解、さらにそ
れが拡大されて銀行で販売される商
品は全額保証されているという社会
全体の認識のもとで、これまで金融
商品が販売されてきた経緯を考える
と、荒療治は難しいのではないかと
思われる。

当面は、ハイリターンにはハイリ
スクがある、といったリスク意識を
社会に植えつける、いわば地ならし
の状況が必要である。実際、最近の
中国国内の報道にはこうした投資
家・預金者教育の姿勢が見られる。
これは、預金金利自由化やその前提
となる預金保険制度・金融機関の破
綻処理スキームの導入においても必
要とされるものである。

で、従来から抱えていたリスクが顕
在化したのである。

当局の対応
上述の例にもある集合信託プラン

は、2014年中に約9000億元が満期
を迎えると予想されている注4。2014
年の政府の経済成長率目標が7.5％
前後というマクロ環境のもとでは、
今後も資金返済リスクが顕在化する
ケースが現れる可能性がある。

返済リスクが顕在化した際のこれ
までの地方政府・金融当局の対応を
見ると、金融システム全体に影響が
及びかねないシステマチックリスク
は避ける方向である。前述の2014
年１月のケースでは元本が30億元
と規模が大きく、ここでデフォルト
となると同様のスキームを使ってい
る他のシャドーバンキングでも資金
が回らなくなり、経済全体に悪影響
が及ぶリスクがあった。

銀行業監督管理委員会（銀監会）
は、以前から地方政府融資平台・不
動産・過剰生産能力の産業が借り手
となっている信託商品（シャドーバ
ンキング関連を含む）のリスクを警
戒してきた。銀監会は2013年後半
から各信託商品の資金繰りなどをチ
ェックし始めており、現時点ではあ
る程度リスクを把握したうえで状況
をコントロールしようとしている節
がある。ここでのリスクは、最終的

信託商品・社債のデフォルト
リスク顕在化

中国の企業の資金繰りが困難にな
っている。実際、2014年に入って
日本でも中国の信託商品・社債のデ
フォルト（債務不履行）危機が報道
された注1。

１月には山西省の炭鉱関連の民間
会社が最終的な借り手となっている
集合信託計画（プラン）の償還が困
難になった注2。同商品は銀行が代理
販売したものの、信託会社を経由し
た事実上の迂回融資（つまりシャド
ーバンキング）であったと見られる。
このケースでは、地元政府や銀行が
戦略投資家を呼び込み、資金調達す
ることで償還した。

続いて、２月にも別の石炭関連の
集合信託プランの償還が延期にな
り、債務リストラに入った。３月に
は、上海の太陽光パネル企業が期日
までに社債の利払いができず、社債
市場で初のデフォルト例となった注3。

デフォルトリスクが顕在化した背
景には、経済成長率が以前の９～
10％から2012年以降は７％台半ば
へ下方シフトしたことに加えて、
13年後半、当局がシャドーバンキ
ングを抑制する中で、金融市場を絞
り気味に運営したことがある。そう
した中で、景気減速の影響を受けや
すい産業や過剰設備問題が指摘され
ていた産業（太陽光パネルも一例）
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中小企業金融の必要性
一方、構造的・長期的な観点から

は、金融が引き締まる際に、本来資
金が回らなくてはならないところ

（具体的には中小企業など）から先
に資金繰りが苦しくなるという中国
で特に顕著な制度的な歪みを、いか
に改善するかが重要である。

中国では、2003年ごろから中小
企業金融を促進するためにさまざま
な措置が打たれてきたものの注5、中
小企業の資金調達難はあまり改善せ
ずに現在に至っている。

これには中国経済が、間接金融、
特に国有大銀行に依存する中で、銀
行側には中小企業に融資するインセ
ンティブが小さいという根本的な問
題がある。国有企業や地方政府に融
資していれば、不良債権化のリスク
は小さく、また、これまでは一定の
利ざやが稼げたからである。

この点では、マクロ面で現在、金
利自由化が進展しつつあり、今後利
ざやの縮小が予想される一方、資本
市場の多様化や対外開放（海外での
資金調達）も進みつつあることが重
要である。1980年代以降の日本と
類似した状況であり、日本で見られ
たのと同様に、銀行の優良顧客であ
った大企業の一部が銀行離れを起こ
すならば、中国の銀行も徐々に中小
企業を重視する方向に向かう可能性
がある。

ミクロ面からは、中小企業の資金
調達難を解決する仕組みをつくる必
要がある。最近の政策動向を見ると、
民間銀行の設立がある。この主旨は

商銀行が代理販売したもの。集合（資
金）信託プランは投資家（委託人）
が複数のもの。単一（資金）信託は
委託人が１人であり、シャドーバン
キングにおける「銀信合作」でも使
われる（銀行が委託人）

3 それぞれ吉林信託の集合信託プラン
と上海超日太陽能科技の社債。上海
超日は上場会社であるが、銘柄名の
前に上場廃止リスクが極めて高いこ
とを示す「*ST」がついた銘柄であ
り、経営状況が悪いことは知られて
いたはずである

4 中信証券の試算による（中国証券報
2014年２月19日）。なお内数を見
ると、不動産関連が2479億元、融
資平台関連が2251億元である

5 2003年の中国共産党第16期三中全
会で非公有制経済の発展が謳われ
た。中小企業促進法の実施も2003
年である

6 銀監会は３月11日に民営銀行試行
の最初の参加企業リスト（株主）を
発表した。アリババ、万向、騰訊、
百業源、均瑶、復星、商匯、華北、
正泰、華峰の10社である。銀監会
は上述10社の株主資格審査を行い、
民営銀行（５行）のライセンスを発
行する

7 武甜静「アリババ小口貸出の資産証
券化商品」『金融ITフォーカス』
2013年10月号（野村総合研究所）
参照

8 天津市濱海新区・上海市浦東新区で
商業ファクタリングを試行する旨の
通知である

『金融ITフォーカス』2014年５月号
より転載

農業関連や零細企業向け融資促進で
ある。銀監会は2014年３月に、民
営銀行５行を試行的に設立するとし
た注6。株主としては、ｅコマース大
手のアリババを含む参加企業10社
が発表されており、天津・上海・浙
江・広東で試行予定である。

一方で、市場主導の動きもある。
その一例がインターネット金融であ
る。アリババは出店者に対して、過
去の取引記録などをもとに融資（上
限100万元、最長12カ月）してい
る注7。蘇寧雲商（旧蘇寧電器）も同
様に、零細企業を中心としたサプラ
イヤー向け融資を行っている。

また、ここ数年、サプライチェー
ンに対するファイナンスも始まって
いる。サプライチェーンにおけるコ
ア企業の信用力を使い、ファクタリ
ングや在庫金融などによりサプライ
チェーンの上下流企業に融資するも
ので、一部の銀行が数年前から手掛
けている。

規定の面でも、2012年６月の商
務部「商業ファクタリング試行に関
する通知」注8、13年12月の銀監会

「商業銀行ファクタリング業務管理
暫定弁法」（草稿）が発表されるな
ど整備されつつある。金融の状況が
厳しい中、危機対応の一方でこうし
た新たな動きも現れている点に注意
を払いたい。

注

1 日本では2014年に入って報道が増
えたが、信託商品の償還問題は以前
から存在した

2 中誠信託の集合信託プランで中国工

神宮  健（じんぐうたけし）
NRI北京金融システム研究部長
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タイ日系製造業の戦略とIT課題

変わりつつある
タイ投資の環境

タイはASEAN（東南アジア諸
国連合）地域の工業集積地であり、
また古くから自動車産業や電子産
業を中心とした日本企業が製造拠
点を多く設置している。2012年時
点で、日本はタイへの直接投資の
累計で１位であり、06年の軍部に
よるクーデター、11年の洪水被害
の後も、日本企業の投資意欲は衰
えていない。

しかし、タイは少子高齢化とい
う課題を抱えている。年齢の中央
値はすでに35歳で、出生率は1.4で
ある。少子高齢化は労働力不足を
もたらすため、今後の人件費の上
昇は避けられないであろう（図１）。

こうした状況を受け、タイ政府

も重点産業をシフトさせようとし
ている。タイでは重点産業分野へ
の投資を促進させるため、投資委
員会が定めた投資奨励対象産業に
は、税などの面で優遇措置を講じ
ており、現在、新たに以下の産業
を対象とする案が検討されている。

①基礎インフラ、物流
②基礎産業（製鉄、機械など）
③医療、科学機器
④再生可能エネルギー、環境サ

ービス
⑤ビジネスサポート
⑥高度科学技術
⑦食品、農産物加工
⑧観光、福祉
⑨自動車およびその他の輸送機器
⑩電子・電気機器
現在の投資奨励対象である労働

集約型産業も残されることになっ
ているが、高付加価値型産業を重
視していることは明らかである。

以上のように、安価な労働力を
求めて日系企業が次々と進出した
時代とは、タイ投資の環境は異な
ってきている。

地域経済統合が日系企業に
与える影響
（1）	 地域経済統合の進展

ASEANは2015年までにASEAN
経済共同体（AEC）の発足を目
指している。このAECの発足を
もって、一部を除いてすでに2010
年には関税が撤廃されている
AFTA（ASEAN自由貿易地域）
に先行して加盟しているブルネ
イ、インドネシア、マレーシア、
フィリピン、シンガポール、タイ
の６カ国に加えて、ベトナム、ラ
オス、ミャンマー、カンボジアの
後発加盟４カ国を含めた10カ国で
関税撤廃が進む。2018年には完成
車の関税撤廃も予定されている。

また、タイ近隣国であるカンボ
ジアやラオスでは、港湾や工業団
地、そして国境を越える橋の建設
が進み、メコン諸国（カンボジア、
タイ、ベトナム、ミャンマー、ラ
オス）域内の道路網の整備も進ん
でいる。2013年12月には第４タイ・

加藤悠史／上田洋一
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タイに進出している日系製造業では、労働力不足による
賃金上昇やASEAN経済共同体（AEC）への対応などを背
景に、タイ近隣国との間で生産機能を再配置しようという
動きが見え始めている。これに伴い、タイの日系製造業の
IT部門は、業務のシステム化・標準化などの取り組みを
模索している。しかし、IT戦略策定のための人材不足や、
長期的視点での事業運営の困難さが障壁となり、十分には
進んでいない。今、重要なのは、現地拠点トップのリーダ
ーシップと、日本本社や地域統括拠点を巻き込むことので
きる現地IT人材の育成である。
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ラオス友好橋が開通し、大メコン
圏南北経済回廊（メコン諸国と中
国の雲南省および広西チワン族自
治区にまたがるメコン川流域）へ
の注目も高まるだろう。

（2）	 日系製造業の機能再配置
上述のような背景のもと、日系

製 造 業 の 中 で は 生 産 機 能 を
ASEAN域内で再配置する動きが
出始めている。完成品までのすべ
ての工程をタイから近隣国に移す
計画をしている企業は少ないが、
生産機能の一部をカンボジア、ラ
オス、ミャンマー、ベトナム

（「CLMV」と呼ばれる）に移し、
そこで生産した部品をタイに送っ
て完成品を組み立てるケースが出
始めている。

タイ近隣国に進出した企業とし
ては、カンボジアに進出した矢崎
総業や日本電産、ラオスに進出す
るニコンやトヨタ紡織などが挙げ
られる。これらの企業の工場は、
タイとの国境に隣接した工業団地
に立地し、タイの物流・サプライ
チェーンとつながっていることが
特徴である。また、2010年代後半
にかけてはミャンマーの経済開放
およびインフラ整備も進むと思わ
れ、同国がタイの物流・サプライ
チェーンに組み込まれることが予

想される。

（3）	 IT運営に求められるもの
では、この機能再配置に向けて、

日系製造業のIT運営には何が必
要となるのであろうか。

従来はタイ国内あるいは特定の
工場内に閉じていた業務が、近隣
国にまたがって展開されることに
なる。新たな進出先でも業務をタ
イと同様に遂行できるようにする
には、業務の属人化を排してシス
テム化することが有効である。そ
れと同時に、分散される生産機能
を統合的に運営するために、拠点
間で密に連携できるよう業務を標
準化する必要もある。

他のASEAN諸国と比較する

と、タイの日系製造業は早くから
同国に進出しているだけに、業務
部門もIT部門も現地化が進んで
いることが多い。ただしこれが原
因で、業務およびそれを支えるIT
が属人化・ブラックボックス化し、
現地拠点トップが把握しにくくな
っているという話をよく聞く。

このような状況になっている場
合は、業務とITについて「何を
すべきか」「何を変えるべきか」「ど
う変えるべきか」、その結果「ど
のような成果が出せるのか」を、
長期的視点で考え変革していくこ
とが求められる。そのためには、
業務部門とIT部門がそれぞれの
役割と責任を明確に認識するとと
もに、現地拠点トップのリーダー

図1　アジア各国における人件費の上昇（日系製造業・一般工員の月額基本給）
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シップが重要になる。

IT管理・IT運営の現状
ASEANの経済統合が進むなか

で、タイに進出した日系製造業の
IT管理・IT運営の現状はどのよ
うになっているのであろうか。

野村総合研究所（NRI）が日系
企業の現地拠点（タイ、インドネ
シア、フィリピン、ベトナム）を
対象に2013年に実施した「日系企
業におけるIT実態調査」による
と、タイの日系企業のIT管理・
IT運営は、他の３カ国における
日系企業と比べて進んでいると言
える。そこには以下の２つの特徴
が見られる。

１つは、IT資産管理やBCP（事
業継続計画）のようなITリスク
対策などのITガバナンスが全体
的に進んでいることである。早く
から生産機能の充実とともにIT
の整備を進めたことで、コスト削
減だけでなくITガバナンスに対
する意識も高いのであろう。IT
リスク対策については、前述した
クーデターや洪水による被害を教
訓にして迅速に対応した結果と考
えられる。

もう１つは、外部委託の利用率
が高いことである。これは、タイ
のIT環境が他の３カ国より整備

されており、外部ベンダーを利用
して社内のリソース不足や技術力
不足を補うことが比較的容易であ
るためと思われる。

このような特徴がある一方で、
「重点IT課題」についての設問で
は、多くの日系企業が「業務効率
化、コスト削減」と「セキュリテ
ィ対策、情報漏えい対応」を挙
げ、「中長期的なIT戦略の立案・
見直し」はその次である（表１）。
この傾向はここ数年あまり変わっ
ていない。

タイの日系製造業の重点IT課
題が「長期的な視点に立ったIT
戦略の策定」であり続けることを
考えると、ITの利用が進み、IT
管理・IT運営もきちんと行われ
ているはずのタイの日系企業であ
っても、これに十分に取り組めて
いないと言えるのではないだろう
か。

現地拠点における
IT戦略策定の課題

タイの日系製造業で長期的な
IT戦略の策定が十分でないこと
には、大きくは２つの原因がある
と考えられる。

１つ目は人材不足である。IT
要員の現地化は進んでいるもの
の、IT戦略を立案できる人材が

不足しているということはよく耳
にする。タイにおいて、IT戦略
にかかわるような上流の技術者
は、いわゆるホワイトカラーでは
なく、デザイナーやコンサルタン
トのような専門職に近い。給与も
高くなるため、こうした人材を採
用しにくいのが現状である。採用
できたとしても、日本企業の意思
決定のやり方に適応できず権限も
あまり与えられないなどの理由か
ら、能力を発揮できなかったり定
着しなかったりする例は多い。

２つ目は、現地拠点の判断に基
づいた長期的視点の事業運営の困
難さである。近年、ASEAN地域
の日系製造業では、経営の効率化
や現地での意思決定を可能にする
ことを目的に、本社の機能や権限
の一部を現地拠点や地域統括拠点
に委譲する動きが進んでいる。し
かし、現地拠点が事業計画と収支
目標を決めてしまうと、自らがそ
の計画と目標に縛られ、研究開発
投資や長期的視点を持った事業運
営がしにくいという声が多く出て
いる。他方、日本本社や地域統括
拠点で事業計画を策定する、ある
いはその調整をする場合は、策定
作業そのものや、本社と地域統括
拠点との調整が大きな負荷とな
る。この負荷はIT投資に関して
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も同様である。

まずは現地IT人材の
育成から

現地拠点が長期的な視点に立っ
たIT戦略を策定・実行できるよ
うにするには、現地拠点トップの
リーダーシップが重要であること
は前述したとおりである。それと
ともに、日本本社や地域統括拠点
との調整や密接なコミュニケーシ
ョンも不可欠である。

以上から言えることは、ITの
課題を経営課題として提言し、現
地拠点トップを動かし、それを現
地のIT事情や環境に適合した方
法で実行できる現地人材を育成し
ていくことが不可欠だということ
である。そしてそのようなIT人
材が、現地拠点に出向している日
本からのIT要員やトップを巻き
込みながら、日本本社や地域統括
拠点と調整していける環境を整備
することが重要である。NRIは、

このような考えに基づいて現地
IT人材を育成し、IT戦略策定の
支援や地域統括拠点の支援を進め
ていきたいと考えている。

『ITソリューションフロンティア』
2014年３月号より転載

加藤悠史（かとうゆうじ）
NRIタイコンサルティング部コンサル
タント

上田洋一（うえだよういち）
アジア事業開発部上級システムコンサ
ルタント

表1　タイ、インドネシア、フィリピン、ベトナムにおける日系企業の「重点IT課題」

現在対応中の重点IT課題（複数回答） 中期的に対応予定の重点IT課題（複数回答）

タイ
N＝63

インドネシア
N＝18

フィリピン
N＝38

ベトナム
N＝38

タイ
N＝63

インドネシア
N＝18

フィリピン
N＝38

ベトナム
N＝38

1位 セキュリティ
対策、情報漏
えい対応

業務効率化、
コスト削減

業務効率化、
コスト削減

業務効率化、
コスト削減

1位 業務効率化、
コスト削減、
セキュリティ
対策、情報漏
えい対応

ネットワークの整備・
強化

業務効率化、
コスト削減

中長期的な
IT戦略の立
案・見直し

2位 業務効率化、
コスト削減

セキュリティ
対策、情報漏
えい対応

業務標準化 セキュリティ
対策、情報漏
えい対応

2位 業務標準化、業務効率
化、コスト削減、セキュ
リティ対策、情報漏え
い対応、ITインフラの
刷新・統合・集約化、
IT人材の採用・育成の
促進

セキュリティ
対策、情報漏
えい対応

業務効率化、
コスト削減

3位 中長期的なIT
戦略の立案・
見直し

中長期的なIT
戦略の立案・
見直し

セキュリティ
対策、情報漏
えい対応

業務標準化 3位 中長期的なIT
戦略の立案・
見直し

業務標準化 経営情報の
整備・活用
の促進

出所）野村総合研究所「日系企業におけるIT実態調査（2013年）」
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野村総合研究所（NRI）は2014年３月11日に、全
社型業務改革セミナー「アベノミクスに乗り遅れる
な──成長戦略を実現する本社を作る」を開催した。
「アベノミクス」以降、日本経済が回復基調にある
中、新たな成長戦略を打ち出そうという企業は多
い。しかし、「本社部門に現場をしっかりとサポー
トする体制がない」「本社として担うべき役割を実
行するスキルが不足している」「本社をスリム化し
てしまったために振り向けられる人員がいない」な
どといった悩みも多く聞かれ、成長戦略の実現に向
けた本社改革の機運が高まっている。

そうした状況およびNRI独自の調査結果も踏ま
え、本セミナーでは、豊富なコンサルティング事例
とともに、重要性の高まる本社改革の要諦に関する
講演を行った。
■講演１「『企業経営アンケート』から見る本社部
門が抱える課題」（経営情報コンサルティング部
副主任コンサルタント 池野心平）
NRIでは2003年より５年ごとに、日本企業の経営

企画部門の担当者を対象に「企業経営アンケート」
を実施し、本社の役割や課題認識について定期的に
調査している。本講演では、直近の2013年の調査結
果を受けて、本社が果たすべき不変の役割を整理
し、そのうえでアベノミクス以降に特に求められる
ようになっている「主導的な戦略立案・推進」に焦
点を当て、取り組むべき課題について提言した。
■講演２「企業価値向上に資する本社機能の効率
化・高度化」（経営情報コンサルティング部上級
コンサルタント  国井勝則）
本講演では、過去のコンサルティング事例に基づ

き、企業価値を高めるための本社機能の効率化・高
度化のポイントを提案した。

中でも「戦略企画機能改革」については、本社が
事業部門・構成会社の状況を正しく理解し、変化に
迅速に対応していくための方法論について詳細に紹
介した。具体的には、一部の本社人材から定型的な
業務を外し、遊軍的な活動を許容することで機動力
を高める方策や、事業の格付けやポートフォリオ作
成時の留意点について説明した。
■講演３「全社最適のIT利活用に向けた経営企画・
IT企画の役割」（経営情報コンサルティング部コ
ンサルタント  河島宏樹）
本講演では、現代経営に欠かせない戦略的なIT

（情報技術）活用において企業が抱える課題を指摘
し、その解決に向けた方向性を示した。重要な論点
としては、経営が求める変革のスピードアップに必
要なIT企画機能とその組織のあり方、および経営
企画部門が担うべきITプロジェクトへの関与の仕
方を提言した。

本セミナーには、多様な業種の本社経営企画部門
担当者を中心に、80人を超える参加者があった。ア
ンケートの結果では、９割以上から「参考になっ
た」との回答があり、成長戦略の実現に向けた本社
機能のあり方に対する関心の高さがうかがえた。

F O R U M  &  S E M I N A R
全社型業務改革セミナー
「アベノミクスに乗り遅れるな──成長戦略を実現する本社を作る」

成長戦略を実現するための本社改革について

主催：野村総合研究所　2014年3月11日　丸の内北口ビル ８階会議室

本セミナーについてのお問い合わせは下記へ
　経営情報コンサルティング部　池野心平
　電話：03−5533−2598
　電子メール： s-ikeno@nri.co.jp

当レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法および国際条約により保護されています。
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